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次のような体系で進めていきます。（※太枠の施策は重点施策）

第1節　高齢者保健福祉施策の体系

第
3章

第3章　高齢者保健福祉施策の推進

めざす
将来像 基本目標 12 の施策基本理念
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支援します

２．いきがいのあるくらしへの支援 ......................... p.98

３．就業等の支援 ....................................................................................  p.103

健康づくり・
介護予防を
すすめます

１．健康づくりと介護予防の推進による健康寿命
　　の延伸　　　　　 ............................................................................p.54重点施策Ⅰ
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ち

安全・安心な
暮らしを支える
しくみづくりを
すすめます

11．高齢者の権利擁護の推進
　　 （成年後見制度の利用促進を含む）....................................p.149

12．安全で暮らしやすいまちづくりと
　　住まいへの支援 ..............................................................................p.156

最期まで住み慣れた
地域で自分らしく
暮らすための
相談・支援体制を
充実します

７．高齢者総合相談センターの機能の充実 ..........  p.112

８．介護保険サービスの提供と基盤整備 .........  p.122

９．自立生活への支援(介護保険外サービス）........  p.134

10．在宅療養支援体制の充実..............................................  p.138

６．認知症高齢者への支援体制の充実
　　　　　　　...................................................................................................... p.84重点施策Ⅲ
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５．介護者への支援 ............................................................................  p.106

４．地域で支え合うしくみづくりの推進
　　　　　　　 ................................................................................................... p.70重点施策Ⅱ
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第3章　高齢者保健福祉施策の推進
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本計画では、施策ごとに、進捗状況（成果）を評価し、達成状況を把握するため指標
（数値目標）を設定しています。
※【調査】は「新宿区高齢者の保健と福祉に関する調査」の調査結果です。

施策ごとの指標の設定（第８期）

施策 指標 現状
（令和元年度）

目標
（令和5年度）

1 ．�健康づくりと介護予防
の推進による健康寿命
の延伸

「しんじゅく 100トレ」に取り組む住⺠主体
の団体数 31団体 75団体

【調査】介護予防に関⼼のある⾼齢者の割合
（⼀般⾼齢者調査） 72.7% 85.0％

⾼齢期の健康づくり・介護予防出前講座を利⽤
する住⺠主体の団体数 37団体 55団体

2 ．�いきがいのあるくらし
への⽀援

【調査】地域活動参加者の割合
（⼀般⾼齢者調査） 22.5% 25.0％

3 ．�就業等の⽀援 シルバー⼈材センターの受託件数 13,588 件 14,600 件

4 ．�地域で⽀え合うしくみ
づくりの推進

通いの場への⾼齢者の参加率 7.9％ 9.1％

【調査】地域のつながり（住⺠同⼠の助け合い・
⽀え合いなど）を実感している⾼齢者の割合
（⼀般⾼齢者調査）

52.0% 60.0%

⾼齢者等⽀援団体数 18団体 26団体

5 ．�介護者への⽀援 介護者講座・家族会参加者数 延べ846⼈ 延べ 800⼈

6 ．�認知症⾼齢者への⽀援
体制の充実 認知症サポーター養成数（累計） 24,363 ⼈ 29,800 ⼈

7 ．�⾼齢者総合相談セン
ターの機能の充実

【調査】⾼齢者総合相談センターの認知度
（⼀般⾼齢者調査）①名称②機能③場所

①43.4％
② 36.5％
③ 31.4％

① 50.0％
② 50.0％
③ 50.0％

8 ．�介護保険サービスの� �
提供と基盤整備

【調査】介護保険サービスの総合的な利⽤満⾜
度（無回答を除く「満⾜」「おおむね満⾜」の
割合）（要⽀援・要介護認定者調査）

89.6% 90.0%

9 ．�⾃⽴⽣活への⽀援� �
（介護保険外サービス）

【調査】健康や福祉サービスに関する情報量の
充実度（要⽀援・要介護認定者調査） 56.1% 60.0%

10．�在宅療養⽀援体制の� �
充実

【調査】「⾃宅での療養が実現可能だと思う」
と回答した割合（⼀般⾼齢者調査） 12.8% 20.0%

11．�⾼齢者の権利擁護の� �
推進 新宿区登録後⾒活動メンバー登録者数 68⼈ 94⼈

12．�安全で暮らしやすい�
まちづくりと住まい�
への⽀援

住宅相談開催数 87回 92回

災害時要援護者名簿の新規登録者数 200件 300件
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第3章　高齢者保健福祉施策の推進

第
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章

第
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施策ごとのページの見方（例）

1. 現状とこれまでの取組
・施策の取組状況が記載してあります。
・関連する「新宿区高齢者の保健と福祉に関する調査」結果も記載してあります。

2. 課題
・取組上の課題が記載してあります。

3. 今後の取組の方向性
・取組の方向性が記載してあります。

4. 施策を支える事業
■事業ごとに「目標値」を掲げています（事業の性質上、数値目標がなじまないも
のは「－（ハイフン）」で表記しています）。

・主な事業

事業名
（担当課） 事業概要 令和 2 年度末

見込
令和 5 年度

目標
【新規】事業名  
実行計画 事業の内容 現状 目標
担当課名

・関係団体による事業
上記と同様
■�事業名の【新規】は令和３年度からの新規事業、 実行計画  は、新宿区第二次実行
計画（令和３年度～令和５年度）の対象事業です。

5. 指標
・施策ごとに設定した「指標」を掲げています。

指標名 現状
（令和元年度）

目標
（令和 5 年度）

指標とする項目内容 現状 目標

施策 2 いきがいのあるくらしへの支援

施策2の概要や目的が記載してあります。
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重点施策Ⅰ　健康づくりと介護予防の推進による健康寿命の延伸

第2節　重点的に進めていく3施策

高齢者が住み慣れた地域でいつまでもいきいきと暮らし続けるには、高齢期の特性を踏ま
えた健康づくりと介護予防・フレイル予防が必要です。正しい知識の普及啓発や実践に向け
た支援を行うとともに、住民主体の活動による健康づくりや介護予防・フレイル予防を推進
していきます。また、健康な高齢期を迎えることができるよう、働き盛りの世代から、健康
づくりを推進していきます。

「筋トレと仲間づくりで、
心も体も元気に長生き」

A さんは、80 代前半の女性。区内のアパートの２階で一人暮らしをしています。多
少血圧が高く、通院していますが、介護サービスを利用するほどではありません。階
段の上り下りがつらいため、外出が億劫になっていたところ、ちょっとした段差でつ
まずいて、足腰にすっかり自信をなくしていました。

年だから仕方のないことと思っていましたが、友人に誘われた保健センターの講演
会で、自分の状態が、フレイル①であることと、これからでも足腰の機能を向上させ
ることができることを知りました。そのためには、筋力をつける簡単なトレーニング
や適度な運動を行うこと、歯と口の健康を保ち、いろいろなものを食べること、特に
肉や魚などのたんぱく質を摂ることが大切なのだと知りました。

トレーニングに挑戦してみたいと思い、「広報新宿」で知った介護予防教室②に通っ
たところ、徐々に足腰の筋力がつき運動の効果を実感しました。

その後、家の近くで運動を継続できる場所がないか高齢者総合相談センターに相談す
ると、週に１回新宿区オリジナル３つの体操・トレーニング（新宿いきいき体操・新宿ごっ
くん体操・しんじゅく 100 トレ）③に取り組むグループが近所にあることがわかり、参
加してみることにしました。通ううちに会の運営にあたっての役割もでき、毎週通うのが
楽しみになりました。そうした生活を送るようになって、心も体も以前より元気になった
気がします。元気に長生きしたいと張り切り、ポジティブな気持ちで毎日を送っています。

①…高齢者の身体機能や認知機能が低
下して虚弱となった状態を「フレ
イル【Frailty】」と呼び、生活の
自立度が低下し介護が必要となる
危険性が高い状態です。フレイル
を早期に発見し、食事や運動など
適切な対応で再び元気を取戻し、
健康寿命を延ばすことが期待され
ます。

②…事前申し込みが必要で有料の介護
予防教室と、事前申し込みが不要
で無料の介護予防教室があります。

解 説

本施策の事例

【新宿いきいき体操】
平成新宿音頭のリズムに合わせ、介護予防に必要な体力要素を楽
しく刺激することができる介護予防体操です。（平成 20 年度開発）

【新宿ごっくん体操】
楽しく歌ってからだを動かして食べる力を鍛えるえん下体操
です。（平成 29 年度開発）

【しんじゅく 100 トレ】
ゆっくりと繰り返し負荷をかけ、日常生活に必要な筋力をアッ
プするための筋力トレーニングです。（平成 30 年度開発）

③…新宿区オリジナル３つの体操・トレーニング
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第3章　高齢者保健福祉施策の推進
　重点施策Ⅰ　健康づくりと介護予防の推進による健康寿命の延伸

第
1
章

第
2
章

1. 現状とこれまでの取組

〈高齢期の健康づくりと介護予防・フレイル予防〉
■「新宿区高齢者の保健と福祉に関する調査」では、介護が必要となった主な原因としては、「骨
折・転倒」が16.6％で最も高く、次いで「脳血管疾患」12.5％、「高齢による衰弱」12.1％となっ
ています。
■高齢者の特性として、筋量低下、低栄養や口腔機能の低下（オーラルフレイル 1）等による心
身機能の低下等があり、同調査の一般高齢者調査では、ロコモティブシンドローム（運動器
症候群）2の恐れがある人の割合が45.7％、低栄養傾向（BMI ≦ 20）は 21.0％でした。低栄
養につながる「食べる機能」についてみると、「半年前に比べて硬いものが食べにくい」と回
答した人が23.7％でした。また、「社会参加」について「友人・知人と会う頻度」をみると「月
1～ 3回」「年に数回」「ほとんどない」を合わせて49.0％でした。
■「新宿区介護予防・日常生活圏域ニーズ調査」では、要介護の認定を受けていない高齢者で
20本以上の歯を有する人は53.2%でした。
■働き盛り世代は生活習慣病予防、高齢期はフレイル予防を中心とした「ライフステージを通
じた健康づくり」に関する様々な事業を行っています。
■高齢期の心身や社会生活等の特性を踏まえた健康づくりや介護予防・フレイル予防の意義や
重要性を区民に伝えるため、講演会＊や出前講座＊を通じて普及啓発を行っています。
■食べる機能の維持向上を目的に、平成29年度に「新宿ごっくん体操」を開発し、普及してい
ます。

〈住民主体の健康づくりと介護予防・フレイル予防活動〉
■「新宿区高齢者の保健と福祉に関する調査」では、介護予防について「関心がある」「どちら
かと言えば関心がある」と回答した一般高齢者の割合は72.7％でした。また、地域のつなが
りの必要性については、一般高齢者の87.7％が「必要だと思う」「どちらかといえば必要だ
と思う」と回答しています。
■地域のつながりの必要性を感じている人ほど健康状態がよい傾向にあります。
■身近な地域で住民主体で、介護予防に資する活動に継続して取り組めるよう、平成30年度に
区オリジナルの筋力トレーニング「しんじゅく100トレ」を開発し、取り組むグループの立
ち上げと継続を支援＊しています。
■介護予防・フレイル予防活動に取り組むグループ等への専門職による支援＊や、住民からの
提案事業に対する助成＊等により、住民主体の活動がより活性化するよう支援しています。

1 �オーラルフレイル【Oral Frailty】：口腔機能の軽微な低下や食の偏りなどを含み、身体の衰え（フレイル）の一つです。早
めに気づき適切な対応をすることでより健康に近づきます。

2 �ロコモティブシンドローム（運動器症候群）：関節の痛みや筋力の低下などにより、歩く力が衰えた状態のことで、略して「ロ
コモ」と呼ばれています。進行すると日常生活にも支障が生じるため、いつまでも自分の足で歩き元気でいるためには、運
動器を長持ちさせ、ロコモを予防することが必要です。
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〈介護予防・日常生活支援総合事業〉
■新宿区では、平成28年 4月から介護予防・日常生活支援総合事業（総合事業）を開始しました。
総合事業は、別表のとおり「介護予防・生活支援サービス事業」と「一般介護予防事業」で
構成されています。
■「介護予防・生活支援サービス事業」では、要支援1・2の認定を受けた方もしくは基本チェッ
クリストの結果により生活機能の低下が確認された65歳以上の方（事業対象者）に対し、訪
問型サービスと通所型サービスを提供しています。これらには、住民等の多様な主体の参画
という観点から、新宿区の研修を修了した生活援助員等が利用者宅を訪問して生活援助（掃除、
洗濯、調理、生活必需品の買い物等の支援）を行う生活援助サービスと住民を中心とした団
体等が会食や体操、レクリエーション等を行う通所型住民主体サービスも含まれています。
■「一般介護予防事業」では、「新宿いきいき体操」の普及啓発を担う「新宿いきいき体操サポー
ター」の活動など、住民主体の取組がさらに広がっています。また、誰もが気軽に参加でき
る介護予防教室の開催や介護予防運動指導員等による高齢期の健康づくり・介護予防出前講
座、住民等提案型事業助成の実施などにより、一人ひとりの介護予防への意識をより高めて
います（既出の＊印の事業は、「一般介護予防事業」に位置付けられるものです。）。
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第3章　高齢者保健福祉施策の推進
　重点施策Ⅰ　健康づくりと介護予防の推進による健康寿命の延伸

第
1
章

第
2
章

別表（介護予防・日常生活支援総合事業）

介護予防・生活支援
サービス事業

【対象者】
要 支 援 1・2 の 認 定 を
受けた方もしくは基本
チェックリストの結果に
より生活機能の低下が確
認された 65 歳以上の方

（事業対象者）

訪問型
サービス

掃除、洗濯等の日常生活
上の支援を提供します。

訪問介護相当サービス

生活援助サービス

通所型
サービス

機能訓練や集いの場など
の日常生活上の支援を提
供します。

通所介護相当サービス

ミニデイサービス

通所型住民主体サービス

通所型短期集中サービス

介護予防
ケアマネジメント

総合事業によるサービス等が適切に提供できるようケ
アマネジメントします。

一般介護予防事業

【対象者】
65歳以上の方や、65
歳以上の方の支援のた
めの活動に関わる方

介護予防把握事業 閉じこもり等何らかの支援を要する者を把握し、介護
予防活動につなげます。

介護予防
普及啓発事業

介護予防活動の普及・啓
発を行います。

介護予防教室
（有料・事前申込必要）

介護予防教室
（無料・事前申込不要）

地域介護予防
活動支援事業

地域における住民主体の
介護予防活動の育成・支
援を行います。

新宿いきいき体操

しんじゅく 100 トレ

体力測定事業

住民等提案型事業助成

高齢期の健康づくり講演
会

高齢期の健康づくり・
介護予防出前講座

地域
リハビリテーション

活動支援事業

地域における介護予防の
取組を機能強化するため、
リハビリテーション専門
職の関与を促進します。

地域リハビリテーション
活動支援事業（個別支援）
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令和元年度「新宿区高齢者の保健と福祉に関する調査」では…

★ロコモの恐れあり【性・年齢別】〈一般高齢者【重点】調査〉

ロコチェック※の７項目に１つ以上回答した方を「ロコモの恐れあり」として集計したところ、「ロ
コモの恐れあり」（45.7％）は４割台半ばとなっています。
性・年齢別でみると、「ロコモの恐れあり」は、男女とも年齢が上がるほど、増加する傾向にあります。

※ロコチェック：下記の７項目のうち、１つ以上回答した方を「ロコモの恐れあり」で集計

★低栄養傾向（BMI ≦ 20）〈一般高齢者【重点】調査〉

  全  体 (1,837)

男性・65歳～69歳 (194)

　　　70歳～74歳 (220)

　　　75歳～79歳 (175)

　　　80歳～84歳 (116)

　　　85歳～89歳 (43)

　　　90歳以上 (20)

女性・65歳～69歳 (252)

　　　70歳～74歳 (273)

　　　75歳～79歳 (233)

　　　80歳～84歳 (128)

　　　85歳～89歳 (61)

　　　90歳以上 (22)

33.5

42.7

46.3

52.6

60.5

75.0

35.3

42.5

55.4

57.0

63.9

59.1

66.5

57.3

53.7

47.4

39.5

25.0

64.7

57.5

44.6

43.0

36.1

40.9

(%)ｎ

45.7 54.3

(%)

ロ

コ

モ

の

恐

れ

あ

り

　

な

し

全体 (1,837)

男性 (770)

女性 (978)

12.5

28.1

83.0

68.3

4.5

3.6

(%)
ｎ

21.0 74.7 4.2

(%)

ＢＭＩ　20以下 ＢＭＩ　20超 無回答
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低栄養傾向と考えられる「ＢＭＩ 20以下」は 21.0％となっています。
性別でみると、「ＢＭＩ 20以下」（男性：12.5％ 女性：28.1％）は、女性の方が男性よりも15.6
ポイント高くなっています。
※「健康日本 21（第二次）」では、低栄養傾向の基準を、要介護や総死亡リスクが統計学的に有意
に高くなるポイントとして示されている「ＢＭＩ 20 以下」とし、その割合の増加の抑制を指標とし
て設定しています。

★食べる機能〈一般高齢者【基本】調査〉

「半年前に比べて硬いものが食べにくいですか」

半年前と比べた硬いものの食べにくさの有無についてたずねたところ、「はい」（23.7％）が 2割台
半ば近くとなっています。

★介護予防についての関心の有無〈一般高齢者【重点】調査〉

「介護予防」への関心の有無をたずねたところ、「関心がある」（42.9％）と「どちらかといえば関心
がある」（29.8％）をあわせた《関心がある》は72.7％となっています。

n = (1,864)

ア．半年前に比べて
硬いものが食べにくいか

(%)
23.7 72.9 3.4

は

い

い

い

え

無

回

答

42.9 29.8 15.2 6.2 5.9

ｎ

(1,837)

(%)

関

心

が

あ

る

ど

ち

ら

か

と

い

え

ば

関

心

が

あ

る

ど

ち

ら

か

と

い

え

ば

関

心

が

な

い

関

心

が

な

い

無

回

答

《関心がある》72.7％ 《関心がない》21.4％
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★運動の頻度〈一般高齢者【重点】調査〉

運動の頻度をたずねたところ、「ウォーキング」では週１回以上が67.5%、「体操」では週1回以上
が45.7%、「筋力トレーニング」では週1回以上が31.5%となっています。

★昨日食べた食品数〈一般高齢者【重点】調査〉

　昨日食べた食品の数をみると「7～ 10品目」は39.4％となっています。

栄養バランスのよい食事をするためには、多様な食品を摂取することが望ましく、毎日、
下記の10品目を食べることが推奨されています。
�①肉、②魚介類、③卵、④大豆・大豆製品、⑤牛乳・乳製品、⑥緑黄色野菜、⑦海藻類、
⑧いも類、⑨果物、⑩油脂類

n = (1,837)

ア．ウォーキング

イ．体操

ウ．筋力トレーニング

31.8

19.8

13.9

11.7

4.6

4.0

5.2

5.9

23.0

31.6

21.4

27.0

(%)
55.0 12.5 5.1 4.2 11.6 11.6

週

２

回

以

上

週

１

回

程

度

２

週

に

１

回

程

度

月

１

回

以

下

全

く

し

な

い

　

無

回

答

39.4 43.9 14.9

1.9

ｎ

(1,837)

(%)

７

1

0

品

目

４

～

６

品

目

１

～

３

品

目

無

回

答

～
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2. 課題

〈高齢期の特性を踏まえた健康づくりと介護予防・フレイル予防〉
■75歳以上の後期高齢者になると、要介護の原因として不活発な生活に起因するものの割合が増え
てきます。そのため、この時期を中心とし、生活機能を低下させないために、高齢期の心身や社会
生活等の特性を踏まえ、身体活動の維持及び低栄養の予防、オーラルフレイル予防、認知症・うつ
予防などに総合的に取り組むことが重要です。実践につながるよう、より広く介護予防・フレイル予
防の普及啓発を図るとともに、住民が主体となり地域に広めていけるようなしくみづくりが必要です。

〈住民主体の健康づくりと介護予防・フレイル予防活動〉
■地域の身近な場所に、介護予防・フレイル予防に継続して取り組める実践の場ができるよう、
住民主体の通いの場の取組を一層推進していく必要があります。
■住民主体の活動の場で、個人差が大きい高齢者の健康状態等を踏まえたアセスメントと適切
なアドバイスを地域の医療専門職とも連携しながら行うなど、状態に応じて効果的かつ多様
な取組が展開されるような支援が必要です。
■様々な住民主体の活動を支援することができるよう、より効果的な支援のあり方を検討する
ことが必要です。

〈個々の状況に応じた介護予防・フレイル予防〉
■高齢者が自身の健康状態を定期的に確認し、必要に応じ適切な支援を受けられるようにする
必要があります。
■フレイルのリスクが高い高齢者に対しては、個々の状態に応じ、医療専門職による個別的な
相談支援を行うなど、要介護への移行を防ぐための支援が必要です。

〈介護予防・日常生活支援総合事業〉
■「介護予防・生活支援サービス事業」では、多様な生活支援のニーズに対するサービスとして、訪
問型サービスにおける「生活援助サービス」、通所型サービスにおける「ミニデイサービス」、「通
所型住民主体サービス」及び「通所型短期集中サービス」を実施しています。これらは、区の研
修を修了した生活援助員が行うサービス、住民主体による支援で行うサービス、短期集中的に予
防のために行うサービスなどですが、依然として従前から実施している介護事業者による「訪問介
護相当サービス」と「通所介護相当サービス」の利用が多い状況にあります。利用者の心身の状況、
置かれている環境やその他の状況に応じて、利用者の選択に基づき、適切な事業が包括的かつ効
率的に提供されるよう必要な援助を行う介護予防ケアマネジメントが今後も必要不可欠です。
■「一般介護予防事業」では、シニア世代を対象とした区オリジナル3つの体操・トレーニング（新
宿いきいき体操・新宿ごっくん体操・しんじゅく100トレ）を地域にさらに普及啓発してい
くことが必要です。また、高齢期の健康づくり・介護予防出前講座、住民等提案型事業助成な
ど介護予防を目的とした様々な取組をPDCAサイクルに沿って推進していく必要があります。
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3. 今後の取組の方向性

〈高齢期の特性を踏まえた健康づくりと介護予防・フレイル予防の普及啓発〉
■身体活動の維持や低栄養の予防、オーラルフレイル予防、認知症・うつ予防など、高齢期の
特性に応じた健康づくりや介護予防・フレイル予防の意義や重要性について、「運動・栄養・
社会参加」をキーワードに、区民や高齢者を支える支援者に普及啓発していきます。
■わかりやすい普及啓発ツールを作成し、無関心層を含めた高齢者等に広く介護予防・フレイ
ル予防の普及啓発を行うほか、サポーターの育成＊等により住民が主体となり地域に広めて
いけるようにしていきます。

〈住民主体の健康づくりと介護予防・フレイル予防活動への支援〉
■高齢者が身近な地域で介護予防・フレイル予防活動に継続して取り組むことができるよう、
住民主体の通いの場の立ち上げや活性化を引き続き支援します。
■住民主体で行われている様々な活動の場において、健康づくりや介護予防・フレイル予防の
視点をおいた取組がなされるよう、医療専門職が普及啓発や個別相談等を行うなど総合的な
支援を行います。
■高齢者の活動の場における介護予防の取組を切れ目なくサポートするため、住民からの提案
事業に対する助成＊を引き続き行っていきます。

〈個々の状況に応じた介護予防・フレイル予防に向けた支援〉
■高齢者の特性に応じた健康診査を実施します。また、オーラルフレイル予防を重点においた
歯科健診を実施します。
■健診・医療情報や、通いの場等で実施するフレイルのハイリスク者を把握する質問票の結果
等により、要介護に移行しやすいハイリスク者を早期に把握し、医療専門職が訪問指導等の
個別支援を行います。

〈介護予防・日常生活支援総合事業の実施〉
■「介護予防・生活支援サービス事業」では、多様な生活支援のニーズに対するサービスとして、
訪問型サービスにおける「生活援助サービス」、通所型サービスにおける「ミニデイサービス」、
「通所型住民主体サービス」及び「通所型短期集中サービス」の利用をさらに進めていくために、
ケアマネジメントを行うケアマネジャー等への事業周知に努めるとともに、区民にとって適
切なサービス利用が広がり、過不足なく必要な生活の支援がなされるしくみづくりを進めて
いきます。
■「一般介護予防事業」では、区民が介護予防・フレイル予防に関する理解を深め、地域におい
て介護予防・フレイル予防活動を継続できるよう、様々な支援を行うとともに、広く情報発
信を行っていきます（既出の＊印の事業は、「一般介護予防事業」に位置付けられるものです。）。
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4. 施策を支える事業

事業名
（担当課） 事業概要 令和２年度末

見込
令和５年度

目標

介護予防把握事業 一人暮らし高齢者等に高齢者総
合相談センターへの相談を促し、
何らかの支援を要する方を介護
予防活動等へつなぎます。

― ―（地域包括ケア推進課）

介護予防普及啓発事業 筋力トレーニングや認知症予防
等の介護予防教室を開催し、継
続した介護予防活動につなげま
す。また、パンフレット等の配
布などにより介護予防活動を広
く普及していきます。

介護予防教室
（有料）11教室
介護予防教室
（無料）２教室

―
（地域包括ケア推進課）

新宿区オリジナル「新宿いきい
き体操」の普及啓発 実行計画

区オリジナル介護予防体操「新
宿いきいき体操」を地域に普及
し、介護予防の地域づくりを進
めます。

― ―
（地域包括ケア推進課）

新宿区オリジナル「新宿ごっく
ん体操」の普及啓発 実行計画

食べる機能の維持向上を目的と
した体操を地域に普及し、実践
できるよう歯科専門職等が支援
していきます。

― ―
（健康政策課）

新宿区オリジナル筋力トレーニ
ング「しんじゅく100トレ」に
よる地域健康づくり・介護予防
活動支援事業 実行計画

日常生活に必要な筋力アップの
ためのトレーニングに、身近な
地域で住民主体で取り組めるよ
う、専門職等がグループの立ち
上げと継続を支援します。

住民主体で取り
組む団体数
31団体

住民主体で取り
組む団体数
75団体（地域包括ケア推進課）

（健康づくり課）
（保健センター）

【新規】区オリジナル 3つの体
操・トレーニングの普及啓発 
実行計画

区オリジナル 3 つの体操・ト
レーニング（新宿いきいき体操・
新宿ごっくん体操・しんじゅく
100トレ）を講習会等を通じて
普及啓発していくとともに、広
く普及啓発するための新たな仕
組みを構築していきます。

―

「新宿いきいき
体操」「新宿
ごっくん体操」
「しんじゅく
100トレ」の

普及
（地域包括ケア推進課）
（健康政策課）
（健康づくり課）

高齢期の健康づくり講演会（区
民向け）の開催 実行計画

フレイル予防につながる口腔機
能の維持や低栄養の予防、心身
機能の維持など、高齢者の特性
に応じた健康づくりの意義や重
要性について、区民向けの講演
会を開催します。

新型コロナウイ
ルス感染症の影
響により中止

年4回（保健センター）

高齢期の健康づくり講演会（支
援者向け）の開催

フレイル予防につながる口腔機
能の維持や低栄養の予防、心身
機能の維持など、高齢者の特性
に応じた健康づくりの意義や重
要性について、支援者向けに講
演会を開催します。

新型コロナウイ
ルス感染症の影
響により中止

年1回（健康づくり課）
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事業名
（担当課） 事業概要 令和２年度末

見込
令和５年度

目標

高齢期の健康づくり・介護予防
出前講座 実行計画

住民主体の様々な活動の場で健
康づくりや介護予防の取組が実
践されるよう、介護予防運動指
導員、リハビリテーション専門
職（理学療法士・作業療法士等）、
保健師、栄養士、歯科衛生士等
が出前講座を行い、アドバイス
や技術的支援を行います。

高齢期の健康
づくり・介護
予防出前講座
30団体（新型
コロナウイルス
感染症の影響に
より4月～ 9月

中止）

高齢期の健康
づくり・介護
予防出前講座
55団体

（地域包括ケア推進課）
（保健センター）

地域リハビリテーション活動支
援事業 実行計画

上記の高齢期の健康づくり・介
護予防出前講座においてリハビ
リテーション専門職の活用を行
います。また、訪問派遣による
個別支援も行います。

（地域包括ケア推進課）

訪問型サービス事業 要支援 1・2の認定を受けた方
もしくは基本チェックリスト該
当者となった方に、ホームヘル
パー等による訪問型のサービス
を提供します。

延べ利用者数
15,000 人 / 年 ―（地域包括ケア推進課）	

通所型サービス事業 要支援 1・2の認定を受けた方
もしくは基本チェックリスト該
当者となった方に、デイサービ
スセンター等において通所型の
サービスを提供します。

延べ利用者数
14,000 人 / 年 ―（地域包括ケア推進課）

介護予防ケアプラン作成 要支援1・2の認定を受けた方も
しくは基本チェックリスト該当者
となり、予防給付や介護予防・生
活支援サービスを必要とする方
に、要支援状態の改善や要介護
状態にならないための介護予防
ケアプランを作成します。原則と
して、地域型高齢者総合相談セ
ンターが作成します。

― ―

（地域包括ケア推進課）

介護予防ケアマネジメントの質
の向上

地域型高齢者総合相談センター
職員及び民間ケアマネジャーに
対し、適切な介護予防ケアプラ
ンの作成技術や介護予防ケアマ
ネジメントの適切な実施を指導・
支援します。

介護予防ケア
マネジメント
新人研修4回

介護予防ケア
マネジメント
新人研修4回

（地域包括ケア推進課）	

いきいきハイキング 歩行等健康に自信のある 60 歳
以上の区民を対象に、東京近県
の秋の野山でのハイキング等を
行うことで、交流の場を提供す
るとともに健康保持に役立てま
す。

新型コロナウイ
ルス感染症の影
響により中止

参加者数
延べ200人

（地域包括ケア推進課）
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第3章　高齢者保健福祉施策の推進
　重点施策Ⅰ　健康づくりと介護予防の推進による健康寿命の延伸
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事業名
（担当課） 事業概要 令和２年度末

見込
令和５年度

目標

ふれあい入浴 広々とした公衆浴場での入浴機
会を提供し、健康増進と交流・
ふれあいを図ることを目的に、
「新宿区ふれあい入浴証」を交付
します。

ふれあい入浴証
交付枚数
29,000 枚

ふれあい入浴証
交付枚数
32,000 枚

（地域包括ケア推進課）

湯ゆう健康教室 公衆浴場を「地域のふれあいの
場」として位置付け、専門職に
よる健康に関する話や実技等を
取り入れ、高齢者相互の交流機
会及び外出機会の増加に伴う介
護予防を推進します。

新型コロナウイ
ルス感染症の影
響により中止

参加者数
延べ200人

（地域包括ケア推進課）
（保健センター）

【新規】高齢者の保健事業と介護
予防の一体的実施事業 
実行計画

高齢者の健診・医療情報等に基
づき、要介護に移行しやすいハ
イリスク者を早期に把握し、訪
問指導等個別支援を行うととも
に、地域の様々な場で普及啓発
や個別相談等を行うなど、高齢
者がフレイル予防を実践できる
よう医療専門職が総合的な支援
を行います。

―

高齢者の保健事
業と介護予防の
一体的実施事業
の実施

（高齢者医療担当課）
（健康づくり課）
（地域包括ケア推進課）
（高齢者支援課）

【新規】「（仮称）しんじゅく健康
長寿ガイドブック」の作成

高齢期の健康づくりや介護予防・
フレイル予防に取り組めるよう、
高齢者の心身の状態に応じて参
加できる教室、講座等の情報を
掲載したガイドブックを作成し、
広く区民に周知していきます。

―

「（仮称）しん
じゅく健康長寿
ガイドブック」
の作成・配布

（地域包括ケア推進課）
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事業名
（担当課） 事業概要 令和２年度末

見込
令和５年度

目標

健康ポイント事業 実行計画 日常生活の中で歩いてポイント
を貯める「しんじゅく健康ポイ
ント」や、健診等の受診、健康
イベントへの参加など様々な健
康行動に対してポイントを付与
する「健康アクションポイント」
を実施して、多くの区民が健康
づくりに参加するきっかけをつ
くります。

しんじゅく健康
ポイントへの
参加者数
2,700人

しんじゅく健康
ポイントへの
参加者数
6,300人

（健康づくり課）

ウォーキングの推進 実行計画 より多くの区民が日常生活の中
で習慣的に「歩くこと」ができ
るように、ウォーキングに取
り組みやすい環境を整備しま
す。ウォーキングマップの配布、
ウォーキング教室の開催等を行
います。

ウォーキング
マップの配布数
年10,000 部

未定
（健康づくり課）

元気館事業の推進 誰でも気軽に参加できる運動プ
ログラムの実施や、主に健康づ
くり活動を行う自主グループに
対して、体育館・集会室等の施
設を貸出すことにより、区民の
健康の保持及び増進を図るとと
もに、地域における健康づくり
の自主活動を支援します。

利用者数
延べ30,000 人
（新型コロナウ
イルス感染症の
影響により7月
14日まで休館）

利用者数
延べ40,000 人

（健康政策課）

健康診査 生活習慣病の予防や病気を早期
に発見し、健康を保持増進する
ために、健康診査を行います。

特定健康診査
受診率48％

特定健康診査
受診率60％（健康づくり課）

健康相談 生活習慣病の予防や病気の悪化
防止など、健康の保持増進を図
るために、個別相談を実施し必
要な指導や助言を行います。

新型コロナウイ
ルス感染症の影
響により中止

相談者数
4,500人
個別相談
248回

（保健センター）

健康教育 講演会や講習会等を通じて生活
習慣病の予防やがん予防の指導
や支援、知識の普及啓発を行い
ます。

新型コロナウイ
ルス感染症の影
響により中止
（状況に応じて

実施）

参加者数
延べ5,000人

（健康づくり課）
（保健センター）

女性の健康支援 女性の健康づくりの拠点として、
四谷保健センター内に女性の健
康支援センターを設置し、思春
期から老年期の女性の健康を支
援する取組をしています。女性
が生涯を通じて健康で充実した
日々を自立して過ごせるよう、
健康づくりに関する講座の開催
や女性の産婦人科医師による専
門相談等を実施します。

新型コロナウイ
ルス感染症の影
響により中止

女性の健康セミ
ナーの参加者
延べ762人

女性の健康支援センター（四谷
保健センター）	

【ライフステージを通じた健康づくりに関する事業】
※高齢期だけではなく、若年層も含めた幅広い世代が対象の事業です。
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事業名
（担当課） 事業概要 令和２年度末

見込
令和５年度

目標

骨粗しょう症予防検診 骨粗しょう症の予防・早期発見
のために骨密度の測定を行いま
す。検診の結果、医療や食生活
改善などが必要と判断された人
に対し、指導や助言を行います。
単独検診のほか、1歳 6か月児
歯科健診及び 3歳児健診の際に
母親を対象に実施し、若い頃か
らの丈夫な骨・筋力づくりに向
けた指導を行っています。

新型コロナウイ
ルス感染症の影
響により中止

予防検診
142回
受診者数

延べ3,300人

（保健センター）

歯科健康診査 いつでも気軽に相談できるかか
りつけ歯科医を持つきっかけを
つくるとともに、オーラルフレ
イル予防を重点においた歯科健
康診査を行います。

486人
（年度末年齢
76歳以上）

730人
（年度末年齢
76歳以上）

（健康づくり課）

精神保健講演会 専門家による講演会を実施し、
うつ病などこころの健康に関す
る正しい知識の普及啓発を行い
ます。

新型コロナウイ
ルス感染症の影
響により中止

講演会　2回（保健予防課）

うつ、認知症及び若年性認知症
予防に関する普及啓発用リーフ
レット作成

うつ、認知症及び若年性認知症
予防に関するリーフレットを、
特定健診対象者への健診票に同
封して送付するほか、その他様々
な機会をとらえて広く配布し、
普及啓発の拡大を図ります。

リーフレットの
作成及び配布 ―

（保健予防課）

精神保健相談（うつ専門相談､
依存症専門相談を含む）

こころの健康の保持増進と精神
疾患の早期発見・早期治療の促
進のため、精神科医師による精
神保健相談（うつ専門相談、依
存症専門相談を含む）を実施し
ます。特に、行動・心理症状が
激しい状態等で受診困難な状況
にある認知症の人やその家族等
の相談に医師や保健師等が応じ
るとともに、高齢者総合相談セ
ンター等と連携し対応します。

精神保健相談
70回
相談者

延べ100人

精神保健相談
83回
相談者

延べ160人
（予約定員の
7割程度）

（保健センター）	
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高齢期の特性を踏まえた健康づくりと
介護予防・フレイル予防のポイント

加齢にともない心身の活力が低下した状態を「フレイル（虚
弱）」といいます。健康と要介護状態の中間のような段階で、
高齢者の多くが、「フレイル」の段階を経て要介護状態になる
と考えられています。フレイル状態をいかに予防し改善する
かが、元気で長生き（健康長寿）のポイントになります。区
ではフレイル予防に向けた様々な施策を行っています。

なると考えられています。フレイル状態をいかに予防し改善するかが、元気で長生き（健

康長寿）のポイントになります。区ではフレイル予防に向けた様々な施策を行っています。 

フレイル予防の３本柱 

 

 

 

 

 

 

 

栄養 食・口腔 

かむ力・のみこむ
力を守る 

肉・魚・卵を
積極的にとる 

社会参加 運動 

積極的に 
社会参加 

1 日 1回は 
外出する 

体操や筋トレで
筋力を 

しっかり維持 

フレイル予防の３本柱 

しんじゅく 

栄養 食・口腔 

かむ力・のみこむ
力を守る 

肉・魚・卵を
積極的にとる 

社会参加 運動 

積極的に 
社会参加 

1 日 1回は 
外出する 

体操や筋トレで
筋力を 

しっかり維持 

フレイル予防は「継続して実践する」のがポイントです！一人では続

けにくい運動も、仲間となら楽しく続けられることもあります。 

区では身近な地域で体操や筋トレなどを実践できる自主グループの立

ち上げや継続を支援しています。 

 

なると考えられています。フレイル状態をいかに予防し改善するかが、元気で長生き（健

康長寿）のポイントになります。区ではフレイル予防に向けた様々な施策を行っています。 

フレイル予防の３本柱 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

しんじゅく 

健康フレンズ 
しんじゅく 100 トレに取り組むグループ 

栄養 食・口腔 

かむ力・のみこむ
力を守る 

肉・魚・卵を
積極的にとる 

社会参加 運動 

積極的に 
社会参加 

1 日 1回は 
外出する 

体操や筋トレで
筋力を 

しっかり維持 

フレイル予防は「継続して実践する」のがポイントです！一人では続

けにくい運動も、仲間となら楽しく続けられることもあります。 

区では身近な地域で体操や筋トレなどを実践できる自主グループの立

ち上げや継続を支援しています。 

 

フレイル予防の 3 本柱

トピックス
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第
1
章

第
2
章

新宿区オリジナル
3 つの体操・トレーニング

新宿区にはシニア世代を対象としたオリジナルの 3 つの体
操・トレーニングがあります。それぞれの効果が異なるため、
鍛えたい内容に合わせてチャレンジすることができます。3 つ
とも行うと、フレイル予防にトータルで取り組めます。

1
新宿いきいき体操

〈平成 20 年度開発〉 

平成新宿音頭のリズム
に合わせ、介護予防に
必要な体力要素を楽し
く刺激することができ
る介護予防体操です。

2
新宿ごっくん体操

〈平成 29 年度開発〉 

楽しく歌ってからだを
動かして食べる力を鍛
えるえん下体操です。

3
しんじゅく100トレ

〈平成 30 年度開発〉 

ゆっくりと繰り返し負
荷をかけ、日常生活に
必要な筋力をアップす
るための筋力トレーニ
ングです。

5. 指標

指標名 現状 
（令和元年度） 

目標 
（令和５年度） 

「しんじゅく100トレ」に取り組む住民主体の団体数 31団体 75団体 

介護予防に関心のある高齢者の割合（一般高齢者調査） 72.7% 85.0% 

高齢期の健康づくり・介護予防出前講座を利用する
住民主体の団体数 37団体 55団体 

トピックス
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重点施策Ⅱ　地域で支え合うしくみづくりの推進

高齢者が住み慣れた地域で安心して暮らし続けていくためには、高齢者自身も含めた多様
な世代が主体的に地域の担い手となって支え合い、高齢者の介護予防活動や日常生活を支援
する体制の整備を進めていく必要があります。新宿区における多様な社会資源と、地域で活
動する多くの人々による「地域の活力」を生かし、区と区民等が一体となって、高齢者を地
域で見守り支え合うしくみづくりを一層推進していきます。

「地域の支え合いの中で、
自分の役割を感じて
いきいきと暮らす」

B さんは、区内の集合住宅で一人暮らしをする 75 歳の男性。健康には自信があると
自負しているのですが、外出中の不安が拭えないため、近くの高齢者総合相談センター
で配布された見守りキーホルダー①をいつも身に付けています。月に 2 回、ぬくもり
だより②を持って訪ねて来てくれるボランティアさんと話をするのも楽しみにしてい
ます。

また、区の「（仮称）地域資源情報管理システム」③を利用し、近所で定期的に体操
ができる場所を検索し、集合住宅の集会室で週 1 回実施している介護予防体操やレク
リエーションをする「通いの場」④に通っています。そこで知り合った仲間とは、外
で会って立ち話をするだけでなく、今では体調が悪い時に、心配して家事を手伝い合
う仲です⑤。

先日、通いの場の代表者から、「B さんはいつも皆さんのことを気遣ってくれるし、
体操も上手なので、ぜひこのグループの運営スタッフになってみませんか」と誘われ
ました。自分もどこかで役に立てたらいいなと考えていたところだったので、スタッ
フとして参加することにしました。近所に高齢男性の一人暮らしの方がたくさん住ん
でいることも気になっていたので、いずれは、男性だけの体操のグループを作れたら
と思い、新宿区社会福祉協議会や高齢者総合相談センター⑥に相談しながら講座を受
講し、充実した日々を送っています。

①…65 歳以上の高齢者で、外出に不安がある方等を対象に、登録番号や高齢者総合相談センターの電話番号を
表示したキーホルダーとシールを配布することにより、道に迷って保護されたときや外出先で倒れたときの
身元確認を迅速に行います。

②…75 歳以上の一人暮らし高齢者のうち、高齢者向け情報紙「ぬくもりだより」の訪問配布による見守りを希
望する方を対象に、毎月 2 回訪問しています（p.77 参照）。

③…区内にある「通いの場」を含めた地域資源情報を発信するシステムです（令和 3 年度中に運用開始予定）。
④…住民が主体で運営し、体操や趣味活動等、介護予防に資する活動をしているグループです。
⑤…「地域の支え合い」です。日常生活の中で、高齢者同士が見守り・見守られる関係が出来ています。
⑥…地域で活動を希望する方に、団体の立ち上げから継続にあたり、生活支援コーディネーターが包括的に支援

します。

解 説

本施策の事例
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重点施策Ⅱ　地域で支え合うしくみづくりの推進
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第
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章

1. 現状とこれまでの取組

〈地域支え合いの推進体制づくり〉
■新宿区の人口は今後、年齢構成が大きく変化し、年少人口と生産年齢人口の割合が低下する
一方、75歳以上の高齢者人口の割合は大きく上昇すると予測されています。また、一人暮ら
し高齢者についても、増加が見込まれています。高齢者を取り巻く環境の変化に備え、元気
な高齢者をはじめとした地域の担い手による、見守りや支え合いが一層重要となります。
■高齢者の生活を支えるサービス等の充実及び地域における支え合いの推進のために、新宿区
社会福祉協議会に区全域を担当する第1層生活支援コーディネーター、各地域型高齢者総合
相談センターに日常生活圏域を担当する第2層生活支援コーディネーターをそれぞれ配置し、
地域における資源の開発や担い手の育成、「地域支え合い活動」の普及啓発等に連携して取り
組んでいます。高齢者の生活を支える中で、高齢者本人だけでなく、世帯としての課題があ
る場合には、関係機関と連携して支援しています。
■日常生活を送る上で必要な支援の充実・強化について検討を行うため、区民や関係機関等で
構成する「新宿区生活支援体制整備協議会」において、地域課題をもとに、住民同士の支え
合いによるまちづくりの普及啓発や、居場所づくりの必要性などが話し合われています。平
成30年度からは、地域支え合いの普及啓発と、「通いの場」等の担い手となる住民の育成・
支援を目的として「地域支え合い普及啓発イベント」を実施しています。
■平成30年 2月に、地域の中で高齢者の自立を支援し、多世代が互いに支え合う「地域支え
合い活動」推進の拠点として開設した「新宿区立薬王寺地域ささえあい館」では、高齢者自
身も担い手となって地域で活躍するために、様々な世代を対象とした講座を開催しています。
令和元年度には、担い手の養成等を目的とした館主催講座を25講座開催し、延べ4,120人
が参加しました。担い手養成講座の修了生は、これまでに地域支え合い活動を目的とする高
齢者等支援団体を8団体立ち上げ、主体的に活動に取り組んでいます。また、地域ささえあ
い館では、高齢者等支援団体の立ち上げや、活動のコーディネート等の支援を行っています。
令和元年度には、このように支援した18団体が、297回の講座や事業を実施し、延べ4,305
人が参加しました。
　こうした取組の成果を踏まえ、中落合高齢者在宅サービスセンター内に整備する地域交流ス
ペースで、「地域支え合い活動」に関する事業等を実施するための準備を進めています。

〈地域を支える多様な担い手〉
■ふれあい・いきいきサロン、地域安心カフェ、高齢者クラブによる見守りや、食事サービス
グループの活動など、様々な形で、多様な主体が地域の高齢者を支えています。
■ボランティア活動のきっかけづくりと継続的な活動を支援するため、施設ボランティアや、地
域見守り協力員等へのボランティア・ポイント付与による支援を実施しています。平成30年
度からは、より多くの区民がボランティア活動を始めるきっかけとなるよう、施設ボランティ
アの対象に障害者施設を追加しました。
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■高齢者及び介護者の交流や相談の場として定期的に開催されている地域安心カフェについて、
広報新宿等による周知やボランティア向けの研修を行うことにより、運営を支援しています。
■高齢者が歩いて通える範囲に「通いの場」を増やすために、地域で活動しようとする住民な
どを対象に「通いの場等の運営支援」を行っています。令和元年度からは、地域で活動しよ
うとする団体の活動場所の確保を支援するために「新宿区地域支え合いのための空きスペー
ス有効活用促進事業」を開始しました。
■社会貢献活動を行う多様な主体との協働を推進するとともに、協働推進基金を活用してNPO
等の団体が実施する地域課題の解決に向けた事業への助成を行ってきました。
■住民主体で活動する団体が、新型コロナウイルス感染症の影響により活動自粛した後、活動
を再開するにあたり必要な支援などを把握するためにアンケートを実施しました。

〈高齢者を支える見守り施策〉
■平成30年度から、外出に不安のある65歳以上の高齢者に、個別の登録番号を表示したキー
ホルダーとシールを配布する「見守りキーホルダー事業」を開始しました。道に迷って保護
されたときや外出先で倒れたときなどに、高齢者総合相談センターが連絡を受け、迅速な身
元確認を行っています。
■75歳以上の一人暮らし高齢者のうち、高齢者向け情報紙「ぬくもりだより」の訪問配布によ
る見守りを希望する方を対象に、配布員が毎月2回訪問し、安否確認及び見守りを行ってい
ます。
■75歳以上の一人暮らし又は75歳以上の高齢者のみの世帯等のうち、見守りを希望する方を
対象に、地域見守り協力員が定期的に訪問し、安否の確認及び見守りを行う事業を、新宿区
社会福祉協議会に委託して実施しています。
■新聞販売店や郵便局等、高齢者に身近な民間事業者が、高齢者見守り登録事業者として、通
常業務の範囲内で気づいた高齢者に関する異変を高齢者総合相談センターへ連絡する等、地
域における支え合いの輪を広げています。
■75歳以上の高齢者のうち、後期高齢者医療や介護保険サービス等の利用がない方を対象とし
た安否確認を、3年毎に実施しています。
■地域の高齢者見守り活動に関わる民生委員・児童委員、情報紙の配布員、高齢者見守り登録
事業者、新宿区社会福祉協議会及び地域ボランティア等による区民参加型の「高齢者見守り
支え合い連絡会」を開催し、意見交換等を行いながら、地域における見守り支え合いの輪の
充実を図っています。
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令和元年度「新宿区高齢者の保健と福祉に関する調査」では…

★地域のつながりの必要性と実感〈一般高齢者【基本】調査〉

「必要性」

「実感」

一般高齢者（要支援・要介護認定等を受けていない高齢者）の 87.7％が「地域のつながりは必要」
と回答しているのに対し、「地域のつながりを実感している」と回答した割合は 52.0％にとどまって
います。他の調査でも同様の傾向があります。

必

要

な

い

と

思

う

一般高齢者【重点】調査

必

要

だ

と

思

う

ど

ち

ら

か

と

い

え

ば

必

要

だ

と

思

う

無

回

答

ど

ち

ら

か

と

い

え

ば

必

要

な

い

と

思

う

要支援・要介護認定者調査 (837) 53.3 31.5 7.4 5.6

2.2

《必要である》87.7％

《必要である》84.8％

《必要である》85.9％

第２号被保険者調査 (540) 31.5 54.4 8.5

3.1

2.4

(%)
45.8 41.9 6.9

3.0

2.4(1,837)

ｎ

感

じ

る

ど

ち

ら

か

と

い

え

ば

感

じ

る

ど

ち

ら

か

と

い

え

ば

感

じ

な

い

感

じ

な

い

無

回

答

ｎ

一般高齢者【重点】調査 (1,837)
(%)

18.2 33.8 31.1 14.3 2.7

23.5 34.1 24.6 11.6 6.2要支援・要介護認定者調査 (837)

《実感している》52.0％

《実感している》57.6％

《実感している》30.4％

6.5 23.9 38.9 28.3 2.4第２号被保険者調査 (540)
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★�高齢者の身の回りの世話や生活を支援するボランティア活動への参加意向 
〈一般高齢者【重点】調査〉

高齢者の身の回りの世話や生活を支援するボランティア活動への参加意向をたずねたところ、「参加
してみたいとは思わない」（66.7％）が 6割台半ばを超え最も高く、次いで、「参加してみたいと思っ
ている」（24.6％）、「既に参加している」（4.9％）の順となっています。

★�自分が担うことができそうな支援・サービス（複数回答）〈一般高齢者【重点】調査〉

自分が担うことのできそうな支援・サービスについてたずねたところ、「見守り、声かけ」（32.7％）
が 3割強で最も高く、次いで、「話し相手」（22.7％）、「ゴミ出し」（19.1％）の順となっています。

4.9 24.6 66.7 3.8

ｎ

(1,837)

(%)

既

に

参

加

し

て

い

る

参

加

し

て

み

た

い

と

思
っ

て

い

る

参

加

し

て

み

た

い

と

は

思

わ

な

い

　

無

回

答

n=(1,837)  

見守り、声かけ

話し相手

ゴミ出し

買い物

外出同行（通院、買い物、散歩など）

掃除・洗濯

ペットの世話

サロンなどの定期的な通いの場の運営

配食（食事をつくって届ける）

調理（訪問して食事をつくる）

その他

特にない

　無回答

32.7

22.7

19.1

18.6

14.5

6.5

5.3

4.5

4.1

3.9

2.4

37.5

9.1

0 5 10 15 20 25 30 35 40 (%)
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2. 課題

〈地域支え合いの推進体制づくり〉
■高齢化が進行する中、地域で自分らしく安心して暮らし続けるには、介護サービス等の充実
に加え、元気な高齢者をはじめとした、地域を支える担い手の存在が重要となります。「新宿
区高齢者の保健と福祉に関する調査」によると、「地域支え合い活動」にお世話役として参加
してみたいと回答した方の割合は一般高齢者で15.4％、第 2号被保険者では13.0％となっ
ています。
■同調査によると、一般高齢者では87.7％、第 2号被保険者では85.9％の方が「地域のつな
がりが必要」と考えていますが、地域のつながりを「実感している」と回答した方の割合は、
一般高齢者では52.0％、第2号被保険者では30.4％となっています。
■高齢者が暮らす身近な地域で、その地域の課題に合わせたサービスや支援を創出していく必
要性があることから、地域を支える担い手の育成や、地域で活動する団体等、多様な主体へ
の支援を引き続き行っていく必要があります。
■高齢世帯を取り巻くニーズは、介護や障害、生活困窮者の支援など制度の枠を超えて、複雑化・
複合化しており、様々な機関の協働による包括的な支援を行う相談体制が必要です。
■「地域支え合い活動」をさらに推進するために、薬王寺地域ささえあい館での取組の成果を踏
まえながら、区内の高齢者活動・交流施設等における事業展開を検討することが必要です。

〈地域を支える担い手への支援の充実〉
■高齢者を地域で支えるためのしくみづくりをさらに進めるため、民生委員・児童委員、ボラ
ンティア、高齢者見守り登録事業者等による地域の力を生かした支援体制の強化を図るとと
もに、地域を支える担い手への支援の充実を図っていく必要があります。
■「新宿区高齢者の保健と福祉に関する調査」（第2号被保険者調査）によると、高齢者の身の
回りの世話や生活を支援するボランティア活動に参加してみたいと思っている方の割合は、
男性は60代前半で37.5％、女性は50代後半で42.9％と、それぞれ他の年代と比べて高く
なっています。このような参加意向のある方を具体的な活動につなげるための講座の開催や、
地域における活動のコーディネートを行うなど、安心してボランティア活動に参加するため
の支援に、引き続き取り組んでいく必要があります。
■「新宿区高齢者の保健と福祉に関する調査」における、住民主体の活動団体への聞き取り調査
では、活動団体を地域で増やしていくために必要なこととして、運営者からは「場所や運営
スタッフの確保」「関係機関との連携」「活動の周知」などが挙げられ、また参加者からは「歩
いて行ける場所に活動場所がある、活動周知」などの意見が挙がっています。こうした意見
を踏まえながら、地域における住民主体の活動がさらに活性化するよう、支援していく必要
があります。
■住民主体で活動する団体が「新たな日常」に対応し、感染防止策を講じながら活動を実施す
るために、支援を行う必要があります。
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〈見守り体制のさらなる充実〉
■一人暮らし高齢者や認知症高齢者の増加に対応し、高齢者が安心して暮らし続けられる地域
づくりを進めるため、見守り体制のさらなる充実を図る必要があります。
■高齢者の見守りを強化するため、情報紙の配布員や高齢者見守り登録事業者等の見守り活動
中に得た情報や安否確認が必要な異変等が、速やかに高齢者総合相談センターへ連絡できる
よう、引き続き見守りの担い手に周知していく必要があります。

3. 今後の取組の方向性

〈地域支え合いの推進体制づくり〉
■世代に関わらず一人ひとりが役割を持ち、互いに助け合い、支え合う「地域支え合い活動」
をさらに推進していきます。活動の担い手でもあり、受け手でもある高齢者が当事者として
主体的に参加し、担っていく「地域支え合い活動」を推進することにより、高齢者が住み慣
れた地域でいつまでもいきいきと暮らせる地域づくりを進めていきます。
■新宿区生活支援体制整備協議会等で地域の課題を共有し、解決にあたって必要になる資源や
しくみを検討していくとともに、そうした課題等について区民が活発な議論を行い、活動を
創出しやすい環境を整えていきます。また、支え合い活動の主体となる人材の確保、育成を
行うなど、区民が主体的に地域支え合いの担い手となって、高齢者の生活を支援する体制の
整備を引き続き進めていきます。
■新宿区社会福祉協議会に設置した生活支援コーディネーターが、地域型高齢者総合相談セン
ターをはじめとする関係機関と連携して地域づくりを推進するとともに、社会とのつながり
や地域活動への参加を支援していきます。
■高齢者を取り巻く複雑化・複合化した支援ニーズに対応できるよう、様々な機関の協働によ
り総合的な相談支援体制の充実を図っていきます。
■「地域支え合い活動」をさらに推進するため、「薬王寺地域ささえあい館」において引き続き
担い手の育成や団体活動の支援等を行うとともに、これまでの取組の成果を踏まえながら、
令和3年10月に中落合高齢者在宅サービスセンター内に整備予定の地域交流スペースで、「地
域支え合い活動」のための事業を実施していきます。
　また、区内に「地域支え合い活動」を広げるために、高齢者活動・交流施設において事業の
展開を図っていきます。

〈地域を支える担い手への支援の充実〉
■ボランティア活動者の拡大に向け、活動者を引き続き支援するとともに、未活動者がボラン
ティアに興味を持つきっかけをつくるための取組を行っていきます。
■高齢者が歩いて通える範囲に「通いの場」を確保するため、その運営を担う住民に対し、活
動の立ち上げから継続まで包括的な活動支援や、活動場所を確保するための支援を引き続き
行っていきます。また、多くの高齢者が身近な地域で行われる健康づくりや介護予防等の活
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動に取り組めるよう、「通いの場」の情報発信を強化し、活動について広く区民に周知してい
きます。
■「新たな日常」の中において、集まって活動することが難しい状況でも、「通いの場」の活動
や交流を継続できるよう、引き続き活動団体や参加者の状況を把握しながら、好事例の紹介や、
必要な情報の提供などの支援を行っていきます。

〈見守り体制のさらなる充実〉
■認知症サポーター養成講座等の様々な場を活用して、高齢者を見守るポイントや、異変に気
付いた際の連絡先などを区民等に周知することで、高齢者をゆるやかに見守る体制づくりを
進めていきます。
■高齢者見守り支え合い連絡会の開催や、高齢者総合相談センターと民生委員・児童委員、ボ
ランティアや高齢者見守り登録事業者等との連携により、地域での支え合いのネットワーク
を充実していきます。

情報紙「ぬくもりだより」の配布

区では、高齢者の暮ら
しに役立つ情報や、高
齢者向けのイベント等
の情報を分かりやすく

まとめた「ぬくもりだより」を、月２回発行
しています。
「ぬくもりだより」は、75 歳以上の一人暮
らし高齢者を見守るため、民生委員や区が委
託した配布員など、多くの方に関わっていた
だきながら、対象となる方のご自宅に訪問配
布しています。

また、区内の高齢者総合相談センターや特
別出張所等でも配布しており、ボランティア
による地域での見守り活動などでも活用して
います。今後も、「ぬくもりだより」を通じて、
高齢者を見守りながら、地域における支え合
いの充実を図っていきます。

トピックス
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4. 施策を支える事業

事業名
（担当課） 事業概要 令和２年度末

見込
令和５年度

目標

生活支援体制整備事業
実行計画

地域支え合いのしくみづくりを進め
るため、新宿区社会福祉協議会及び
地域型高齢者総合相談センターに生
活支援コーディネーターをそれぞれ
配置するとともに、新宿区生活支援
体制整備協議会の場で、地域の社会
資源の情報等を共有しながら、住民
主体で取り組む生活支援の内容等の
検討と、実施に向けた課題整理を行
います。

― ―

（地域包括ケア推進課）

【新規】（仮称）地域資源情
報管理システム構築・運用 
実行計画

区民が主体となって体操や趣味活動
等の介護予防に資する活動を行う
「通いの場」への参加促進につなが
るよう、「（仮称）地域資源情報管理
システム」を構築し、区内にある「通
いの場」を含めた地域資源情報の一
体的な把握、情報発信を強化し、地
域で支え合うしくみづくりを行いま
す。

―
（仮称）地域資
源情報管理シス
テムの運用

（地域包括ケア推進課）	

通いの場運営支援 実行計画 高齢者を地域で支える担い手等が活
動を立ち上げ、継続できるような環
境を整備するため、地域で活動を希
望する住民に対し、活動の立ち上げ
から継続まで包括的な支援を行いま
す。

通いの場の立ち
上げから継続ま
で包括的な支援
を行った団体数
3年間で
15団体

通いの場の立ち
上げから継続ま
で包括的な支援
を行った団体数
3年間で
15団体

（地域包括ケア推進課）

地域支え合いのための空き
スペース有効活用促進事業 
実行計画

区内の法人事業者や民間事業者など
に空きスペース等の提供を呼びかけ
ることにより、地域で活動を行う団
体が、活動場所を安定的に確保でき
るよう支援します。

空きスペース
登録箇所数
11箇所

空きスペース
登録箇所数
17箇所

（地域包括ケア推進課）

【再掲】【新規】「（仮称）しん
じゅく健康長寿ガイドブッ
ク」の作成

高齢期の健康づくりや介護予防・フ
レイル予防に取り組めるよう、高齢
者の心身の状態に応じて参加できる
教室、講座等の情報を掲載したガイ
ドブックを作成し、広く区民に周知
していきます。

―

「（仮称）しん
じゅく健康長寿
ガイドブック」
の作成・配布（地域包括ケア推進課）

「地域支え合い活動」の展開 
実行計画

「薬王寺地域ささえあい館」を拠点
として、地域の中で高齢者の自立を
支援し、多世代が互いに支え合う
「地域支え合い活動」を推進します。
また、中落合高齢者在宅サービスセ
ンターに整備する地域交流スペース
や、シニア活動館において「薬王寺
地域ささえあい館」での活動を踏ま
えた事業を実施し、「地域支え合い
活動」を区内に展開していきます。

高齢者活動・交
流施設等におけ
る高齢者等支援
団体の数
18団体

高齢者活動・交
流施設等におけ
る高齢者等支援
団体の数
26団体

（地域包括ケア推進課）
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事業名
（担当課） 事業概要 令和２年度末

見込
令和５年度

目標

高齢者活動・交流施設のマネ
ジメント 実行計画

中落合高齢者在宅サービスセンター
内に地域交流スペースを整備し、高
齢者の健康づくり・介護予防や、「地
域支え合い活動」のための事業等を
実施します。

中落合高齢者在
宅サービスセン
ター内地域交流
スペースの整備
に向けた準備

中落合高齢者在
宅サービスセン
ター内地域交流
スペースにおけ
る「地域支え合
い活動」のため
の事業等の実施

（地域包括ケア推進課）	

高齢者福祉活動事業助成等 高齢者の日常生活支援、介護予防、
いきがいづくり及び健康づくり等に
関する活動を行う団体に対し、助成
を行います。
また、高齢者食事サービス事業を行
う団体に対する助成を行います。

助成団体数
延べ15団体
（新型コロナウ
イルス感染症の
影響による）

助成団体数
延べ22団体

（地域包括ケア推進課）

介護支援ボランティア・ポイ
ント事業

区内の介護保険施設等でボランティ
アや高齢者への見守り活動、ちょっ
とした困りごとのお手伝い等を行っ
た 18歳以上の活動者に、換金又は
寄付できるポイントを付与する事業
を実施し、地域での支え合い活動を
推進します。（新宿区社会福祉協議
会委託事業）

延べ年間活動者
数3,150人
（新型コロナウ
イルス感染症の
影響による）

延べ年間活動者
数3,500人

（地域包括ケア推進課）	

見守りキーホルダー事業 65歳以上の高齢者で、外出に不安
のある方等を対象に、当該高齢者の
登録番号や高齢者総合相談センター
の電話番号を表示したキーホルダー
とシールを配布することにより、道
に迷って保護されたときや外出先で
倒れたときの身元確認を迅速に行い
ます。

配布人数
延べ5,500人 ―

（高齢者支援課）

地域安心カフェの運営支援 地域安心カフェの運営を支援するこ
とにより、高齢者及び介護者の孤立
を予防するとともに、地域における
区民の支え合いの充実を図ります。

― ―（高齢者支援課）

民生委員・児童委員による相
談活動

地域住民がそれぞれの状況に応じて
自立した生活が営めるよう、必要に
応じて生活状態を適切に把握し、常
に住民の立場に立って、相談や助言、
福祉サービスについての情報提供な
どの援助を行います。

1,400件 1,500 件（地域福祉課）

一人暮し高齢者への情報紙の
訪問配布

75歳以上の一人暮らし高齢者のう
ち、高齢者向け情報紙「ぬくもりだ
より」の訪問配布による見守りを希
望する方を対象に、毎月2回訪問し、
地域との交流の機会が少なくなりが
ちな高齢者の安否確認及び見守りを
行います。

情報紙の訪問
配布対象者数
3,300人

―（高齢者支援課）
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事業名
（担当課） 事業概要 令和２年度末

見込
令和５年度

目標

地域見守り協力員事業 75歳以上の一人暮らし又は 75歳
以上の高齢者のみの世帯等のうち、
見守りを希望する対象者宅を地域見
守り協力員が定期的に訪問し、安否
の確認、見守りを行い、孤独感の解
消及び事故の未然防止を図ります。
（新宿区社会福祉協議会委託事業）

地域見守り
協力員数
370人

訪問対象者数
580人

地域見守り
協力員数
380人

訪問対象者数
580人

（高齢者支援課）

高齢者見守り登録事業等 高齢者に身近な民間事業者が、高齢
者見守り登録事業者として、通常業
務の範囲内で気づいた高齢者に関す
る異変を高齢者総合相談センターへ
連絡する等、地域における支え合い
の輪を広げていきます。また、夏期
には、熱中症予防の啓発を行い、高
齢者の見守りを強化します。さらに、
75歳以上の高齢者のうち、後期高
齢者医療や介護保険サービス等の利
用がない方を対象とした安否確認を
3年毎に実施します。

登録事業者数
630事業者

登録事業者数
630事業者

（高齢者支援課）

高齢者見守り支え合い連絡会
の開催

民生委員・児童委員、情報紙配布員、
高齢者見守り登録事業者及び地域ボ
ランティア等による区民参加型の連
絡会を開催し、地域の高齢者見守り
活動関係者による意見交換等を行い
ながら、地域における見守り支え合
いの輪の充実を図ります。

新型コロナウイ
ルス感染症の影
響により中止

10回（高齢者支援課）

高齢者クラブによる見守り活
動

高齢者クラブの会員が友愛活動とし
て、概ね 58歳以上の高齢者クラブ
会員及び近隣に居住する病弱や寝た
きり、一人暮らし高齢者の家庭等を
定期的に訪問し、話し相手や日常生
活の援助等の活動を実践することに
より、高齢者の孤独の解消を図ると
ともに、高齢者による高齢者支援の
推進を図ります。

見守り活動を
行っている高齢
者クラブ数
105団体

見守り活動を
行っている高齢
者クラブ数
108団体

（地域包括ケア推進課）

地域ネットワークの構築 地域型高齢者総合相談センターが、
地域ケア会議を開催するとともに、
地域で開催されるケアマネジャー交
流会や医療機関との在宅復帰会議な
どの地域におけるネットワーク会議
等に積極的に参加し、地域ネット
ワークの構築を図ります。

― ―
（高齢者支援課）
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事業名
（担当課） 事業概要 令和２年度末

見込
令和５年度

目標

レガス新宿地域人材ネットの
運用・レガス新宿地域人材活
動支援

新宿未来創造財団を通じて、「レガ
ス新宿地域人材ネット」を活用しな
がら、人材バンク（生涯学習指導者・
支援者バンク、アーティストバンク、
日本語学習ボランティア、通訳・翻
訳ボランティア等）制度を推進し、
地域の個性や特色を生かした生涯学
習活動等を広めるためのきっかけづ
くりを行います。

生涯学習指導者・
支援者バンク
登録数
924人

―（生涯学習スポーツ課）	

多様な主体との協働の推進　 
実行計画

区民、事業者等からの寄附金による
協働推進基金を原資として、NPO
等の多様な団体が実施する地域課題
の解決に向けた事業に対して助成を
行うことにより、多様な主体との協
働を推進していきます。

新型コロナウイ
ルス感染症の
影響により
審査中止

―（地域コミュニティ課）	

● 関係団体による事業

事業名
（担当課） 事業概要 令和２年度末

見込
令和５年度

目標

ちょこっと・暮らしのサポー
ト事業

日常生活に困りごとがあり、援助を
必要としている人に、地域のボラン
ティア（個人・グループ）を紹介し
ます。援助を必要としている人とボ
ランティア双方の状況や意向に添っ
た、活動の調整を行います。
なお、30分程度で解決できる日常
生活の困りごとは、無償でお手伝い
できるボランティアを紹介します。

協力員
480人

利用者数
1,150人

協力員
520人

利用者数
1,440人

（社会福祉協議会）	

ふれあい・いきいきサロン 外出機会の少ない高齢者、障害者、
子育て中の方など地域に住む誰もが
参加できる居場所づくりの活動で
す。住民同士の情報交換、子育て中
の不安解消などを目的に住民主体の
活動として運営されています。サロ
ンの立ち上げや、運営に関する相談
などの支援を行います。

支援サロン数
73サロン

支援サロン数
77サロン

（社会福祉協議会）

ボランティア・市民活動セン
ターの地域活動支援事業

新宿区社会福祉協議会が運営する新
宿ボランティア・市民活動センター
において、ボランティア活動や市民
活動の相談・支援を行います。ボラ
ンティアを必要とする方と活動希望
者とのマッチングを行うほか、福祉
団体、施設やNPO等の市民活動団
体及びボランティアグループ等と住
民との協働や、子どもから高齢者ま
での幅広い層の交流の場や支え合い
活動、その担い手の育成を目的とし
た市民活動を推進します。

登録者数
1,860人

団体数
170団体

登録者数
2,310人

団体数
195団体

（社会福祉協議会）	



8382

「地域支え合い活動」の推進　
～あなたも「支え合い」の

一員になりませんか～

薬王寺地域ささえあい館では、高齢者の自立を支援し、世代に関わらず一人ひ
とりが役割を持ち、互いに助け合い、支え合う「地域支え合い活動」の担い手
を養成するために、食事・運動・社会参加に関する様々な講座を開催しています。

これらの講座の修了生は、「地域支え合い活動」を目的とする高齢者等支援団
体を立ち上げ、高齢者自身も担い手となって介護予防や多世代交流等の活動に
主体的に取り組んでいるほか、薬王寺地域ささえあい館のイベントに参加した
り、地域の行事に協力したりするなど、地域との交流を積極的に行っています。

区は、活動の担い手でもあり、受け手でもある住民が主体的に参加し、担っ
ていく「地域支え合い活動」を推進することにより、住み慣れた地域において、
高齢者がいつまでもいきいきと暮らせる地域づくりを進めていきます。今後、
各地域のシニア活動館等においても「地域支え合い活動」を展開していきます
ので、興味のある方は是非ご相談ください。

5. 指標

指標名 現状 
（令和元年度） 

目標 
（令和５年度） 

通いの場への高齢者の参加率 7.9％ 9.1％

地域のつながり（住民同士の助け合い・支え合いなど）
を実感している高齢者の割合（一般高齢者調査） 52.0％ 60.0％

高齢者等支援団体数 18団体 26団体

トピックス
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身近な居場所　
～地域をつなぐ住民主体の「通いの場」～

体操や趣味活動等、介護予防に資する活動を、住民主体で月
1 回以上行うのが「通いの場」です。新宿区でも、「新宿いき

いき体操ができる会」、「しんじゅく 100 トレに取り組むグループ」、「通所型住
民主体サービスグループ」、「地域安心カフェ」、「ふれあい・いきいきサロン」等、
様々な活動が行われています。

高齢者自身が運営しているグループも多く、活動には、高齢者だけでなく、障
害を持った方、子育て中の方やお子さんなど、多世代が集う場もあります。そ
の場にいる誰もが地域の一員として役割を持ち、「地域のつながり」や「支え合い」
が生まれます。区は関係機関と連携し、活動の立ち上げや運営をサポートして
います。歩いていける身近な場所で、あなたも「通いの場」を始めてみませんか？

トピックス
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重点施策Ⅲ　認知症高齢者への支援体制の充実

認知症高齢者が、できる限り住み慣れた地域で尊厳と希望を持って暮らし続けられるよう、
認知症高齢者の早期発見・早期診断体制の充実、認知症高齢者やその家族等への支援、認知
症に係る医療と福祉・介護の連携強化を図ります。そして、地域において認知症についての
理解をさらに広め、認知症があってもなくても同じ地域でともに生活できる環境づくりを行っ
ていきます。

「認知症になっても、
住み慣れた地域で安心して
暮らせる」

C さんは、80 代の男性。都営住宅で一人暮らしをしています。
友人に、「実はこの頃、よく物を失くしたり、何かを探すことが多い」と相談したところ、

「広報新宿」に載っていたもの忘れ相談①を勧められました。C さんも不安に感じてい
たので、もの忘れ相談を利用することにしました。

もの忘れ相談担当医師からは、「認知症は早期に発見し、きちんと治療を受けること
で、進行も遅らせることができるようになっている」と教えてもらいました。その後、
専門医療機関を受診し、初期の認知症と診断されました。もの忘れ相談のときに同席
していた高齢者総合相談センター②の職員から、認知症の状態を確認し相談にのって
くれる、地域の認知症・もの忘れ相談医③を紹介してもらい、経過を診てもらってい
ます。併せて、足の筋力の低下により、歩行に不安を感じるようになったことから介
護保険の申請も勧められました。

現在は、要支援 1 の認定を受け、不安に感じていた買い物や調理をヘルパーと一緒
に行うことができ、気持ちの上で余裕をもつことができています。また、高齢者総合
相談センターから、認知症安心ガイドブック④をもらい、地域には様々なサービスや
通える場所があることも知りました。現在、C さんは、地域安心カフェ⑤やチームオ
レンジ⑥にも定期的に参加しながら、「何とか自宅で頑張っていきたい」と前向きな気
持ちになっています。

①…「最近もの忘れが多い」と心配している区民を対象に、医師が個別相談を実施しています。
②…区内に 11 か所あり、認知症のことも含め、高齢者への総合的な相談支援の窓口になっています。
③…新宿区医師会が実施する研修を受講し、認知症に関する必要な知識を習得している医師のことです。
④…認知症の方を支える様々なサービスを、認知症の経過に合わせて整理し、

紹介するパンフレットです。
⑤…地域の高齢者が気軽に立ち寄り、交流や相談ができるカフェです。地域

住民や高齢者施設が運営しています。
⑥…認知症高齢者が地域での生活を継続していくために、気軽に参加できる

場です。認知症サポーターが認知症高齢者やその家族の困りごとへの支
援を行います。

解 説

本施策の事例
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1. 現状とこれまでの取組

〈認知症高齢者の早期発見・早期診断体制の充実〉
■令和2年 12月末現在、介護保険の要支援・要介護認定調査における「認知症高齢者の日常
生活自立度Ⅱ～M」に該当し、何らかの見守りや支援を要する認知症の症状が見られる方の
割合は、要支援・要介護認定者の2人に 1人となっており、そのうちの6割近くの方が在宅
で生活しています。また、平成27年の国勢調査の人口等基本集計結果（p.9 図表 3参照）に
よると、新宿区の一人暮らし高齢者の割合は33.4％で、高齢者の約3人に1人が一人暮らし
という結果になっています。
■地域型高齢者総合相談センター10所に設置している認知症初期集中支援チームにおいて複数
の専門職が関わることで、認知症が疑われる高齢者を早期発見・早期診断につなげ、医療や
介護サービスの利用に結びつける体制の充実を図っています。
■認知症サポート医を中心に、地域の関係機関と連携して、かかりつけ医や認知症高齢者に関
わる機関向けに「認知症診療連携マニュアル」を3年に 1度作成し、地域の関係機関が連携
して認知症高齢者を支援していく体制を強化しました。
■認知症・もの忘れ相談を実施し、認知症やもの忘れに不安のある高齢者やその介護者が身近
な場所で相談できる体制を整備しています。

 

 
認知症高齢者の生活場所 
（新宿区の要介護認定者で、認知症自立度Ⅱ以上の方） 

認知症自立度Ⅱ以上：見守り、支援が必要な状況である人 

※認知症自立度不明者を除く 

令和２年12月末現在 

在宅
58.2%

介護老人
福祉施設

9.3%

介護老人
保健施設

3.9%

指定介護療養
型医療施設

0.3%

グループホーム
1.7%

特定施設入居者
生活介護適用施設

12.0%

医療機関
（療養）

0.9%

医療機関
（療養以外）

8.6%

その他施設
5.1%

認知症高齢者の日常生活自立度別人数（新宿区の要介護認定者）
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〈認知症高齢者が地域で自分らしく暮らしていく体制づくり〉
■認知症支援コーディネーターと認知症地域支援推進員を中心に、認知症の相談体制を充実さ
せるとともに、認知症高齢者と介護者を地域で支える体制づくりを推進しています。（p.89〈認
知症地域支援推進員による相談体制図〉参照）
■認知症サポート医による高齢者総合相談センター支援を実施することで、認知症高齢者の個々
の状態に即した対応方法について専門的助言を受けられる体制を整備し、高齢者総合相談セ
ンターの認知症に係るコーディネート機能の向上を図っています。
■外出に不安のある65歳以上の高齢者への見守りキーホルダーの配布や、警視庁の「身元不明
迷い人台帳」、東京都が運用している「行方不明認知症高齢者等情報共有サイト」を活用して、
徘徊時の早期発見、行方不明等の早期解決に努めています。

〈認知症への理解を深めるための普及啓発の推進〉
■地域全体で認知症高齢者を支えるしくみづくりとして、認知症サポーター養成講座を開催し、
令和2年 3月末現在、2万 4,000人を超える認知症サポーターが誕生しています。
■「新宿区高齢者の保健と福祉に関する調査」の一般高齢者【重点】調査では、自身や家族が認
知症になったときのことについて考えたことがある人が69.1％であり、前回調査より上昇し
ています。
■認知症本人への聞き取り調査の実施や、認知症講演会において認知症の方が登壇するなど、
当事者の気持ちを反映させた普及啓発を実施しました。
■認知症についての正しい理解や対応の仕方、医療やサービス等の情報を掲載した、「認知症安
心ガイドブック」を作成・配布しています。

令和元年度「新宿区高齢者の保健と福祉に関する調査」では…

★自身や家族が認知症になったときのことについて考えたことの有無

自身や家族が認知症になったときのことについて、考えたことの有無をたずねたところ、「ある」
（69.1％）は 7割弱となっています。前回調査（平成28年度）と比べて8.4 ポイント上回っています。

 

 

 

 

 

 
今回調査（令和元年度） (1,837)

前回調査（平成28年度） (1,967) 60.7 36.7 2.6

(%)ｎ

69.1 25.5 5.4

(%)

あ

る

な

い

　

無

回

答
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第3章　高齢者保健福祉施策の推進
重点施策Ⅲ　認知症高齢者への支援体制の充実
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★認知機能障害程度（CPS）　〈一般高齢者【重点】調査〉

一般高齢者【重点】調査のリスク該当者割合を年齢別にみると、年齢が上がるほど、増加する傾向
にあります。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 問 その日の活動（食事をする、衣服を選ぶなど）を自分で判断できますか。 

以下の該当項目数をカウント 
 問 ５分前のことが思い出せますか。 
  ２．いいえ 
 問 その日の活動を自分で判断できますか。 
  ２．いくつか困難であるが、できる 
  ３．判断するときに、他人からの合図や見守りが必要 
 問 人に自分の考えをうまく伝えられますか。 
 ２．いくらか困難であるが、伝えられる 
 ３．あまり伝えられない 
 ４．ほとんど伝えられない 

６レベル 
最重度の 
障害がある 

５レベル 
重度の 
障害がある 

４レベル 
やや重度の 
障害がある 

３レベル 
中等度の 
障害がある 

２レベル 
軽度の 
障害がある 

１レベル 
境界的であ
る 

０レベル 
障害なし 

問 食事を自分で食べられますか。 

以下の該当項目数をカウント 
 問 その日の活動を自分で判断できますか。 
  ３．判断するときに、他人からの合図や見守りが必要 
 問 人に自分の考えをうまく伝えられますか 
  ３．あまり伝えられない 
  ４．ほとんど伝えられない 

１．困難なくできる 
２．いくつか困難であるが、できる 
３．判断するときに、他人からの合図や見守りが必要 

４．ほとんど判断できない 

該当なし １項目該当 ２項目以上該当 

該当なし １項目該当 ２項目該当 

３．できない 

１．できる 
２．一部介助 
があればできる 

  全  体 (1,837)

65歳～69歳 (447)

70歳～74歳 (493)

75歳～79歳 (409)

80歳～84歳 (246)

85歳～89歳 (104)

90歳以上 (42)

84.1

79.9

77.3

68.3

72.1

57.1

14.1

17.8

20.0

27.6

22.1

35.7

1.8

2.2

2.7

4.1

5.8

7.1

(%)ｎ

77.0 19.5

3.4

障

害

な

し

リ

ス

ク

該

当

者

無

回

答

年
齢
別
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★認知症の介護で必要と思うこと（複数回答）〈要支援・要介護認定者調査〉

認知症の介護で必要と思うものについてたずねたところ、「医療的な支援（認知症の進行に合わせた
適切な指導・助言等）」（64.4％）が 6割台半ば近くで最も高く、次いで、「介護保険などの公的サービス」
（50.5％）、「介護する家族等への支援」（45.7％）の順となっています。

★自身が認知症になっても大切にしたいこと（複数回答）〈一般高齢者【重点】調査〉

自身が認知症になっても大切にしたいことについてたずねたところ、「家族とよい関係を保つこと」
（61.4％）が 6割強で最も高く、次いで、「いつまでも住み慣れた自宅で生活できること」（57.4％）、「自
分のことを自分で決めること」（55.7％）の順となっています。

n=(188)  

医療的な支援（認知症の進行に合わせた適切な指導・助言等）

介護保険などの公的サービス

介護する家族等への支援

認知症に関する情報提供

認知症に関する相談窓口の充実

地域住民の理解や見守り

ボランティア等が行う地域活動による支援

その他

　無回答

64.4

50.5

45.7

27.7

23.9

21.8

8.5

5.3

8.0

0 20 40 60 80(%)

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

n=(1,837)  

家族とよい関係を保つこと

いつまでも住み慣れた自宅で生活できること

自分のことを自分で決めること

趣味や料理など自分の好きなことを続けること

友人や知人とのつながりを大切にすること

自分を支えてくれる専門職とよい関係を保つこと

同じような立場の人と交流すること

その他

わからない

　無回答

61.4

57.4

55.7

46.4

42.9

30.7

13.6

1.5

6.8

4.1

0 10 20 30 40 50 60 70 (%)
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第3章　高齢者保健福祉施策の推進
重点施策Ⅲ　認知症高齢者への支援体制の充実
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〈認知症施策の展開図〉

〈認知症地域支援推進員※ 1による相談体制図〉

連携

連携連携

専門
医療機関

かかりつけ医

地域連携型
認知症疾患

医療センター※2
（東京医科大学病院）

認知症アウトリーチ
チーム

対応相談

訪問
相談

相談
アウトリーチ依頼

区民（本人・家族・近隣住民等）やケアマネジャー、介護事業者等

地
　域

基幹型高齢者総合相談センター（新宿区役所）が
地域型高齢者総合相談センターをバックアップ 助 

言
相 

談
助 

言
相 

談
助 

言
相 

談

個別支援の充実

施策の企画・運営 認知症支援
コーディネーター認知症施策担当

地域拠点型
認知症疾患医療センター※2

（浴風会病院）

地域型高齢者総合相談センター

基幹型高齢者総合相談センター
（新宿区役所）

※1 認知症地域支援推進員は、認知症が疑われる本人や家族、関係機関からの相談を受け、適切な医療や介護サービスにつながるよう支援する。
※2 認知症疾患医療センターとは、認知症専門医療の提供と保健・福祉・介護の連携のための中核機関として、都道府県が指定した医療機関
地域拠点型認知症疾患医療センターは、二次保健医療圏域（新宿区・中野区・杉並区）の認知症に係る医療・介護連携の拠点役を担う。
地域連携型認知症疾患医療センターは、区とともに他医療機関・認知症サポート医・かかりつけ医等のネットワークづくり、高齢者総合相談センターとの連携・
協力体制づくり等の推進役を担う。

東ブロック
認知症地域支援推進員

中央ブロック
認知症地域支援推進員

西ブロック
認知症地域支援推進員

西ブロック

柏木
認知症
地域支援
推進員

角筈
認知症
地域支援
推進員

落合第二
認知症
地域支援
推進員

落合第一
認知症
地域支援
推進員

中央ブロック

戸塚
認知症
地域支援
推進員

大久保
認知症
地域支援
推進員

若松町
認知症
地域支援
推進員

東ブロック

榎町
認知症
地域支援
推進員

簞笥町
認知症
地域支援
推進員

四谷
認知症
地域支援
推進員

相談
連携

●認知症初期集中支援チームによる
　支援の実施（10所）
●もの忘れ相談の実施（年24回）
●認知症相談の実施（年18回）

●認知症サポーターの養成
　（累計29,800人　※令和5年度末目標）
●認知症サポーターの活動の支援

●認知症安心ガイドブック（認知症ケ
アパス）の作成・普及
●認知症の正しい理解に向けた普及
啓発

総合相談

●認知症介護者相談の実施（年12回）

認知症介護者支援

●一人暮し認知症高齢者への生活支援
サービスの実施

一人暮し認知症高齢者支援

地域型高齢者総合相談センター

後方支援

基幹型高齢者総合相談センター（新宿区役所）

認知症サポーター養成・支援 普及啓発

●認知症サポート医による高齢者総合
相談センター支援（11所）

●認知症保健医療福祉ネットワーク連
絡会の開催

●認知症診療連携マニュアルの作成・
普及

●チームオレンジの実施　新規
●高齢者見守りキーホルダー事業の
実施

認知症に関する医療と
福祉・介護の連携強化 認知症高齢者への地域支援体制の強化

戸塚大久保若松町

中央ブロック

榎町簞笥町四谷

東ブロック

落合第一 落合第二 柏木 角筈

西ブロック
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2. 課題

〈認知症高齢者の早期発見・早期診断体制の充実〉
■「新宿区高齢者の保健と福祉に関する調査（一般高齢者【重点】調査）」の認知機能障害程度（CPS）
の結果によると、認知症の出現リスクは、年齢が上がるほど増加する傾向があり、認知機能
低下が見られる高齢者を早期発見・早期診断に結びつけていく必要があります。
■調査（要支援・要介護認定者調査）によると、認知症早期発見時に必要な支援内容として、「医
療的支援」が64.4％、「介護保険などの公的サービス」が50.5％となっています。地域のか
かりつけ医や高齢者総合相談センターなど、医療、福祉、介護の専門職が連携するとともに、
認知症高齢者が早期に相談できる体制づくりを推進していく必要があります。

〈認知症高齢者が地域で自分らしく暮らしていく体制づくり〉
■調査（一般高齢者【重点】調査）によると、自身が認知症になっても大切にしたいこととし
て、「家族とよい関係を保つこと」が61.4％、「いつまでも住み慣れた自宅で生活できること」
が57.4％となっています。認知症高齢者が自分らしく暮らしていくことを地域全体で支援し、
認知症があってもなくても地域で共生していくための体制づくりを進める必要があります。
■認知症サポーターが認知症高齢者やその家族のニーズに合わせた形でさらなる活動をしてい
くために、認知症高齢者やその家族の困りごとの支援ニーズと、認知症サポーターを結びつ
けていく機会や場をつくる必要があります。

〈認知症への理解を深めるための普及啓発の推進〉
■認知症高齢者を支えるしくみづくりとして、認知症高齢者への支援体制や日常生活の対応・
工夫などの情報提供を行っていくことが必要です。
■認知症は誰もがなりうるものであり、家族や身近な人が認知症になることなどを含め、多く
の人にとって身近なものとなっています。認知症高齢者の気持ちや意見の発信を支援するな
ど、認知症への正しい理解をさらに進めていく必要があります。
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3. 今後の取組の方向性

〈認知症高齢者の早期発見・早期診断体制の充実〉
■複数の専門職で構成される認知症初期集中支援チームが、認知症の早い段階からの支援を行
うことで、認知症高齢者の早期発見・早期診断体制を充実させ、引き続き医療や介護サービ
スの利用につなげていきます。
■「認知症診療連携マニュアル」を作成して地域の関係機関に配布するとともに、認知症保健医
療福祉ネットワーク連絡会を活用することで、医療、福祉、介護の専門職の連携を推進して
いきます。
■認知症やもの忘れを心配している高齢者やその家族が身近な場所で相談できるように、高齢
者総合相談センターや認知症・もの忘れ相談について、さらなる周知を図ります。

〈認知症高齢者が地域で自分らしく暮らしていく体制づくり〉
■認知症高齢者が自分らしく暮らしていくために、認知症高齢者やその家族の困りごとの支援
ニーズと、認知症サポーターを結びつける活動であるチームオレンジに取り組みます。
　チームオレンジは、認知症高齢者とその家族、認知症サポーター、認知症高齢者を支援して
いる専門職などでメンバーを構成します。チームオレンジによる認知症高齢者やその家族の
支援ニーズに合った活動を支援することで、認知症があってもなくても同じ地域でともに生
活できる環境づくりを行っていきます。
■高齢者総合相談センターが、認知症サポート医から専門的助言を受けることで、認知症に係
るコーディネート機能をさらに向上させていきます。

〈認知症への理解を深めるための普及啓発の推進〉
■地域全体で認知症高齢者を支援する体制づくりを進めるため、区内在住、在勤、在学の幅広
い方を対象とした認知症サポーター養成講座を開催するなど、地域における積極的な普及啓
発に取り組んでいきます。
■認知症高齢者の視点に立ち、認知症高齢者やその家族の気持ちや意見を反映させた普及啓発
を実施するなど、認知症への理解を促進していきます。
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認知症サポーター養成講座

区では、「認知症になっても安心して暮らせるまち」を、
区民の皆さんと共につくっていくことを目指しています。

その取組のひとつとして、病気の理解や対応方法を正
しく学ぶ「認知症サポーター養成講座」を開催しています。

【認知症サポーターになるには】
90 分の講座を 1 回受講します。受講料は無料です。
講座は定期的に開催しており、出前講座も行っていま

す。修了者には、認知症サポーターのしるし「認知症サポー
ターカード」を差し上げます。

【認知症サポーターの活動は】
認知症サポーターは、自分のできる範囲で活動しています。
地域での活動を希望された方は、勉強会に参加し、認

知症への具体的な対応につなげるための地域での声かけ
訓練や、認知症介護者家族会の運営等を行っています。

認知症安心ガイドブック
認知症になっても地域で安心して暮らし続けられるように、

認知症についての正しい理解や対応の仕方、医療やサービス、
認知症ケアパス※ 等の情報を掲載したパンフレットです。

もの忘れが気になるときの相談方法や、認知症の方と接す
るときの心がまえなども掲載しています。

高齢者総合相談センターなどで配布していますので、認知
症のご本人だけでなく、ご家族や地域の方々もぜひ手に取っ
てご覧ください。

※認知症ケアパスとは、認知症の症状が発生したときから、
その人の進行状況に合わせ、どのような医療・介護サービス
を受けることができるかを示すものです。
（内容の詳細は、p.93 参照）

認知症サポーター養成講座

声かけ訓練

トピックス

トピックス
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4. 施策を支える事業

事業名
（担当課） 事業概要 令和２年度末

見込
令和５年度

目標

【新規】チームオレンジの実
施 実行計画

認知症高齢者やその家族の困りごと
の支援ニーズと認知症サポーターを
結びつけ、認知症高齢者やその家族
への早期支援と認知症サポーターの
活動支援に取り組みます。

― チームオレンジ
の実施（高齢者支援課）

認知症サポーター養成講座 
実行計画

高齢者が認知症になっても住み慣れ
た地域で安心して暮らし続けられる
よう、病気の理解や対応方法などの
基礎を学ぶ、認知症サポーター養成
講座を開催します。

認知症サポー
ター養成数
（累計）
25,000 人

認知症サポー
ター養成数
（累計）
29,800 人

（高齢者支援課）

認知症サポーター推進事業
（認知症サポーター活動の推
進） 実行計画

認知症サポーターの中で、区内での
活動を希望した方（認知症サポー
ター活動登録者）が地域の担い手と
して活躍できるよう、高齢者総合相
談センターが支援します。

認知症サポーター
活動登録者数
（累計）
600人

認知症サポーター
活動登録者数
（累計）
750人（高齢者支援課）

認知症サポート医による高齢
者総合相談センター支援

高齢者総合相談センターが、認知症
サポート医から、認知症高齢者の
個々の状態に即した対応方法につい
て専門的助言を受けることで、認知
症に係るコーディネート機能向上を
図ります。（新宿区医師会委託事業）

11所 11所（高齢者支援課）

認知症診療連携マニュアル 医療と福祉・介護それぞれの分野に
おける、認知症高齢者への対処方法
を示す「認知症診療連携マニュアル」
を作成し、関係機関に配布します。

認知症診療連携
マニュアルの
作成・配布

認知症診療連携
マニュアルの
作成・配布

（高齢者支援課）

認知症初期集中支援チームに
よる支援

地域型高齢者総合相談センターの医
療と福祉・介護の専門職で構成され
る「認知症初期集中支援チーム」が、
認知症が疑われ支援が必要な高齢者
に対して、医療や介護につなげる訪
問活動を行うことで、認知症の早い
段階からの支援を行います。

10所 10所（高齢者支援課）
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事業名
（担当課） 事業概要 令和２年度末

見込
令和５年度

目標

認知症医療・地域福祉連携強
化事業

認知症の早期発見や適切な医療につ
ながるよう、かかりつけ医の認知症
対応力の向上を図るための研修を実
施します。また「認知症・もの忘れ
相談医」の名簿を作成し周知します。
かかりつけ医、認知症・もの忘れ相
談医、認知症サポート医、専門医療
機関、一般病院等、医療機関同士の
連携強化や認知症に係る関係機関に
よるネットワーク構築、連携強化の
ための会議を開催します。
（新宿区医師会委託事業）

認知症保健医療
福祉ネットワー
ク連絡会
2回
認知症・
もの忘れ
相談医研修
2回
認知症・

もの忘れ相談医
名簿作成
1回

（新型コロナウ
イルス感染症の
影響により一部

中止）

認知症保健医療
福祉ネットワー
ク連絡会
3回
認知症・
もの忘れ
相談医研修
2回
認知症・

もの忘れ相談
医名簿作成
1回

（高齢者支援課）

認知症・もの忘れ相談 認知症やもの忘れを心配している区
民及びその家族等を対象に、認知症
への対応や診断、治療等について医
師による個別相談を実施します。併
せて、福祉や介護については、高齢
者総合相談センターの相談員が相談
に応じます。

認知症相談
12回

もの忘れ相談
21回

（高齢者総合相
談センター3所
で実施）

（新型コロナウ
イルス感染症の
影響により一部

中止）

認知症相談
18回

もの忘れ相談
24回

（高齢者総合相
談センター3所
で実施）

（高齢者支援課）

一人暮し認知症高齢者への生
活支援サービス

65歳以上の一人暮らしの認知症高
齢者で、区内在住の介護者がいない
方に、ヘルパーを派遣します。

利用時間
11,000 時間 ―

（高齢者支援課）

認知症介護者支援事業　 認知症高齢者の介護者が、病気の理
解や対応方法、利用できる制度等を
学ぶとともに、介護者同士の交流に
よって仲間づくりを行う機会を提供
し、孤立の防止を図ります。 
また、専門医による個別相談を行い、
介護者負担の軽減を図ります。
①認知症介護者家族会
②認知症介護者相談

認知症介護者
家族会　3所
認知症介護者
相談　11回
（新型コロナウ
イルス感染症の
影響により一部

中止）

認知症介護者
家族会　3所
認知症介護者
相談　12回

（高齢者支援課）

認知症講演会 認知症の病気の理解、医療や介護、
周囲の支援に関する講演会を開催し
ます。

新型コロナウイ
ルス感染症の影
響により中止

1回
（高齢者支援課）

若年性認知症講演会（精神保
健講演会の中で実施）　

働き盛りに発症する若年性認知症を
テーマに、病気の理解、医療や介護、
周囲の支援に関する講演会を開催し
ます。

新型コロナウイ
ルス感染症の影
響により中止

1回
（保健予防課）
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事業名
（担当課） 事業概要 令和２年度末

見込
令和５年度

目標

認知症普及啓発用パンフレット 認知症に関する基礎知識やサービ
ス・相談先等を掲載したパンフレッ
トを作成し配布します。

認知症普及啓発
用パンフレット
の作成・配布

認知症普及啓発
用パンフレット
の作成・配布（高齢者支援課）

認知症ケアパス 認知症の症状が発生したときから、
その人の進行状況に合わせ、どのよ
うな医療・介護サービスを受けるこ
とができるかを示す、区全体の標準
的な「認知症ケアパス」を作成しま
す。（p.93 参照）

認知症ケアパス
の作成

認知症ケアパス
の作成

（高齢者支援課）

徘徊高齢者探索サービス 60歳以上で認知症による徘徊のあ
る方を在宅で介護する家族に、位置
情報専用端末機の利用料等を助成し
ます。

利用台数
延べ40台 ―（高齢者支援課）

【再掲】見守りキーホルダー
事業

65歳以上の高齢者で、外出に不安
のある方等を対象に、当該高齢者の
登録番号や高齢者総合相談センター
の電話番号を表示したキーホルダー
とシールを配布することにより、道
に迷って保護されたときや外出先で
倒れたときの身元確認を迅速に行い
ます。

配布人数
延べ5,500人 ―

（高齢者支援課）

徘徊高齢者等緊急一時保護事
業

緊急保護を要する徘徊高齢者等を、
一時的に宿泊施設に保護します。

利用者数
延べ10人
利用日数
延べ100日

―
（高齢者支援課）

介護者リフレッシュ支援事業 65歳以上の認知症又は要介護 1以
上の高齢者にヘルパーを派遣し、日
常的に介護している方のリフレッ
シュを支援します。

利用時間
18,000 時間 ―（高齢者支援課）

【再掲】うつ、認知症及び若
年性認知症予防に関する普及
啓発用リーフレット作成

うつ、認知症及び若年性認知症予防に
関するリーフレットを、特定健診対象
者への健診票に同封して送付するほか、
その他様々な機会をとらえて広く配布
し、普及啓発の拡大を図ります。

リーフレットの
作成及び配布 ―

（保健予防課）	

【再掲】精神保健相談（うつ
専門相談を含む）

こころの健康の保持増進と向上を目指
し、精神疾患の早期発見、早期治療の
促進のため、精神科医師による相談と
して精神保健相談（うつ専門相談を含
む）を実施します。特に、行動・心理
症状が激しい状態等で受診困難な状況
にある認知症の人やその家族等の相談
に医師や保健師が応じるとともに、高
齢者総合相談センター等と連携し対応
します。

精神保健相談
70回
相談者

延べ100人

精神保健相談
83回
相談者

延べ160人
（予定定員の
7割程度）

（保健センター）
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5. 指標

指標名 現状 
（令和元年度） 

目標 
（令和５年度） 

認知症サポーター養成数（累計） 24,363 人 29,800 人

施策 1　健康づくりと介護予防の推進による健康寿命の延伸

第3節　基本目標1　健康づくり・介護予防をすすめます

※「第 2 節　重点的に進めていく 3 施策」に「重点施策Ⅰ　健康づくりと介護予防の推進による
健康寿命の延伸」として掲載。（p.54）
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施策 2　いきがいのあるくらしへの支援

第4節　基本目標2　社会参加といきがいづくりを支援します

高齢者が地域の中でいきいきと活躍するために、高齢者の社会参加や地域での活動を支援
する機能の充実を図ります。また、区民による自主活動への支援や、社会参加の機会につな
がる講座やイベント等を開催することにより、いきがいをもって暮らせる環境づくりを進め
ます。

1. 現状とこれまでの取組

〈拠点の整備〉
■新宿区では、高齢者の社会参加といきがいづくりの拠点として、シニア活動館や地域交流館
を整備し、令和2年度現在、シニア活動館4館、地域交流館15館を運営しています。シニ
ア活動館は50歳以上、地域交流館は60歳以上の方を対象とし、指定管理者制度を活用した
運営により、様々な講座を展開したり、団体活動支援を行っています。
■平成30年 2月に、地域の中で高齢者の自立を支援し、多世代が互いに支え合う「地域支え
合い活動」の推進の拠点として「新宿区立薬王寺地域ささえあい館」を開設しました。館では、
高齢者自身も担い手となって地域で活躍するために、様々な世代を対象とした講座や団体の
支援を行っています。
■平成30年 4月に開設した認知症高齢者グループホーム「あんじゅうむ大久保」内の高齢者
地域交流スペースを活用し、高齢者のいきがいづくりや地域交流、介護予防等を支援するた
めの事業を行っています。

〈イベント・講座等の開催〉
■長寿を祝う敬老会の開催、高齢者間の交流や健康保持を目的としたいきいきハイキング、日
頃の活動の発表の場としての高齢者福祉大会を実施しています。高齢者のふれあいのきっか
けやいきがいのあるくらしづくりに向け、様々な機会の提供を支援しています。
■多様なニーズに対応した定期的な学習機会の提供と仲間づくりを目的としたライフアップ講
座の実施、日頃の活動の成果を発表する場としての生涯学習フェスティバルの開催、生涯学
習館等で活動する区内自主活動団体が企画する区民向け講座・イベントの実施を支援する区
民プロデュース支援事業を行っています。

〈活動支援〉
■高齢者クラブは令和2年度現在、105クラブ、正会員4,953人となっており、新宿区ではこ
れらのクラブ活動費用の助成を行っています。令和2年度には「準会員」も助成対象にする
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ことにより、支援の充実を図りました。
■「ふれあい・いきいきサロン」は、外出機会の少ない高齢者、障害者、子育て中の方など地域
に住む住民同士の情報交換や多世代交流、子育て中の不安解消などを目的に開かれています。
新宿区社会福祉協議会では、「ふれあい・いきいきサロン」の普及啓発、立ち上げや運営を支
援しています。支援サロン数が年々増加しており、それに伴って参加者も増加しています。
令和元年度末現在で74サロンがあります。

令和元年度「新宿区高齢者の保健と福祉に関する調査」では…

★地域活動やボランティア活動等の状況〈一般高齢者【重点】調査〉

地域活動やボランティア活動等の状況をたずねたところ、「したことはない」（57.4％）が 5割台半
ばを超え最も高く、次いで、「以前したことがあるが、現在はほとんどしていない」（16.7％）、「現在、
継続的にしている」（14.7％）の順となっています。

14.7 7.8 16.7 57.4 3.4
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2. 課題

〈拠点の整備〉
■高齢者の社会参加やいきがいづくりの拠点については、建物の老朽化が進む中、建物の維持管
理や運営方法について検討していく必要があります。また、高齢者自身も当事者として主体的
に参加し、担っていく「地域支え合い活動」を推進するための機能を充実していくことも必要です。

〈イベント・講座等の開催〉
■参加者が横ばい、減少している事業も一部見られることから、区民ニーズにあったイベント
や講座等に向けて、参加者のニーズを把握し、活動者の参画ニーズを把握していく必要があ
ります。また、イベントや講座参加者は女性が多い傾向があることから、男性の参加を促進
するための取組も必要です。
■各種イベントや講座等について、生涯学習フェスティバルにおける出展・出演者の減少といっ
た状況も一部見られることから、区民ニーズにあったイベントや講座等の開催に向けて、よ
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り多くの人に参加してもらえるような講座内容の充実を図っていく必要があります。

〈活動支援〉
■高齢者クラブは、年々高齢化が進み、クラブ数・会員数とも減少する傾向にあります。
■「ふれあい・いきいきサロン」は、毎年新たなサロンはできますが（令和元年度新設サロン5
件）、既存サロンには参加者・活動者の減少や、運営する活動者の高齢化の問題等により休止
するサロンもあります。活動継続のために、区と新宿区社会福祉協議会が連携し運営支援の
充実を図ることが課題となっています。

3. 今後の取組の方向性

〈拠点の整備〉
■活動の拠点となる高齢者活動・交流施設において、「薬王寺地域ささえあい館」の取組の成果
を踏まえた事業を展開し、高齢者の社会参加やいきがいづくりをさらに推進していきます。
■中落合高齢者在宅サービスセンター内に地域交流スペースを整備し、集会や体操、文化活動
等の支援を行うとともに、「地域支え合い活動」のための事業を実施していきます。

〈イベント・講座等の開催〉
■外出機会や仲間づくり、交流機会の場と捉え、いきがいのあるくらしにつながるイベント・
講座等を継続実施します。また、参加者のニーズ把握に努め、区民と協働して実施内容や実
施方法などを工夫することにより、より多くの区民の参加・参画を促進します。さらに、男
性向けの講座を開催する等、男性の社会参加を促進するための取組を進めます。

〈活動支援〉
■高齢者クラブの継続的活動に向けて、引き続き運営上の課題等への相談業務を行い、会員及
び支援者の増加等を支援していきます。
■地域の中でゆるやかなつながりを持てる場として、「ふれあい・いきいきサロン」が地域に果
たす役割は大きくなっています。新宿区社会福祉協議会において、既存サロンへの定期的な
訪問及び聞き取りによる実態把握や、活動者のスキルアップを目的とした講座等の実施、サ
ロン連絡会の開催によるネットワークづくり、活動継続のための支援等をきめ細やかに行っ
ていきます。
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第3章　高齢者保健福祉施策の推進
施策2　いきがいのあるくらしへの支援
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4. 施策を支える事業

事業名
（担当課） 事業概要 令和２年度末

見込
令和５年度

目標

高齢者活動・交流施設の運営 高齢者の社会参加といきがいづくり
の拠点として、地域交流館やシニア
活動館等を運営しています。また、
薬王寺地域ささえあい館では、高齢
者自身も担い手として参加する「地
域支え合い活動」を推進しています。

地域交流館
15館

シニア活動館　
4館

薬王寺地域
ささえあい館　

1館

―
（地域包括ケア推進課）	

いきがいづくり支援等 認知症高齢者グループホーム「あん
じゅうむ大久保」内の高齢者地域交
流スペースで、いきがいづくりや地
域交流等の支援を行っています。

「あんじゅうむ
大久保」内の高
齢者地域交流ス
ペースにおける
いきがいづくり
支援等の実施

「あんじゅうむ
大久保」内の高
齢者地域交流ス
ペースにおける
いきがいづくり
支援等の実施

（地域包括ケア推進課）

【新規】中落合高齢者在宅サー
ビスセンター内地域交流ス
ペースにおける地域支え合い
活動支援等 実行計画

中落合高齢者在宅サービスセンター
内に地域交流スペースを整備し、集
会や体操、文化活動等の支援を行う
とともに、「地域支え合い活動」の
ための事業を実施していきます。

中落合高齢者在
宅サービスセン
ター内地域交流
スペースの整備
に向けた準備

中落合高齢者在
宅サービスセン
ター内地域交流
スペースにおけ
る「地域支え合
い活動」のための
事業等への支援

（地域包括ケア推進課）

高齢者クラブへの支援・助成 高齢者が元気でいきいきと暮らすた
め、自主的に組織して運営する高齢
者クラブ及び高齢者クラブ連合会の
事業費の一部を助成します。

連合会
1連合会

高齢者クラブ
105団体

延べ4,953人

連合会
1連合会

高齢者クラブ
108団体

延べ5,100人

（地域包括ケア推進課）

敬老会 77歳以上の高齢者を演芸などの催
しに招待し、長寿を祝います。

新型コロナウイ
ルス感染症の影
響により中止

来場者数
延べ4,800人（地域包括ケア推進課）	

高齢者福祉大会 高齢者クラブ会員及び地域交流館等
の利用者が、日頃研鑚した唄や踊りを
披露する発表会を、年一回開催します。

新型コロナウイ
ルス感染症の影
響により中止

参加団体数
72団体（地域包括ケア推進課）	

【再掲】【新規】「（仮称）しん
じゅく健康長寿ガイドブッ
ク」の作成

高齢期の健康づくりや介護予防・フ
レイル予防に取り組めるよう、高齢
者の心身の状態に応じて参加できる
教室、講座等の情報を掲載したガイ
ドブックを作成し、広く区民に周知
していきます。

―

「（仮称）しんじゅ
く健康長寿ガイ
ドブック」の
作成・配布（地域包括ケア推進課）

生涯学習フェスティバル 区民の生涯学習活動の活性化と文化
芸術の振興を目的として、新宿未来
創造財団を通じ、日頃の生涯学習及
び文化芸術活動の成果を発表すると
ともに、区民に鑑賞の場を提供します。

3,000人
（新型コロナウ
イルス感染症の
影響により一部

中止）

―（生涯学習スポーツ課）
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事業名
（担当課） 事業概要 令和２年度末

見込
令和５年度

目標

区民プロデュース支援事業 新宿未来創造財団を通じて、区内で
活動する自主活動団体並びに民間活
動団体が企画する区民向け講座・イ
ベント等の事業に対して支援を行う
ことで、団体活動の活性化と活動成
果の地域還元のしくみづくりを行
い、あわせて多様な区民のニーズに
応えています。

7事業 ―

（生涯学習スポーツ課）

コミュニティスポーツ大会 新宿未来創造財団を通じて、区内
10地区で実行委員会を組織し、子
どもから高齢者まで誰もが参加でき
る種目により大会を実施し、地域に
おけるスポーツ活動の振興と地域社
会の活性化を図ります。毎年 12月
には、各地区大会の上位入賞者によ
る中央大会を実施します。

新型コロナウイ
ルス感染症の影
響により中止

―

（生涯学習スポーツ課）

● 関係団体による事業

事業名
（担当課） 事業概要 令和２年度末

見込
令和５年度

目標

ライフアップ講座 生涯学習に対する多様なニーズに応
えるため、年代・目的・目標別など
多様なカテゴリーのプログラムを実
施することで、定期的な学習機会を
提供するとともに、新しい仲間づく
りの場とします。

― ―
（新宿未来創造財団）

【再掲】ふれあい・いきいき
サロン

外出機会の少ない高齢者、障害者、
子育て中の方など地域に住む誰もが
参加できる居場所づくりの活動で
す。住民同士の情報交換、子育て中
の不安解消などを目的に住民主体の
活動として運営されています。サロ
ンの立ち上げや、運営に関する相談
などの支援を行います。

支援サロン数
73サロン

支援サロン数
77サロン

（社会福祉協議会）

5. 指標

指標名 現状 
（令和元年度） 

目標 
（令和５年度） 

地域活動参加者の割合（一般高齢者調査） 22.5% 25.0％
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施策 3　就業等の支援

公益財団法人新宿区勤労者・仕事支援センター（高年齢者の方を対象とした無料職業紹介
所「新宿わく☆ワーク」）や公益社団法人新宿区シルバー人材センターなど高齢者の就業等に
関わる機関との連携を強化し、高齢者の就労意欲や求職者ニーズに対応した就業機会の拡大、
支援などに向けた取組を支援します。

1. 現状とこれまでの取組

〈高齢者の就労支援〉
■公益財団法人新宿区勤労者・仕事支援センターでは、高年齢（概ね55歳以上）の方を対象に
無料職業紹介所（新宿わく☆ワーク）を開設しています。平成29年度の就職者数は217人、
平成30年度の就職者数は176人、令和元年度の就職者数は172人となっています。
■公益社団法人新宿区シルバー人材センター 1では、平成29年度の登録会員は1,628人（就
業実人員1,254人）、平成30年度の登録会員は1,671人（就業実人員1,243人）、令和元年
度の登録会員は1,686人（就業実人員1,269人）となっています。令和元年度より、新たな
就業機会確保への取組として、派遣先の指揮命令を受けて「一般事務」や「保育補助」等の
業務に従事するシルバー派遣事業を開始しました。

令和元年度「新宿区高齢者の保健と福祉に関する調査」では…

★今後の就業意向〈一般高齢者【基本】調査〉

今後の就業意向についてたずねたところ、「働きたい（続けたい）」（38.8％）が 4割近くと最も高く、
次いで、「働きたくない」（34.2％）、「働きたいが、できない」（22.0％）の順となっています。

38.8 22.0 34.2 5.0

ｎ

(1,864)

(%)
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き
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な
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無
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1 シルバー人材センター：「高年齢者等の雇用の安定等に関する法律」に基づき、区市町村ごとに設置されている公益社団法人
です。現在新宿区シルバー人材センターでは、約 1,700 人の 60 歳以上の健康で働く意欲のある高齢者が会員として登録し
ており、各自の希望に沿った仕事を引き受けたり、ボランティア活動等を行ったりしています。区では、シルバー人材センター
への補助金交付を通じて、センターの円滑な事業運営を図り、高齢者のいきがいづくりや地域貢献に寄与しています。
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2. 課題

〈高齢者の就労支援〉
■生涯にわたり働きたい方が増えており、令和元年度末時点の新宿わく☆ワークにおける65歳
以上の新規求職者数は492人で対前年比5％の増加となっています。一方で事業所への応募
に至った件数は、419件で対前年比5％減となっており、求職者と求人者のニーズがあって
いないことが課題となっています。
■令和2年 3月末時点の新宿区シルバー人材センターの会員数は1,686人で、そのうち75歳
以上の会員は847人と全体の5割を占めています。また、登録会員の希望職として、事務系
などの派遣就業が多くなっています。この状況に対応するためには、高齢会員への軽作業の
提供や社会貢献活動の参加推進と、シルバー派遣事業による事務系職種の受注拡大が課題と
なっています。

3. 今後の取組の方向性

〈高齢者の就労支援〉
■求職者のニーズを明らかにするとともに、ニーズの高い職種等の開拓を行っていきます。また、
生涯にわたり働きたい求職者の雇用を促進するよう求人者への働きかけを行うなど、求職者
と求人者をつなぐ役割を積極的に展開していきます。
■高齢者のボランティア活動や就業機会の拡大のため、補助金の交付だけでなく、周知活動へ
の協力や運営に関する助言等を通して、引き続き新宿区シルバー人材センターへの支援を継
続していきます。また、会員の増強・拡充を図るため、労働者派遣事業の支援を進めていき
ます。

4. 施策を支える事業

事業名
（担当課） 事業概要 令和２年度末

見込
令和５年度

目標

だれもが地域でいきいきと暮
らせるための就労支援の推進  
実行計画

障害の有無や年齢・性別を問わず、
地域の一員として安心して自分らし
い暮らしができるよう、就労意欲を
持ちながらも働くことが困難な全て
の人に対し、就労支援事業及び無料
職業紹介事業を実施し、総合的な就
労支援を行います。

就職者数
3年間で458人

就職者数
3年間で530人（消費生活就労支援課）

シルバー人材センターへの支
援

新宿区シルバー人材センターは、登
録会員に対し、高齢者の経験や技能
に応じた仕事の紹介や支援をしま
す。また、区は就業機会の開拓・拡
充に努める新宿区シルバー人材セン
ターの運営費を助成します。

シルバー人材
センター会員
就業率65％

シルバー人材
センター会員
就業率82％

（地域福祉課）
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5. 指標

指標名 現状 
（令和元年度） 

目標 
（令和５年度） 

シルバー人材センターの受託件数 13,588 件 14,600 件

施策 4　地域で支え合うしくみづくりの推進

第5節　基本目標3　支え合いの地域づくりをすすめます

※「第 2 節　重点的に進めていく 3 施策」に「重点施策Ⅱ　地域で支え合うしくみづくりの推進」
として掲載。（p.70）
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1. 現状とこれまでの取組

〈介護者同士の交流の促進〉
■現在高齢者を介護している方や、介護経験のある方が集まり、介護についての情報交換や、
日頃の介護の悩みを語り合う場として、区内に12か所（認知症介護者家族会を含む）の家族
会があります。また、家族会を運営するボランティアの養成も行っています。さらに、家族
会を広く普及啓発するため、広報新宿やツイッターなどによる周知に加え、家族会の開催日
時や場所をわかりやすく掲載したリーフレットを作成し、配布しています。
■地域型高齢者総合相談センターでは、介護に関心のある区民の方を対象に、介護者講座を開
催しています。介護に関する知識や技術の習得を目的とし、アンケート等を活用して、介護
者のニーズに沿った内容・テーマで実施しています。

〈介護者負担の軽減〉
■「新宿区高齢者の保健と福祉に関する調査」の要支援・要介護認定者調査の結果では、「新宿
区に力を入れてほしいこと」として、主介護者の38.0％が「介護に関する相談機能の充実」を、
23.7％が「家族など介護者のリフレッシュのための制度」を挙げています。
■同調査では、主介護者の21.4%、また令和元年度に実施した「在宅介護実態調査」では、主
介護者の34.3%が「フルタイム」で働いており、仕事と介護の両立をしている実態があります。
■平成30年度から、介護者リフレッシュ支援事業についてヘルパーの派遣時間帯を拡大し、よ
り使いやすいサービスとすることで、介護者負担のさらなる軽減を図っています。
■専門医による認知症介護者相談を実施し、精神面のケアを行い、必要に応じて専門医療機関
への受診を勧奨するなど、介護者負担の軽減を図っています。
■介護者を対象に、特別養護老人ホームや小規模多機能型居宅介護等の施設の情報を提供し、
介護の選択の幅を広げるための支援をしています。
■仕事と生活の調和を図るワーク・ライフ・バランスを目指し、子育て支援・介護支援・地域
活動支援等を推進している企業の認定を行っています。また、働く環境の整備促進のため、
企業に向けたセミナー、コンサルタント派遣等の支援も行っています。

施策 5　介護者への支援

介護が必要になっても高齢者が住み慣れた地域で生活を続けるためには、要介護高齢者への
支援のみならず、介護者の身体的、精神的負担を和らげるための支援が必要です。介護者同士
の交流の促進や、介護者に向けた相談体制の充実により、介護者支援の取組を進めていきます。
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令和元年度「新宿区高齢者の保健と福祉に関する調査」では…

★介護負担感〈要支援・要介護認定者調査〉

主介護者に介護負担感についてたずねたところ、「負担である」と「どちらかといえば負担である」
をあわせた《負担あり》は52.4％となっています。

★介護が負担である理由（複数回答）〈要支援・要介護者認定者調査〉

介護が負担である理由をたずねたところ、「精神的負担が大きいこと」（69.4％）が 7割弱で最も高く、
次いで「肉体的な負担が大きいこと」（56.5％）、「仕事との両立が大変なこと」（30.3％）の順となっ
ています。

16.9 35.5 23.9 12.1 11.6
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で

は
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無

回

答

《負担あり》52.4％ 《負担なし》36.0％ 

n=(294)  

精神的負担が大きいこと

肉体的な負担が大きいこと

仕事との両立が大変なこと

経済的負担が大きいこと

複数の人の介護が大変なこと

子育てとの両立が大変なこと

学業との両立が大変なこと

その他

　無回答

69.4

56.5

30.3

27.9

8.5

4.4

0.3

6.8

3.1

0 10 20 30 40 50 60 70 80 (%)
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★�介護者への支援として、新宿区に力を入れてほしいこと（複数回答）�  
〈要支援・要介護認定者調査〉

介護者への支援として、新宿区に力を入れてほしいことをたずねたところ、「介護に関する相談機能
の充実」（38.0％）が 4割弱で最も高く、次いで、「医療に関する相談機能の充実」（30.1％）、「家族
など介護者のリフレッシュのための制度」（23.7％）の順となっています。

2. 課題

〈介護者同士の交流の促進〉
■介護者を家族会につなげ、精神的負担感の軽減や介護者同士の交流を促進する取組を進めて
いく必要があります。また、家族会を継続的に運営するボランティアを養成していくことも、
重要な課題です。
■介護者講座は、介護者のニーズに沿った内容で、参加しやすい講座にしていく必要があります。

〈介護者負担の軽減〉
■「新宿区高齢者の保健と福祉に関する調査」の要支援・要介護認定者調査の結果、介護者の負
担感は「負担である」「どちらかといえば負担である」を合わせて52.4％であったほか、「在
宅介護実態調査」において、「介護のための離職の有無」で「主な介護者が仕事を辞めた（転
職除く）」割合は9.1%となっており、さらなる介護者負担の軽減が求められています。
■介護者の精神的負担感を軽減していくために、介護の選択の幅を広げていく支援が必要です。
■ワーク・ライフ・バランスについては、区民だけでなく、企業等雇用者側のさらなる理解が
必要です。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

介護ボランティアグループやＮＰＯ（民間非営利団体）の育成

家族介護教室など介護技術を学ぶ講座の充実

介護者同士の交流の場の充実

その他

特にない

n=(561)  

介護に関する相談機能の充実

医療に関する相談機能の充実

家族など介護者のリフレッシュのための制度

介護に関する資料が充実している情報コーナーの設置

　無回答

38.0

30.1

23.7

10.3

10.0

8.7

4.3

4.1

20.0

14.3

0 10 20 30 40 (%)
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3. 今後の取組の方向性

〈介護者同士の交流の促進〉
■家族会について広く周知し、介護者が参加しやすいものとなるよう工夫を行っていきます。
また、家族会を継続的に運営していくために、引き続きボランティアを養成していきます。
■介護者講座については、アンケート等を活用するなど、介護者のニーズを把握したうえで、
幅広い内容・テーマで実施していきます。

〈介護者負担の軽減〉
■高齢者総合相談センターのリーフレット等を用いて、介護の悩みなども気軽に相談できる場
として高齢者総合相談センターを周知していきます。また、仕事と介護の両立支援に関する
相談用マニュアルを活用し、相談機能の向上を図ります。
■介護者や介護に関心のある区民に向けた講演会を開催するなどして、介護者の精神的負担を
軽減し、支援の輪を広げる取組を行っていきます。
■特別養護老人ホームや小規模多機能型居宅介護等の施設の情報を提供し、引き続き介護保険
施設等の周知を図っていきます。
■専門医による認知症介護者相談をはじめとする相談体制の充実により、介護者の精神的負担
のさらなる軽減を図ります。
■ワーク・ライフ・バランスの概念を、イベントや啓発誌等で区民向けに引き続き周知してい
きます。また、区内のワーク・ライフ・バランス推進認定企業の増加のため、特に中小企業
へはコンサルタント派遣等の支援を強化することで、区民や従業員が仕事と介護や子育てを
両立できる環境を整備していきます。

4. 施策を支える事業

事業名
（担当課） 事業概要 令和２年度末

見込
令和５年度

目標

介護者講座・家族会 高齢者を介護している家族及び介護
経験のある家族等を対象に、介護者
講演会や介護者講座を開催します。
また、介護者相互の交流を深めるた
め、家族会の運営を支援していきま
す。

介護者講演会
1回

介護者講座
6回
家族会
9所

（新型コロナウ
イルス感染症の
影響により一部

中止）

介護者講演会
1回

介護者講座
10回
家族会
9所

（高齢者支援課）
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事業名
（担当課） 事業概要 令和２年度末

見込
令和５年度

目標

【再掲】認知症介護者支援事
業　

認知症高齢者の介護者が、病気の理
解や対応方法、利用できる制度等を
学ぶとともに、介護者同士の交流に
よって仲間づくりを行う機会を提供
し、孤立の防止を図ります。 また、
専門医による個別相談を行い、介護
者負担の軽減を図ります。
①認知症介護者家族会
②認知症介護者相談

認知症介護者
家族会 3所
認知症介護者
相談 11回

（新型コロナウ
イルス感染症の
影響により一部

中止）

認知症介護者
家族会 3所
認知症介護者
相談 12回

（高齢者支援課）

【再掲】介護者リフレッシュ
支援事業

65歳以上の認知症又は要介護 1以
上の高齢者にヘルパーを派遣し、日
常的に介護している方のリフレッ
シュを支援します。

利用時間
18,000 時間 ―

（高齢者支援課）

【再掲】徘徊高齢者探索サー
ビス

60歳以上で認知症による徘徊のあ
る方を在宅で介護する家族に、位置
情報専用端末機の利用料等を助成し
ます。

利用台数
延べ40台 ―

（高齢者支援課）

高齢者緊急ショートステイ事
業

介護する家族が、急病やけが等のた
めに介護できない場合に、有料老人
ホームの居室を提供することで、緊
急時における要介護者の生活の場を
一時的に保障し、その在宅生活を支
援します。

利用者数
延べ90人
利用日数
延べ600日

―（高齢者支援課）

ワーク・ライフ・バランス
（仕事と生活の調和）の推進 
実行計画

仕事と生活の調和を図るワーク・ラ
イフ・バランスを目指し、子育て支
援・介護支援・地域活動支援等を推
進している企業への「認定制度」の
実施をはじめ、企業への支援、働き
かけを関係部署と連携して推進しま
す。

当該年度にワー
ク・ライフ・バ
ランス推進企業
認定制度の推進
宣言企業または
推進企業に認定
された企業数　

5社

当該年度にワー
ク・ライフ・バ
ランス推進企業
認定制度の推進
宣言企業または
推進企業に認定
された企業数　
20社

（男女共同参画課）

男性の育児・介護サポート企
業応援事業

区内中小事業者における、男性が育
児・介護休業等を取得しやすい職場
環境づくりを支援するため、要件を
満たした事業者に奨励金を支給しま
す。

― ―
（男女共同参画課）
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5. 指標

指標名 現状 
（令和元年度） 

目標 
（令和５年度） 

介護者講座・家族会参加者数 延べ846人 延べ 800人

施策 6　認知症高齢者への支援体制の充実

第6節　�基本目標4　最期まで住み慣れた地域で自分 
らしく暮らすための相談・支援体制を充実します

※「第 2 節　重点的に進めていく 3 施策」に「重点施策Ⅲ　認知症高齢者への支援体制の充実」
として掲載。（p.84）



113112

高齢者が住み慣れた地域で安心して暮らし続けられる「地域包括ケアシステム」の実現に向
けて、高齢者総合相談センターの相談体制の充実を図るとともに、地域ケア会議をはじめ地域
におけるネットワーク会議等を活用して関係機関との連携強化を図り、地域ネットワークの構
築を進めます。

施策 7　高齢者総合相談センターの機能の充実

1. 現状とこれまでの取組

【高齢者総合相談センターの概要】
■高齢者への総合的な相談支援の窓口として介護保険法に位置付けられて
いる「地域包括支援センター」について、新宿区では区民にわかりやす
く「高齢者総合相談センター」と名付け、共通のロゴマーク（サイの絵）
を用いています。
■新宿区内には、10所の地域型高齢者総合相談センターと、それらを業務統括・調整・支援す
る新宿区役所の基幹型高齢者総合相談センターがあります。
■高齢者総合相談センターでは、保健師、社会福祉士、主任ケアマネジャーなどの資格を持っ
た職員が、それぞれの専門性を活かして相談支援にあたっています。

【相談体制の充実】
〈運営体制〉
■平成22年 4月から、地域型高齢者総合相談センターの人員をほぼ倍増し、地域の中心的な
相談機関としての機能強化・体制整備を行いました。その結果、地域型高齢者総合相談センター
における相談件数は、平成21年度 16,485件から、令和元年度52,443件と、10年間で約3.2
倍に増加しました。
■増加する業務に対応していくため、平成30年度から地域型高齢者総合相談センターに副管理
者を配置し、運営体制を充実しました。
■区の地域包括ケアシステムをさらに推進するため、令和3年 1月に柏木地域に「柏木高齢者
総合相談センター」を設置し、相談体制の一層の充実を図りました。
■新宿区は、地域型高齢者総合相談センターに対し事業実施方針を示すとともに業務マニュア
ルを定め、年1回の実地調査において運営状況の確認と指導を行うことにより、業務の標準
化とサービスの向上を進めています。
■基幹型高齢者総合相談センターが中心となって、専門職種別・事業別の連絡会や研修を開催
することにより地域型高齢者総合相談センターへの後方支援を行い、相談支援の質の向上を
図っています。
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〈総合相談支援業務〉
■高齢者に関するどのような相談にもワンストップで対応し、適切なサービスや関係機関につ
なぐとともに、積極的なアウトリーチ（訪問相談）により、継続的に支援を行っています。
■基幹型高齢者総合相談センターに認知症支援コーディネーターと認知症地域支援推進員を配
置しています。また、地域型高齢者総合相談センター10所に認知症地域支援推進員を配置す
るとともに認知症初期集中支援チームを設置し、認知症が疑われる高齢者の早期発見・早期
診断につなげる体制の充実を図っています。
■高齢者総合相談センターに医療連携担当者を置き、「在宅医療と介護の交流会」に参加するこ
とにより、在宅療養支援のための連携体制を構築しています。
■日本司法支援センター東京地方事務所（法テラス東京）との協働連携により、高齢者総合相
談センターへの弁護士の派遣協力を得て、法的視点からの助言に基づいた相談支援を実施し
ています。

〈権利擁護業務〉
■高齢者虐待の早期発見に努めるとともに、通報受理の窓口として、関係機関等と連携を図り
ながら虐待への対応を行っています。
■新宿区社会福祉協議会内に設置している新宿区成年後見センターと連携し、成年後見制度や
地域福祉権利擁護事業を必要とする高齢者に対して、制度の紹介や手続きの支援を行ってい
ます。
■新宿消費生活センター等と連携し、消費者被害に関する情報を地域で周知し、被害防止に向
けて取り組んでいます。また、被害に遭った高齢者を早期に発見し、再発防止のための継続
的な相談支援を行っています。

〈ケアマネジャーへの支援〉
■ケアマネジャーに対して各種情報提供を行うとともに、地域においてケアマネジャーと関係
機関が連携体制を構築できるよう支援しています。
■ケアマネジャーのケアマネジメントにおける質の向上のため、同行訪問などの個別支援を行
うとともに、ケアマネジャーネットワーク新宿連絡会（ケアマネット新宿）等への運営支援
を行っています。

【地域ネットワークの構築】
■地域型高齢者総合相談センターに生活支援担当者を配置し、地域ニーズを把握するとともに、
個別の相談支援や関係機関とのネットワーク構築につなげています。また、地域の社会資源（医
療機関やNPO、ボランティア等の関係機関）を把握し、相談支援に活用しています。
■「見守り支え合い連絡会」をはじめとする関係機関との連絡会を通じて「顔の見える関係」を
構築し、連携を図っています。
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■地域型高齢者総合相談センターでは、多職種協働による個別型地域ケア会議及び日常生活圏
域型地域ケア会議を開催し、個別事例の検討を通じたケアマネジメント支援を行うとともに、
地域のネットワーク構築につなげています。また、区は新宿区地域ケア推進会議を開催し、
区全域における地域課題の整理を行うとともに、ネットワークの構築を行っています。

令和元年度「新宿区高齢者の保健と福祉に関する調査」では…

★�高齢者総合相談センターの名称・機能・所在地の認知度�  
〈一般高齢者【基本】調査〉

高齢者総合相談センターの名称の認知度をたずねたところ、「知っている」と回答した割合は、
43.4％となっています。また、機能の認知度については36.5％、所在地の認知度については31.4％
が「知っている」と回答しています。

名称の認知度 (1,864)

機能の認知度 (1,864)

所在地の認知度 (1,864)

36.5

31.4

60.2

63.7

3.3

4.9

(%)ｎ

43.4 52.6 4.0

知
っ

て

い

る

知

ら

な

い

　

無

回

答
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2. 課題

【相談体制の充実】
〈運営体制〉
■75歳以上高齢者人口の増加に伴い、高齢者総合相談センターにおける相談件数は、これから
も増加が見込まれます。また、65歳への年齢到達により、障害者福祉制度から介護保険を始
めとする高齢者福祉制度に移行してくる方などもいます。今後も、高齢者総合相談センターは、
増加する業務や福祉サービス制度間の移行等に的確に対応していくことが必要です。

〈高齢者総合相談センターの認知度〉
■「新宿区高齢者の保健と福祉に関する調査」の一般高齢者【基本】調査では、高齢者総合相
談センターの①名称②機能③所在地を「知っている」という回答は、それぞれ① 43.4％②
36.5％③ 31.4％となっています。高齢者が困りごとの早期から相談につながるよう、今後さ
らに一般高齢者の認知度を高める取組が必要です。

〈総合相談支援業務〉
■認知症高齢者への支援にあたっては、かかりつけ医及び地域の認知症サポート医をはじめと
する関係機関との連携を強化し、適切なサービスや地域資源情報を提供するなど、高齢者総
合相談センターのコーディネート機能を向上させる必要があります。
■在宅療養支援については、地域包括ケアシステムの実現に向けて、地域のかかりつけ医、在
宅医及び在宅医療相談窓口と、より密接に連携しネットワークを広げる取組が必要です。

〈権利擁護業務〉
■高齢者虐待への対応では、高齢者総合相談センターの職員に向けて作成した「新宿区高齢者
虐待対応マニュアル」を積極的に活用するとともに、法的な視点を踏まえた対応力の向上が
必要です。

【地域ネットワークの構築】
■高齢者総合相談センターが、継続的に社会資源の把握やネットワークの構築を行うことによ
り、見守りや支援を必要とする高齢者の情報が集まってくる環境づくりを進めることが必要
です。
■高齢者総合相談センターは、地域ケア会議の開催とともに、地域へ積極的にアプローチする
ことにより地域で活動する多様な担い手との協力関係を築き、地域に不足する社会資源を把
握するなど、地域包括ケアシステムのさらなる推進のための取組を進める必要があります。
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3. 今後の取組の方向性

【相談体制の充実】
〈運営体制〉
■地域で活動する多様な担い手との協働を実現し、より強固な地域ネットワークを構築すると
ともに、相談件数や業務量の増加に対応していくため、引き続き地域型高齢者総合相談セン
ターの運営体制の充実を図ります。
■区の実地調査等を通じて地域型高齢者総合相談センターの取組状況を継続的に確認するとと
もに、外部評価の実施による相談の質の向上を図るなど、地域特性に応じた相談体制の構築
や障害者支援も含めた関係機関との連携強化に向け、指導と運営支援を行っていきます。
■基幹型高齢者総合相談センターが、地域型高齢者総合相談センターへの後方支援や総合調整
等を行うことにより、区全体の高齢者総合相談センター業務の効果的な運営体制を構築して
いきます。

〈高齢者総合相談センターの認知度〉
■認知度の向上については、引き続きパンフレットや手軽なリーフレットを関係機関や地域の
高齢者等へ広く配布することにより、事業内容のさらなる周知を図ります。また、高齢者総
合相談センターは、アウトリーチによる相談支援や、地域の関係機関等とのネットワーク強
化に取り組むことにより、地域での認知度を高めていきます。

〈総合相談支援業務〉
■高齢者総合相談センターが、認知症サポート医から専門的助言を受けることで、認知症に係
るコーディネート機能をさらに向上させていきます。
■在宅療養を支援するために、医療を中心にしたコーディネート機能を担う在宅医療相談窓口
と連携を図り、一体となって取り組みます。また、医療と介護の密接な連携体制づくりを進
めるため、「在宅医療と介護の交流会」に引き続き参加し、病院、訪問看護ステーションなど
幅広い関係機関と地域ごとに顔の見える連携づくりを行っていきます。

〈権利擁護業務〉
■「新宿区高齢者虐待対応マニュアル」に基づき、虐待への標準化した判断基準を的確に運用す
るとともに、日本司法支援センター東京地方事務所（法テラス東京）との協働連携により、
法的な対応力の向上を図ります。

【地域ネットワークの構築】
■高齢者総合相談センターは、地域の社会資源の把握をさらに進めて相談業務に活用するととも
に、地域ケア会議の開催や、地域のネットワーク構築に資する会議や活動への積極的な参加に
より、社会資源の発掘や、地域包括ケアシステムの推進のためのネットワーク強化を図ります。 



第
3
章

第
4
章

第
5
章

資
料
編

117

第3章　高齢者保健福祉施策の推進
施策7　高齢者総合相談センターの機能の充実

第
1
章

第
2
章

地
域
型
高
齢
者
総
合
相
談
セ
ン
タ
ー（
10
か
所
）

社
会
福
祉
士

チ
ー
ム

ア
プ
ロ
ー
チ

主
任
ケ
ア
マ
ネ
ジ
ャ
ー

保
健
師
等

●
関
係
機
関
と
の
連
携
体
制
の
構
築

●
地
域
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の
構
築

●
地
域
の
ケ
ア
マ
ネ
ジ
ャ
ー
支
援
　
等

●
サ
ー
ビ
ス
利
用
等
総
合
相
談

●
専
門
的・
継
続
的
支
援

●
地
域
に
お
け
る
高
齢
者
の
実
態
把
握
　
等

基
幹
型
高
齢
者
総
合
相
談
セ
ン
タ
ー

（
新
宿
区
役
所
）

支
援
・
調
整
・
統
括

●
高
齢
者
虐
待
対
応

●
成
年
後
見
制
度
利
用
促
進

●
消
費
者
被
害
防
止
　
等

生
活
支
援

担
当

医
療
連
携

担
当

介
護
予
防

担
当

地
域
ケ
ア

会
議
担
当

認
知
症

担
当

介
護
予
防
ケ
ア
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
業
務

権
利
擁
護
業
務

包
括
的
・
継
続
的

ケ
ア
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
支
援
業
務

総
合
相
談
支
援
業
務

●
個
別
型
地
域
ケ
ア
会
議

●
日
常
生
活
圏
域
型
地
域
ケ
ア
会
議

●
指
定
介
護
予
防
支
援
事
業

●
介
護
予
防・
日
常
生
活
支
援
総
合
事
業

地
域
ケ
ア
会
議

●
新
宿
区
地
域
ケ
ア
推
進
会
議

地
域
ケ
ア
会
議

高
齢
者
総
合
相
談
セ
ン
タ
ー
の
業
務



119118

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



第
3
章

第
4
章

第
5
章

資
料
編

119

第3章　高齢者保健福祉施策の推進
施策7　高齢者総合相談センターの機能の充実

第
1
章

第
2
章

4. 施策を支える事業

事業名
（担当課） 事業概要 令和２年度末

見込
令和５年度

目標

高齢者総合相談センターの機
能の充実

高齢者が住み慣れた地域で安心して
暮らし続けられる「地域包括ケアシス
テム」の実現に向けて、高齢者総合
相談センターの相談体制の充実を図る
とともに、地域ケア会議をはじめ地域
におけるネットワーク会議等を活用し
て関係機関との連携強化を図るなど、
地域ネットワークの構築を進めます。

相談件数
延べ40,000 件

相談件数
延べ54,000 件

（高齢者支援課）

【再掲】【新規】チームオレン
ジの実施 実行計画

認知症高齢者やその家族の困りごと
の支援ニーズと認知症サポーターを
結びつけ、認知症高齢者やその家族
への早期支援と認知症サポーターの
活動支援に取り組みます。

― チームオレンジ
の実施（高齢者支援課）

【再掲】認知症サポーター養
成講座 実行計画

高齢者が認知症になっても住み慣れ
た地域で安心して暮らし続けられる
よう、病気の理解や対応方法などの
基礎を学ぶ、認知症サポーター養成
講座を開催します。

認知症サポーター
養成数
（累計）
25,000人

認知症サポーター
養成数
（累計）
29,800人

（高齢者支援課）

【再掲】認知症サポーター推
進事業（認知症サポーター活
動の推進） 実行計画

認知症サポーターの中で、区内での
活動を希望した方（認知症サポー
ター活動登録者）が地域の担い手と
して活躍できるよう、高齢者総合相
談センターが支援します。

認知症サポーター
活動登録者数
（累計）
600人

認知症サポーター
活動登録者数
（累計）
750人（高齢者支援課）

【再掲】認知症サポート医に
よる高齢者総合相談センター
支援

高齢者総合相談センターが、認知症
サポート医から、認知症高齢者の
個々の状態に即した対応方法につい
て専門的助言を受けることで、認知
症に係るコーディネート機能向上を
図ります。（新宿区医師会委託事業）

11所 11所
（高齢者支援課）

【再掲】認知症初期集中支援
チームによる支援　

地域型高齢者総合相談センターの医
療と福祉・介護の専門職で構成され
る「認知症初期集中支援チーム」が、
認知症が疑われ支援が必要な高齢者
に対して、医療や介護につなげる訪
問活動を行うことで、認知症の早い
段階からの支援を行います。

10所 10所（高齢者支援課）

【再掲】認知症・もの忘れ相
談

認知症やもの忘れを心配している区
民及びその家族等を対象に、認知症
への対応や診断、治療等について医
師による個別相談を実施します。併
せて、福祉や介護については、高齢
者総合相談センターの相談員が相談
に応じます。

認知症相談
12回

もの忘れ相談
21回

（高齢者総合相
談センター
3所で実施）

（新型コロナウイル
ス感染症の影響に
より一部中止）

認知症相談
18回

もの忘れ相談
24回

（高齢者総合相談
センター3所で

実施）

（高齢者支援課）
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事業名
（担当課） 事業概要 令和２年度末

見込
令和５年度

目標

【再掲】認知症介護者支援事
業　

認知症高齢者の介護者が、病気の理
解や対応方法、利用できる制度等を
学ぶとともに、介護者同士の交流に
よって仲間づくりを行う機会を提供
し、孤立の防止を図ります。また、
専門医による個別相談を行い、介護
者負担の軽減を図ります。
①認知症介護者家族会
②認知症介護者相談

認知症介護者
家族会　3所
認知症介護者
相談　11回
（新型コロナウ
イルス感染症の
影響により一部

中止）

認知症介護者
家族会　3所
認知症介護者
相談　12回

（高齢者支援課）

【再掲】介護者講座・家族会　 高齢者を介護している家族及び介護
経験のある家族等を対象に、介護者
講演会や介護者講座を開催します。
また、介護者相互の交流を深めるた
め、家族会の運営を支援していきま
す。

介護者講演会
1回

介護者講座
6回
家族会
9所

（新型コロナウ
イルス感染症の
影響により一部

中止）

介護者講演会
1回

介護者講座
10回
家族会
9所

（高齢者支援課）

虐待防止の推進 高齢者総合相談センターを、虐待の
相談、通報、届出の窓口としていま
す。高齢者自身の届出や区民等から
の通報、民生委員・児童委員、ケア
マネジャーからの相談に対し、継続
的支援を行います。

虐待相談件数　　
延べ800件 ―

（高齢者支援課）

法テラス東京との協働連携 日本司法支援センター東京地方事務
所（法テラス東京）との協働連携に
より、高齢者総合相談センターへの
弁護士の派遣協力を得て、法的視点
からの助言に基づいた相談支援を実
施しています。

弁護士派遣
108回

弁護士派遣
144回

（高齢者支援課）

【再掲】介護予防ケアプラン
作成

要支援 1・2の認定を受けるか、基
本チェックリスト該当者となり、予
防給付や介護予防・生活支援サービ
スを必要とする方に、要支援状態の
改善や要介護状態にならないための
介護予防ケアプランを作成します。
原則として、地域型高齢者総合相談
センターが作成します。

― ―
（地域包括ケア推進課）

ケアマネジャーネットワーク
等への支援

区民に居宅介護支援を提供している
事業所で構成されている、ケアマネ
ジャーネットワーク新宿連絡会（ケア
マネット新宿）等への運営支援を行う
とともに、会員を対象とした研修会・
学習会を協働で実施します。

研修会
6回

研修会
6回（高齢者支援課）
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事業名
（担当課） 事業概要 令和２年度末

見込
令和５年度

目標

【再掲】地域ネットワークの
構築　

地域ケア会議を開催するとともに、地
域で開催されるケアマネジャー交流会
や医療機関との在宅復帰会議などの
地域におけるネットワーク会議等に積
極的に参加し、地域ネットワークの構
築を図ります。

― ―（高齢者支援課）

【再掲】高齢者見守り支え合
い連絡会の開催　

民生委員・児童委員、情報紙配布員、
高齢者見守り登録事業者及び地域ボ
ランティア等による区民参加型の連絡
会を開催し、地域の高齢者見守り活動
関係者による意見交換等を行いなが
ら、地域における見守り支え合いの輪
の充実を図ります。

新型コロナウイ
ルス感染症の影
響により中止

10回（高齢者支援課）

5. 指標

指標名 現状 
（令和元年度） 

目標 
（令和５年度） 

高齢者総合相談センターの認知度（一般高齢者調査）
①名称　②機能　③場所

①43.4％
② 36.5％
③ 31.4％

① 50.0％
② 50.0％
③ 50.0％
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多様化するニーズに対応した質の高い介護保険サービスを提供するため、サービスの提供体
制を確保していきます。介護保険サービス事業者を支援し、地域密着型サービスを整備するほ
か、在宅生活が困難になった高齢者を支えるため、特別養護老人ホームの整備を進めます。また、
介護保険サービスの適正利用を促進するため、事業者への指導や、利用者に向けた制度説明な
どの周知活動を行います。

施策 8　介護保険サービスの提供と基盤整備

1. 現状とこれまでの取組

〈地域包括ケアのさらなる推進に向けた整備〉
■要支援・要介護認定者数及び介護保険サービス総給付費の現状は、介護保険制度が創設され
た平成12年度と令和元年度の実績を比較すると、高齢者の増加に伴い、要支援・要介護認定
者数は約2.6倍、介護保険サービス総給付費は約2.8倍に増加しています。1 

■高齢者が住み慣れた地域で暮らし続けられるよう、通い・訪問・宿泊を組み合わせて利用す
る小規模多機能型居宅介護や認知症高齢者グループホームなどの地域密着型サービスを重点
的に整備すると同時に、在宅生活が困難になった高齢者を支えるため、公有地を活用した特
別養護老人ホームの整備を進めています。
■新宿区第一次実行計画（平成30～令和2年度）での整備目標数は、小規模多機能型居宅介護（看
護小規模多機能型居宅介護を含む）9所、認知症高齢者グループホーム13所、ショートステ
イ11所でしたが、令和元年度末までの整備状況は、小規模多機能型居宅介護（看護小規模多
機能型居宅介護を含む）8所、認知症高齢者グループホーム11所、ショートステイ11所となっ
ています。なお、令和2年度に、小規模多機能型居宅介護と認知症高齢者グループホームの
併設施設の整備事業者を選定しました。

1 �要支援・要介護認定者数（各年 10 月 1 日現在）…平成 12 年度：5,484 人、令和元年度：14,019 人�  
介護保険サービス総給付費（居宅サービス・地域密着型サービス・施設サービス）…平成 12 年度：6,981,170,905 円、
令和元年度 19,871,362,503 円
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令和元年度「新宿区高齢者の保健と福祉に関する調査」では…

★介護が必要になった場合の生活場所

調査間比較でみると、介護が必要になった場合の生活場所について、《可能な限り自宅で生活を続け
たい》は、要支援・要介護認定者が84.6％で最も高くなっています。

令和元年度「在宅介護実態調査」では…

★施設等検討の状況

区の調査では、母数が少ないため資料としては参考ですが、国全体のまとめでは、訪問系サービス
の利用回数が多いほど施設入所を検討していない方が多く、在宅生活の継続に訪問系サービスが寄与
しています。

 一般高齢者【基本】調査 (1,864)
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要支援・要介護認定者調査

介

護

78.7% 19.7%

1.1%

0.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

合計(n=183)
検討していない 検討中 申請済み 無回答

の状況 

区の調査では、母数が少ないため資料としては参考ですが、国全体のまとめでは、訪問系

〈�介護保険サービスの質の向上、介護人材の育成・確保、感染症への備えに
対する事業者への支援〉
■「新宿区高齢者の保健と福祉に関する調査」の要支援・要介護認定者調査の結果によると、介
護保険サービスの利用満足度について、総合的な利用満足度は89.6％となっています。
■区内の介護保険サービス事業者等で組織される「新宿区介護保険サービス事業者協議会」へ
の支援や、事業者向けの研修「新宿ケアカレッジ」を実施し、サービスの質の向上を目的と
した研修を行い、介護人材の育成を進めています。
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■介護従事職員の働きやすい職場環境を実現し、介護人材の確保定着を図るため、福祉避難所
の指定を受けた区内民間の地域密着型サービス事業所に対して、平成30年度から介護従事職
員の宿舎借り上げを支援し、住宅費負担を軽減しています。また、これまで介護の仕事をし
たことのない方々にも介護の仕事を知ってもらい、介護人材確保につなげていけるよう、令
和元年度から入門的研修事業として介護の仕事の魅力・やりがいを紹介する講座、介護人材
入門的研修及びおしごと相談会を実施しています。
■「新宿区の地域包括ケアシステムにおける高齢者保健福祉施策の位置付け」（p.51 参照）の
図にあるとおり、地域包括ケアを推進するうえで、ケアマネジャーはサービスのコーディネー
ターとして重要な役割を担います。そこで、集団指導等1において「新宿区におけるケアマネ
ジメントに関する基本方針」（p.125参照）について説明してきました。
■感染症の感染拡大防止に向け、保健所と連携し介護保険サービス事業所を支援しています。

〈適正利用の促進〉
■要介護認定の公平・公正を確保し、要介護認定を遅滞なく適正に実施するため、要介護認定
に必要な認定調査票の点検や、認定調査員を対象に認定調査の知識を深めるための研修を行っ
ています。
■適正なサービス提供や利用を促進するため、介護保険サービス事業所への指導等を行ってい
ます。報酬請求内容の点検や事業所への実地指導、ケアプラン点検などを実施し、不適切な
報酬請求には返還を求めています。また、利用者に対しては適正なサービス利用のパンフレッ
トの配布を行っています。
■介護サービスに関する利用者からの苦情への対応も行っています。苦情の原因として多い項
目は、「サービスの質」「従事者の態度」「管理者の対応」となっています。

〈介護保険制度の趣旨普及〉
■区民への介護保険制度の周知を図るため、介護保険べんり帳を作成し、配布しています。また、
利用者がサービス提供事業者を選択する際に参考となるよう、介護保険事業者データベース
を作成し、区のホームページで公開しています。
■介護に対する理解や認識を深めてもらうため、「しんじゅく介護の日」を開催し、講座や福祉
用具等の展示などを実施しています。

1 �集団指導等：サービス事業者への指導は、適正なサービス内容や介護報酬の請求等について周知徹底させるとともに、指定
基準等に照らし改善の必要があると認められる事項については、適切な助言及び指導を行う。サービスの質の向上及び確保
等を目的として実施し、指導の形態は以下のとおり。�  
①集団指導 指導の内容に応じ、対象となるサービス事業者等を、一定の場所に集めて講習等の方法により行う。�  
②実地指導 指導の対象となるサービス事業者等の事業所において実地に行う。
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新宿区におけるケアマネジメントに関する基本方針

ケアマネジメントの実施にあたっては、「新宿区指定居宅介護支援等の事業の人員及び

運営に関する基準を定める条例」に基づいた運営をお願いします。同条例で定める基

本方針は以下の通りです。

「新宿区指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準を定める条例」

（平成30年 3月 16日　条例第20号）

（略）第1節　基本方針 

第 3条　指定居宅介護支援の事業は、要介護状態となった場合においても、その利用

者が可能な限りその居宅において、その有する能力に応じ自立した日常生活を営むこ

とができるように配慮して行われるものでなければならない。

2　指定居宅介護支援の事業は、利用者の心身の状況、その置かれている環境等に応

じて、利用者の選択に基づき、適切な保健医療サービス及び福祉サービスが、多様な

事業者から、総合的かつ効率的に提供されるよう配慮して行われるものでなければな

らない。

3　指定居宅介護支援事業者（法第 46条第 1項に規定する指定居宅介護支援事業者

をいう。以下同じ。）は、指定居宅介護支援の提供に当たっては、利用者の意思及び人

格を尊重し、常に利用者の立場に立って、利用者に提供される指定居宅サービス等（法

第8条第 24項に規定する指定居宅サービス等をいう。以下同じ。）が特定の種類又は

特定の居宅サービス事業を行う者若しくは地域密着型サービス事業を行う者（以下「居

宅サービス事業者等」という。）に不当に偏することのないよう、公正中立に行わなけ

ればならない。

4　指定居宅介護支援事業者は、事業の運営に当たっては、特別区及び市町村（以下「区

市町村」という。）、法第 115条の 46第 1項に規定する地域包括支援センター、老

人福祉法（昭和 38年法律第 133号）第 20条の 7の 2第 1項に規定する老人介護

支援センター、他の指定居宅介護支援事業者、指定介護予防支援事業者（法第 58条

第 1項に規定する指定介護予防支援事業者をいう。以下同じ。）、介護保険施設、障害

者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成17年法律第123号）

第 51条の 17第 1項第 1号に規定する指定特定相談支援事業者等との連携に努めな

ければならない。（以下略）
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令和元年度「新宿区高齢者の保健と福祉に関する調査」では…

★�利用している介護保険サービスの満足度（※回答数 10 未満のサービスを除く）�  
〈要支援・要介護認定者調査〉

訪問介護（ホームヘルプサービス） (263) 81.8%

福祉用具貸与 (247) 93.2%

通所介護（デイサービス） (199) 90.5%

住宅改修費の支給 (124) 89.5%

通所リハビリテーション（デイケア） (115) 86.1%

訪問リハビリテーション (108) 90.7%

訪問看護 (99) 92.9%

特定福祉用具購入費の支給 (70) 92.9%

地域密着型通所介護（小規模デイサービス） (69) 89.9%

短期入所生活介護（ショートステイ） (61) 82.0%

定期巡回・随時対応型訪問介護看護 (57) 93.0%

居宅療養管理指導 (55) 92.7%

訪問入浴介護 (38) 94.7%

認知症対応型通所介護（認知症デイサービス） (36) 97.2%

小規模多機能型居宅介護 (29) 75.9%

夜間対応型訪問介護 (20) 75.0%

短期入所療養介護（ショートステイ） (14) 85.8%

看護小規模多機能型居宅介護 (13) 76.9%

介護老人保健施設（老人保健施設） (13) 92.3%

ｎ
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★総合的な満足度（無回答を除いた集計）

総合的な満足度は、無回答を除いた場合、「満足」と「おおむね満足」をあわせた《満足》は89.6％となっ
ています。

★新宿区に対して望むこと（複数回答）〈ケアマネジャー調査〉

ケアマネジャーの立場から、新宿区に対して望むことをたずねたところ、「困難ケースへの支援」
（59.4%）が 6割弱で最も高く、次いで、「介護保険に関する情報提供」（40.6%）、「利用者への適正なサー
ビス利用の啓発」（35.5%）の順となっています。

35.1 54.5 9.9

0.5

ｎ

(444)

(%)

満

足

お

お

む

ね

満

足

や

や

不

満

不

満

《満足》89.6％ 

 

 

 

 

 

 

 

 

n=(155)  

困難ケースへの支援

介護保険に関する情報提供

利用者への適正なサービス利用の啓発

高齢者総合相談センターの機能の充実

ケアマネット（ケアマネジャーネットワーク新宿連絡会）への支援
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質の向上のための研修

不正な事業所の指導
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2. 課題

〈地域包括ケアのさらなる推進に向けた整備〉
■「新宿区高齢者の保健と福祉に関する調査」では、要支援・要介護認定者調査において84.6%
の方が「介護が必要になっても自宅での生活を継続したい」という意向をもっていることから、
在宅での生活を支えるためのサービスを充実させる必要があります。
■地価の高い都心部での施設整備は、用地の確保が困難であるため、事業者の参入が難しく整備が
進まない現状があります。また、施設サービスは一人当たりの給付費が高額となるため、保険制
度の中では保険料に影響を与えることとなり、給付と負担のバランスを考慮する必要があります。

〈�介護保険サービスの質の向上、介護人材の育成・確保、感染症への備えに
対する事業者への支援〉
■介護保険サービス事業者が、法令や基準に基づき適正なサービス提供を行っていくとともに、
より質の高いサービスを提供できる介護人材を育成・確保することが必要です。各職種がそ
れぞれの専門性を高め、関係機関との連携を強固にしていくことが必要です。
■事業者によっては、研修体制が整っていないなど、自社で研修を実施することが難しい状況
にあります。
■団塊の世代が全て75歳以上になる令和7（2025）年、団塊ジュニア世代が全て65歳以上
になる令和22（2040）年に向けて介護ニーズが増大し、現役世代が急減することから、介
護分野の担い手の人材確保が喫緊の課題となっています。
■地域包括ケアにおけるケアマネジャーの役割やケアマネジメントの基本方針は、多くの区民
に理解してほしい事柄で、ケアマネジャーをはじめ、広く周知していく必要があります。
■事業所等の感染予防対策と、感染症発症時においてもサービスを継続するための備えが必要です。

〈適正利用の促進〉
■認定調査は要介護認定の基礎となる資料であり、全国一律の基準に基づき、公平公正で客観
的かつ正確に行うことが必要です。そのため、利用者への適正な認定調査の実施及び調査内
容の十分な点検が求められています。
■適正なサービス提供や利用を促進するためには、利用者や事業所職員に複雑な介護保険制度
を理解してもらうことが必要です。また、事業者への指導にあたっては、介護報酬請求に必
要な要件や制度改正内容の丁寧な説明が必要であるため、専門的知識を有する職員の育成が
求められています。
■介護サービスに関する苦情への対応にあたっては、申立人が独居や認知症の方なども多いた
め、丁寧な対応が求められています。

〈介護保険制度の趣旨普及〉
■介護保険制度は制度開始以来、検討が加えられ、見直しを行った結果、サービスの内容や利
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用方法、費用などが変更されてきています。それらを利用者に対して、より分かりやすく説
明していく必要があります。

3. 今後の取組の方向性

〈地域包括ケアのさらなる推進に向けた整備〉
■介護が必要になっても住み慣れた地域で暮らし続けられる「地域包括ケア」のさらなる推進
に向けて、各種の介護保険サービスの提供体制を整備していきます。
■小規模多機能型居宅介護や認知症高齢者グループホームなどの地域密着型サービスについて
は、市谷山伏町で整備を進めています。また、引き続き民有地の公募により認知症高齢者グルー
プホームの整備を図っていきます。
■高齢者数や要介護認定者数の増加や、特別養護老人ホームの入所待機者数の動向を踏まえ、
在宅生活が困難となっても住み慣れた地域での生活が続けられるよう、施設整備計画を進め
ていきます。
■特別養護老人ホーム及び併設ショートステイについては、市谷薬王寺町国有地を活用した整
備を進めます。

〈�介護保険サービスの質の向上、介護人材の育成・確保、感染症への備えに
対する事業者への支援〉
■介護保険サービス事業者の創意工夫ある自主的な取組で、多様化するニーズに対応した質が
高く適正なサービス提供が実現できるように、事業者への支援を推進していきます。
■事業者向け研修「新宿ケアカレッジ」を実施し、介護の専門職としてのスキルアップを目指
す人材育成、感染症に対する理解や知見を有した上で業務にあたる人材の育成、良好な事業
所運営への支援を図っていきます。
■引き続き、介護従事職員の働きやすい職場環境を実現するため、介護従事職員の宿舎借り上
げを支援するとともに、より広い裾野から区内介護サービス事業所への介護人材の参入及び
確保を図るため、介護の仕事に興味を持つ方に向けて入門的研修事業を実施します。
■介護保険事業計画に「新宿区におけるケアマネジメントに関する基本方針」を掲載（p.125
参照）し周知することで、地域包括ケアにおけるケアマネジャーの役割について区民や事業
者等の理解を進めます。

〈適正利用の促進〉
■介護保険制度を持続可能なものとするためには、適正利用の促進は重要であり、保険者であ
る区の役割は大きいものとなっています。適切な要介護認定を行うとともに、関係各課と連
携しながら、より効率的で効果的な指導及び適正化のための事業を行っていきます。また、
専門的知識を有する職員の育成のため、引き続き職場内研修等を充実させていきます。
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〈介護保険制度の趣旨普及〉
■新宿区ホームページや各種パンフレットの発行、高齢者総合相談センターやケアマネジャー
による制度説明など周知活動を引き続き行い、介護保険制度についての理解を高め、適切な
サービス利用につなげます。
■「しんじゅく介護の日」のイベントなどにより、介護保険制度を身近に感じていただけるよ
う周知を図ります。

4. 施策を支える事業

事業名
（担当課） 事業概要 令和２年度末

見込
令和５年度

目標

介護保険サービス 介護保険は、本人や家族が抱える介
護の不安や負担を社会全体で支え合
う制度です。介護保険制度は、区が
保険者となって運営しています。40
歳以上の人が被保険者となって保険
料を納め、介護が必要と認定された
ときには、費用の一部を支払って介護
保険サービスを利用することができま
す。

― ―

（介護保険課）

特別養護老人ホームの整備 
実行計画

在宅生活が困難になった要介護高齢
者を支えるため、民間事業者が行う
施設整備の経費の一部を補助するこ
とにより、区内の特別養護老人ホー
ムを整備します。

特別養護老人
ホーム

9所 665人

特別養護老人
ホーム

10所 749人（介護保険課）

地域密着型サービスの整備 
実行計画

要介護状態になっても住み慣れた地
域で暮らし続けられるよう、小規模
多機能型居宅介護・看護小規模多機
能型居宅介護、認知症高齢者グルー
プホームの整備を推進します。

小規模多機能型
居宅介護等
8所212人
認知症高齢者
グループ
ホーム

11所180人

小規模多機能型
居宅介護等
9所241人
認知症高齢者
グループ
ホーム

14所252人

（介護保険課）

ショートステイの整備 
実行計画

地域包括ケアを推進し、併せて介護
者の負担を軽減するため、在宅生活
を支えるショートステイの整備を推
進します。

ショートステイ
（短期入所
生活介護）
11所 120人

ショートステイ
（短期入所
生活介護）
12所 132人（介護保険課）

医療介護支援 胃ろう等の医療処置を必要とする区
民が入所しやすくなるよう、区内の
特別養護老人ホームに対して医療処
置が必要な入所者を受け入れるため
の施設運営経費を助成します。

対象施設
9施設

対象施設
10施設

（介護保険課）

特別養護老人ホームの入所調
整

特別養護老人ホームに、より必要度
の高い人から円滑に入所できるよ
う、入所調整基準に基づく優先順位
名簿を年 4回作成し、調整を行い
ます。

― ―
（介護保険課）
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事業名
（担当課） 事業概要 令和２年度末

見込
令和５年度

目標

地域密着型サービス事業者の
指定

「地域密着型サービス」、「介護予防
支援」、「居宅介護支援」の事業者の
指定を行います。「地域密着型サー
ビス」の指定等に関しては、「地域
包括支援センター等運営協議会」で
意見を聴取します。

― ―（介護保険課）

新宿区介護サービス事業者
協議会への支援

区内の介護保険サービス事業者が中
心となって組織されている新宿区介
護サービス事業者協議会の運営を支
援します。

会員事業者数
200法人 ―

（介護保険課）

介護保険サービス事業所向け
研修（新宿ケアカレッジ）

区内の介護保険サービス事業所を対
象に、サービスの質の向上を目的と
した研修を行います。

3～ 5回程度 ―
（介護保険課）

介護福祉士資格取得等費用助
成事業

区内の介護保険サービス事業所の人
材確保、育成及びサービスの質の向
上や良好な事業所運営を目的とし
て、介護福祉士の資格取得のための
費用の一部を助成します。

申請件数
25件 ―

（介護保険課）

介護人材確保支援事業 より広い裾野から区内介護サービス
事業所への介護人材の参入及び確保
を図るため、入門的研修事業として
介護の仕事の魅力・やりがいを紹介
する講座、介護人材入門的研修及び
おしごと相談会を実施します。

実施 ―
（介護保険課）

介護従事職員宿舎借り上げ支
援事業

介護従事職員の働きやすい職場環境
を実現するため、区内に所在する民
間の地域密着型サービス事業所に対
して、介護従事職員の宿舎借り上げ
を支援し、住宅費負担を軽減します。

補助対象法人
5法人
補助対象
事業所数

5事業所 12人	

―
（介護保険課）

福祉サービス第三者評価の受
審費用助成

介護保険サービスの質の確保や事業
者選択に必要な情報提供を目的とす
る福祉サービス第三者評価の普及の
ため、区内の介護保険サービス事業
者に受審費用を助成します。

事業所数
15か所 ―

（介護保険課）

介護保険サービスに関する苦
情相談

介護保険サービスの利用に関する苦
情について、事実関係を確認し、事
業者等との調整を行います。

― ―
（介護保険課）

介護給付適正化の推進 サービスの質の向上及び適正利用の
促進の観点から、認定調査票や介護
報酬請求内容の点検、ケアプラン点
検、適正な介護サービス利用のパン
フレットの配布などを行い、給付費
の適正化を図ります。

請求内容点検
回数150回
ケアプラン点検 
件数 30件

請求内容点検
回数200回
ケアプラン点検 
件数 40件

（介護保険課）
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事業名
（担当課） 事業概要 令和２年度末

見込
令和５年度

目標

介護保険サービス事業者に対
する指導検査

介護保険サービス事業者が、指定基
準や算定基準等に沿った運営を行っ
ているか実地検査等による指導を実
施します。

集団指導
1回

実地指導
10事業所

集団指導
1回

実地指導
45事業所（介護保険課）

「しんじゅく介護の日」の開催 国が定めた 11月 11日の「介護の
日」にちなんで、区民それぞれの立
場で介護について考え、介護に対す
る理解や認識を深めてもらうため、
講演や展示などによる「しんじゅく
介護の日」のイベントを開催します。

新型コロナウイ
ルス感染症の影
響により中止

展示参加者の
満足度80%

（介護保険課）

介護保険制度の趣旨普及 区民への介護保険制度の周知を図る
ため、介護保険べんり帳を作成し配
布します。また、利用者の介護保険
サービス事業者選択の際に参考とな
るよう、介護事業者検索システムに
より、事業者情報を提供しています。

「介護保険べん
り帳」発行
66,000 部

外国語版　介護
保険べんり帳の

発行
英・中・韓
各700部

―

（介護保険課）

5. 指標

指標名 現状 
（令和元年度） 

目標 
（令和５年度） 

介護保険サービスの総合的な利用満足度（無回答を除
く「満足」「おおむね満足」の割合）
（要支援・要介護認定者調査）

89.6% 90.0%
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介護保険サービスの保険料負担と
給付のしくみ

介護保険料は、3 年を 1 期とする介護保険事業計画期間中のサー
ビス（給付費）の利用見込量に応じたものとなるため、サービス
の利用量が増加すれば保険料は上がり、利用量が減少すれば保険

料は下がることになります。以下、新宿区の介護保険サービスの給付状況（令和
元年度）をみると、施設サービスにおける利用者 1 人当たりの年間給付額は居宅
サービス及び地域密着型サービスに比べ高額となっており、利用するサービスに
よっても、利用者 1 人当たりにかかる給付費に差があります。

介護保険法の中でも、国民自らが健康保持増進に努めることや、要介護状態に
なった場合においても、その有する能力の維持向上に努めることがうたわれてい
ます。できるだけ健康に心がけ介護予防や重度化防止に努めることが、ひいては
保険料負担の軽減にもつながります。

サービスの区分
（主なサービス）

令和 2 年 3 月の
利用者数 年間給付額 利用者 1 人当たりの

年間給付額

居宅サービス
（訪問介護、通所介護、訪問看護等） 8,564人 11,771,676,165 円 1,374,553 円

地域密着型サービス（認知症高齢者グルー
プホーム、小規模多機能型居宅介護等） 1,765人 2,513,480,668 円 1,424,068 円

施設サービス
（特別養護老人ホーム、介護老人保健施設等） 1,639人 5,586,205,670 円 3,408,301 円

【新宿区の介護保険サービスの給付状況（令和元年度）】

※年間給付額は、サービスにかかる費用から利用者負担額（所得に応じ 1 割～ 3 割）を引いた額です。

トピックス
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高齢者が地域で自立した生活を送るためには、介護保険サービスとともに、介護保険では対
応していない多様なサービスにより、日常生活へのきめ細かな支援や見守り等を行うことが必
要です。高齢者の地域での生活を支援するため、新宿区独自の介護保険外サービスを実施し、
周知と利用促進を図っていきます。

施策 9　自立生活への支援（介護保険外サービス）

1. 現状とこれまでの取組

〈介護保険外サービスの安定的な提供〉
■高齢者の住み慣れた地域での在宅生活を支援するために、介護保険サービスに加え、高齢者
の多様なニーズに対応できる様々な介護保険外サービスを、区独自に実施しています。各サー
ビスの相談及び申請は、11か所の高齢者総合相談センターで行っています。
■配食サービス、理美容サービス、寝具乾燥消毒サービス、回復期生活支援サービス等を実施し、
高齢者の在宅生活を支援しています。
■高齢者やその介護者の経済的負担を軽減するために、おむつ費用の助成を行っています。
■高齢者が安心して在宅で生活するために、緊急通報システムの貸し出しや火災安全システム
の給付を行っています。
■認知症高齢者を重点的に支援するために、一人暮し認知症高齢者への生活支援サービスを実
施しています。
■高齢者を在宅で介護する方を支援するために、介護者リフレッシュ支援事業、徘徊高齢者探
索サービス、緊急ショートステイ事業を実施しています。
■住み慣れた家で自立した日常生活を送るための支援として、高齢者住宅設備改修給付事業、
自立支援住宅改修及び日常生活用具給付事業を実施しています。また、通所系サービス利用
者の食費について、通所介護等食費助成事業を実施しています。
■平成30年度には、寝具乾燥消毒サービス及び回復期生活支援サービスの受給資格要件の拡大、
回復期生活支援サービス及び徘徊高齢者探索サービスの受給者負担の軽減、介護者リフレッ
シュ支援事業、一人暮し認知症高齢者への生活支援サービス及び回復期生活支援サービスの
利用時間帯の拡大等、サービス間の整合を図りつつ、より利用しやすいサービスとする変更
を実施しました。
■区が実施する高齢者サービスや相談窓口等について、わかりやすく活用しやすい情報を提供
する総合情報冊子「高齢者くらしのおたすけガイド」を作成・配布し、サービスの利用に繋
げています。
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令和元年度「新宿区高齢者の保健と福祉に関する調査」では…

★健康や福祉サービスに関する情報量の充実度〈要支援・要介護認定者調査〉

健康や福祉サービスに関する情報量の充実度についてたずねたところ、「足りている」と「おおむね
足りている」をあわせた《足りている》は56.1％となっています。

《足りている》56.1％ 《不足している》33.5％ 

14.6 41.5 21.9 11.6 10.5

ｎ

(837)

(%)
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る や
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不
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る

　

無

回

答

2. 課題

〈介護保険外サービスの安定的な提供〉
■「団塊の世代」が全て75歳を迎える令和7（2025）年に向けて、高齢者人口の増加に対応し、
介護保険外サービスを継続して実施する必要があります。
■高齢者が在宅生活を継続していくうえで、必要なサービスを適切に利用できるよう、制度の
周知を進めていく必要があります。

3. 今後の取組の方向性

〈介護保険外サービスの安定的な提供〉
■介護保険外サービスの利用状況を踏まえつつ、サービスを安定的に提供していきます。
■高齢者本人やその介護者のみならず、ケアマネジャーや医療機関等に対し、制度を積極的に
周知することで、サービスの利用を促進します。
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4. 施策を支える事業

事業名
（担当課） 事業概要 令和２年度末

見込
令和５年度

目標

配食サービス 65歳以上の一人暮らし等で、食事
の支度が困難な方に、月～金曜日に
昼食を宅配するとともに、配食時に
安否確認を行います。

配食数
延べ41,000 食 ―（高齢者支援課）

理美容サービス 65歳以上で外出が困難（要介護4・
5、身体障害者手帳 1・2級、愛の
手帳 1・2度等）な在宅の方に、自
宅への出張調髪・カットを行います。

利用回数
延べ1,300回 ―（高齢者支援課）

寝具乾燥消毒サービス 65歳以上の一人暮らし等又は、在
宅の寝たきりの方、身体障害者手帳
1・2級、愛の手帳1・2度の方に、
寝具の乾燥消毒及び水洗いを行いま
す。

利用回数
延べ4,500回 ―（高齢者支援課）

回復期生活支援サービス 65歳以上の一人暮らし等で、退院
直後等により一時的に身体機能が低
下している方に対して、ヘルパーを
派遣します。

利用時間
1,400時間 ―（高齢者支援課）

高齢者おむつ費用助成 65歳以上の要介護 1以上又は入院
中で、日常的におむつを必要とする
方に対して、月額 7,000 円を上限
におむつ費用を助成します。

利用者数
現物助成

延べ23,000 人
代金助成

延べ3,500人

―（高齢者支援課）

補聴器・杖の支給 医師が補聴器の使用を必要と認めた
70歳以上の方に対して、補聴器を
支給します。また、歩行に不安のあ
る 65歳以上の在宅の方に、杖を支
給します。

支給数
補聴器

延べ400個
杖

延べ1,000本

―（高齢者支援課）

高齢者緊急通報システム 65歳以上の一人暮らし等で、慢性
疾患があるなど日常生活を営む上で
常時注意を要する方に、緊急通報用
機器やペンダントの貸し出しを行い
ます。緊急事態に陥ったときに、東
京消防庁や警備会社に通報が入るシ
ステムです。

稼働台数
延べ500台 ―

（高齢者支援課）

高齢者火災安全システム 65歳以上の一人暮らし等で、防火
の配慮が必要な方に、電磁調理器、
火災警報器、ガス安全システムのう
ち1種目を給付します。

給付台数
延べ60台 ―（高齢者支援課）

【再掲】一人暮し認知症高齢
者への生活支援サービス

65歳以上の一人暮らしの認知症高
齢者で、区内在住の介護者がいない
方に、ヘルパーを派遣します。

利用時間
11,000 時間 ―

（高齢者支援課）
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事業名
（担当課） 事業概要 令和２年度末

見込
令和５年度

目標

【再掲】介護者リフレッシュ
支援事業

65歳以上の認知症又は要介護 1以
上の高齢者にヘルパーを派遣し、日
常的に介護している方のリフレッ
シュを支援します。

利用時間
18,000 時間 ―

（高齢者支援課）

【再掲】徘徊高齢者探索サー
ビス

60歳以上で認知症による徘徊のあ
る方を在宅で介護する家族に、位置
情報専用端末機の利用料等を助成し
ます。

利用台数
延べ40台 ―

（高齢者支援課）

【再掲】高齢者緊急ショート
ステイ事業

介護する家族が、急病やけが等のた
めに介護できない場合に、有料老人
ホームの居室を提供することで、緊
急時における要介護者の生活の場を
一時的に保障し、その在宅生活を支
援します。

利用者数
延べ90人
利用日数
延べ600日

―（高齢者支援課）

高齢者住宅設備改修給付事
業、高齢者自立支援住宅改修
及び日常生活用具給付事業

高齢者の転倒予防、動作の容易性の
確保、行動範囲の拡大等を図るため、
住宅設備の改修費及び日常生活用具
購入費を給付することにより、在宅
での生活を支援します。

― ―

（介護保険課）

通所介護等食費助成事業 介護保険の通所系サービス及び通所
介護相当サービスを利用した住民税
非課税世帯の方を対象に、食費にか
かる費用の一部を助成します。

― ―（介護保険課）

老人性白内障特殊眼鏡等の費
用助成

老人性白内障による水晶体摘出手術
を受け、身体上の理由で眼内レンズ
を挿入できなかった高齢者（区内在
住の65歳以上で所得等一定の条件
を満たす方が対象）に対し、特殊眼
鏡等の購入費用の一部を助成しま
す。

― ―（高齢者医療担当課）

総合情報冊子「高齢者くらし
のおたすけガイド」の作成

区が実施する高齢者サービスや相談
窓口等について、わかりやすく活用
しやすい情報を提供する総合情報冊
子「高齢者くらしのおたすけガイド」
を作成・配布します。

総合情報冊子の
作成・配布

総合情報冊子の
作成・配布（高齢者支援課）

5. 指標

指標名 現状 
（令和元年度） 

目標 
（令和５年度） 

健康や福祉サービスに関する情報量の充実度
（要支援・要介護認定者調査） 56.1% 60.0%
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住み慣れた地域で最期まで自分らしく安心して暮らし続けられるよう、在宅医療体制の構築
や医療と介護の連携を推進するなど、在宅療養体制をさらに強化します。また、高齢者や高齢
者を支える世代が在宅療養のイメージを持ち、医療・介護サービスなどを積極的に利用するこ
とにより在宅療養が可能であることを実感できるよう、広く普及啓発を行います。

施策 10　在宅療養支援体制の充実

1. 現状とこれまでの取組

〈在宅療養体制の充実〉
■区内には、地域包括ケア病棟3病院、看護小規模多機能型居宅介護2施設があります。退院
支援を強化する病院も増え、在宅療養を支える仕組みや病院と地域の連携が推進されてきて
います。
■在宅療養支援診療所及び合計診療患者実人数は、平成28年は 42か所 3,465人（平成27年
7月～平成 28年 6月）でしたが、令和元年には50か所 4,764 人（平成 30年 7月～令和
元年6月）となりました。在宅療養支援診療所は大きく増加し、診療患者の実人数も増えて
いることから、在宅医療は着実に広がってきていると考えられます。
■区は在宅医療相談窓口、がん相談窓口、在宅歯科相談窓口を設け、医療を中心とした専門的
な相談に応じています。
■在宅医療のネットワーク構築のために医師会、歯科医師会、薬剤師会等の各団体が、それぞ
れ他関係機関と ICTを活用し連携を深める取組をしています。
■摂食嚥下機能を支援する仕組みとして、飲み込みなど気になる症状がある方がかかりつけ医
やかかりつけ歯科医、ケアマネジャー等の身近な専門職や在宅医療相談窓口に相談し、摂食
嚥下ツールを使った飲み込みチェックを行うことができます。また、必要に応じて病院や専
門の耳鼻科医を紹介し、食事内容や姿勢、飲み込みの仕方を指導するなど、多職種が連携し
支援する仕組みを構築しています。
■地域の医療と介護資源をまとめた「在宅医療・介護資源マップ」は、地域で在宅療養を支え
るためのツールとして広く活用されています。
■「新宿区高齢者の保健と福祉に関する調査」では、かかりつけ医を持たない高齢者は一般高齢
者で26.4％、要支援・要介護認定者で13.5％となっています。その理由として、「病院に通
院しているから」が一般高齢者で33.5％、要支援・要介護認定者で75.2％となっています。
■関係団体、医療関係機関、介護関係機関等が連携を深める取組を行い、在宅療養を支えるネッ
トワークが充実してきています。国保データベース（KDB）システム 1のデータによると新

1 �国保データベース（ＫＤＢ）システム : 国民健康保険団体連合会が保険者の委託を受けて行う各種業務を通じて管理する「特
定健診・特定保健指導」「医療（後期高齢者医療含む）」「介護保険」等の情報を活用し、統計情報や「個人の健康に関する情報」
を提供し、保険者の効率的かつ効果的な保険事業の実施をサポートすることを目的として構築されたシステムです。
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宿区の在宅で看取られた患者数は、平成28年度は月平均27.8 人でしたが、平成30年度に
は32.5 人と 4.7 人増加しています。在宅で看取られた患者数の増加はこれまでの取組の成果
と考えられます。

〈在宅療養に関わる専門職のスキルアップ〉
■多職種連携の推進を目的にした研修会や医療と介護の交流会の開催などにより、地域の連携
が進んできています。また、各専門職団体が主催する研修会などにより、それぞれの職種で
スキルアップが図られています。
■病院職員の訪問看護ステーションでの実習研修は、地域での生活の様子を知ることで、退院
後の生活がイメージでき退院支援に活かせるとして、看護師、医師、リハビリ職等多職種が
参加しています。

〈在宅療養に対する理解の促進〉
■「在宅医療・介護支援情報」等の冊子の配布を行うとともに、高齢者を対象に「在宅療養ハン
ドブック」等を活用して学習会を開催しました。わかりやすく在宅療養について普及啓発を
行っています。
■人生の最終段階を考えるきっかけづくりとして、「あなたらしく生きる “人生会議 ”」を作成し、
ACP（アドバンス・ケア・プランニング）の必要性について普及啓発を行っています。（p.148　
トピックス「在宅療養ハンドブック」参照）
■がん患者・家族のための講座を開催し、知識の普及とともに、同じ健康不安や辛さを語り合
う場を設けています。

令和元年度「新宿区高齢者の保健と福祉に関する調査」では…

★在宅療養の意向〈一般高齢者【基本】調査〉

脳卒中の後遺症や末期がんなどで長期の療養が必要になった場合の在宅療養の意向についてたずね
たところ、「そう思う」（44.2％）は 4割台半ば近くとなっています。

44.2 51.7 4.1
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い

無
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答
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★在宅療養の可能性〈一般高齢者【基本】調査〉

自宅での療養の可能性をたずねたところ、「実現は難しいと思う」（62.5％）は 6割強と最も高くなっ
ています。

★在宅療養が難しいと思う理由（複数回答）〈一般高齢者【基本】調査〉

先問で「実現は難しいと思う」と回答した人に、在宅療養が難しいと思う理由をたずねたところ、「家
族に負担をかけるから」（68.2％）が 7割近くで最も高く、次いで、「急に病状が変わったときの対応
が不安だから」（38.9％）、「在宅医療や在宅介護でどのようなケアが受けられるかがわからないから」
（36.4％）の順となっています。

12.8 62.5 21.4 3.3
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その他

特に理由はない

　無回答

介護してくれる家族がいないから

療養できる部屋やトイレなど、住宅環境が整っていないから

往診してくれる医師がいないから

お金がかかるから

訪問看護や介護の体制が不十分だから

n=(1,165)  

家族に負担をかけるから

急に病状が変わったときの対応が不安だから

在宅医療や在宅介護でどのようなケアが受けられるかがわからないから

68.2

38.9

36.4

30.4

28.8

22.6

22.4

16.7

2.9

0.9

0.2

0 20 40 60 80 (%)
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★�高齢者が在宅で暮らし続けるために、特に重要だと思うもの（複数回答）�  
〈ケアマネジャー調査〉

高齢者が在宅で暮らし続けるために、特に重要だと思うものをたずねたところ、「訪問診療や往診を
してくれる診療所」（54.2％）が 5割台半ば近くで最も高く、次いで、「医療的ケアの必要な方がレス
パイトできる病院・施設」（33.5％）、「見守りや手助けをしてくれる人」（31.6％）の順となっています。

2. 課題

〈在宅療養体制の充実〉
■「新宿区高齢者の保健と福祉に関する調査」によると、高齢者が在宅で暮らし続けるためには
「訪問診療・往診をしてくれる診療所が必要」と考えるケアマネジャーは54.2%と、前回調
査より8.4%増えています。在宅医や在宅療養支援診療所をさらに増やすための取組や、かか
りつけ医が在宅医療を行いやすい体制を整備する必要があります。
■かかりつけ医のいない高齢者や病院医師をかかりつけ医にしている高齢者に対して、身近な
地域でかかりつけ医を持つ意義を啓発していく必要があります。
■同調査によると、第2号被保険者の47.4%は「かかりつけ医はいない」と回答しており、そ
の理由として「病気になったらその都度、受診先を決めている」が43％となっていることから、
かかりつけ医について幅広い世代への普及啓発が必要です。
■同調査によると、新宿区内の在宅医療・介護連携を推進するためには、ケアマネジャーの
45.2％が「医療・介護の関係者で、情報通信技術（ICT）を使用した、患者情報の共有を行う
こと」が必要だと回答しています（介護保険サービス事業所は35.2%）。しかし、実際の利用
は限られていることから、ICTを活用した関係者の連携を推進することが必要です。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

n=(155)  

訪問診療や往診をしてくれる診療所

医療的ケアの必要な方がレスパイトできる病院・施設

見守りや手助けをしてくれる人

介護者の負担を軽くする仕組み

訪問・通所リハビリテーションなどのリハビリテーションサービス

気軽に立ち寄って話や相談ができる場所

食事や日用品などの宅配サービス

その他

特にない

状況変化時に受け入れ可能な入院施設

介護してくれる家族等

訪問看護（訪問看護ステーション）

安心して住み続けられる住まい

安否状態を誰かに知らせてくれる仕組み

　無回答

54.2

33.5

31.6

31.0

28.4

25.8

23.9

21.9

17.4

6.5

5.8

5.8

3.9

-

2.6
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■家族の負担感を軽減するための取組や在宅医療に対する不安の軽減など、在宅療養の実現が
難しいと思われている内容について支援を検討する必要があります。
■今後、がんやその他の疾患で治療や療養を行う高齢者が増えることが予測されます。相談窓
口の周知や在宅で緩和ケアが受けられる体制の整備を引き続き進めていく必要があります。
■「新宿区高齢者の保健と福祉に関する調査」によると、摂食嚥下機能については、一般高齢者
では2割以上、要支援・要介護認定者では3割以上が有症状であり、その約半数は医療機関
等に相談していない現状があります。摂食嚥下機能を支援するシステムを、さらに普及啓発
する必要があります。

〈在宅療養に関わる専門職のスキルアップ〉
■医療職と介護職の相互理解を深めるためには、医療職が介護に関する情報や知識を持つとと
もに、介護職が医療に関する情報や知識を持つことが必要です。多職種が参加できる研修会
を継続的に開催していく必要があります。
■研修会や交流会については、参加しやすい時間帯や少人数の研修会を複数回開催するなど実
施方法を工夫し、新しい参加者を増やしていく必要があります。また、テーマとして感染症
に関する対応方法等も取り上げていくことが必要です。

〈在宅療養に対する理解の促進〉
■「新宿区高齢者の保健と福祉に関する調査」によると、一般高齢者の 65.4%が、介護が必
要になった場合「可能な限り自宅で生活を続けたい」と考えています。しかし、そのうち
56.2%は「在宅療養の実現は難しい」、24.4%は「わからない」と回答しており「わからない」
が1.5%増えています。在宅で療養することが、実現可能であることをさらに幅広く普及啓発
していく必要があります。
■同調査によると、一般高齢者の66.7％、要支援・要介護認定者の49.7％、第 2号被保険者
の84.3％が人生の最終段階における医療について記録しておく必要があると答えています。
しかし、その内の約半数は人生の最終段階における医療について家族と話し合ったことがな
いと回答しており、考えるきっかけづくりが必要です。

3. 今後の取組の方向性

〈在宅療養体制の充実〉
■関係団体、医療関係機関、介護関係機関等と協議を充実し、高齢者が住み慣れた地域で安心
して「看取り」までできる在宅療養支援をさらに推進します。
■かかりつけ医を持つ必要性をさらに啓発するとともに、かかりつけ医、在宅医、病院勤務医
など複数の医師が役割分担を明確にして連携し、区民が質の高い医療を切れ目なく受けられ
る体制（複数主治医制等）を推進するなど、在宅医療体制の充実を図っていきます。
■在宅医療相談窓口の相談内容をわかりやすく周知するとともに、気軽に相談できるようイン
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ターネット等を利用した相談方法の検討を行います。また、様々な相談窓口との役割分担を
図ります。
■摂食嚥下機能の支援ツールの紹介や食べることの相談窓口の周知を行います。また、嚥下に
関する体操等の研修会を開催するなど、摂食嚥下機能を支援する活動を行っていきます。
■在宅医療と介護の連携を推進するために、ICT等を活用し各関係団体、関係機関、特に医師、
歯科医師、薬剤師とケアマネジャーとの連携をさらに進める取組を行います。また、病院職員・
訪問看護師・介護事業所職員などの多職種が顔の見える関係から、顔がわかり、頼り、頼ら
れる関係の構築を目指し、研修等の工夫を行います。
　さらに、在宅療養における感染症対策について、区と関係団体、医療関係機関、介護関係機
関等とが情報共有し研鑽を深めます。

〈在宅療養に関わる専門職のスキルアップ〉
■医療職と介護職が相互理解を深め、高齢者が地域で最期まで暮らし続けられるよう、ACP（ア
ドバンス・ケア・プランニング）を含めた、在宅での「看取り」を支援するために必要な研
修会や交流会などを行います。
■病院の医療職やソーシャルワーカーが具体的に在宅療養のイメージを共有し、それぞれの立
場で病院と地域との連携を深めることができる研修を継続的に実施します。
■在宅療養における感染症対策について、各専門職がスキルアップできる研修会等を検討しま
す。

〈在宅療養に対する理解の促進〉
■高齢者や高齢者を支える幅広い世代に対して、区内の在宅医療の現状や在宅療養支援ネット
ワークの実例を紹介するなど、在宅での療養が可能であることを理解し実感できるよう広く
普及啓発していきます。
■本人の望む最期や人生の最終段階における医療について、日頃から周囲と話し合っておくこ
との重要性を高齢者や高齢者を支える幅広い世代に対して「人生会議」のハンドブックなど
を活用し、普及啓発していきます。
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健
所

保
健
セ
ン
タ
ー

訪
問
看
護
ス
テ
ー
シ
ョ
ン

居
宅
介
護
支
援
事
業
所

（
ケ
ア
マ
ネ
ジ
ャ
ー
）

地
域
保
健
医
療
体
制
整
備
協
議
会

在
宅
療
養
専
門
部
会

（
新
宿
区
医
師
会
、新
宿
区
歯
科
医
師
会
、新
宿
区
四
谷
牛
込
歯
科
医
師
会
、

新
宿
区
薬
剤
師
会
、区
内
病
院
、高
齢
者
総
合
相
談
セ
ン
タ
ー
、区
内
居
宅
介

護
支
援
事
業
所
、新
宿
区
社
会
福
祉
協
議
会
、区
民
代
表
等
）

在
宅
療
養
支
援
窓
口

連
携

【
在
宅
療
養
体
制
の
充
実
】

●
在
宅
医
療
相
談
窓
口

●
が
ん
療
養
相
談
窓
口

●
在
宅
歯
科
相
談
窓
口

（
在
宅
歯
科
医
療
の
推
進
）

【
在
宅
療
養
体
制
の
充
実
】

●
在
宅
医
療
体
制
の
推
進

●
か
か
り
つ
け
医
機
能
の
推
進

【
在
宅
療
養
体
制
の
充
実
】

●
薬
剤
師
の
在
宅
療
養
へ
の
連
携
強
化

【
在
宅
療
養
体
制
の
充
実
】

●
緊
急
一
時
入
院
病
床
の
確
保

【
在
宅
療
養
に
対
す
る
理
解
の
促
進
】

●
地
域
学
習
会

●
在
宅
療
養
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム

【
在
宅
療
養
体
制
の
充
実
】

●
(仮
称
)地
域
リ
ハ
ビ
リ
テ
ー
シ
ョ
ン
事
業

●
在
宅
医
療・
介
護
支
援
情
報
の
作
成
と
連
携
推
進

●
在
宅
医
療
と
介
護
の
交
流
会

●
摂
食
嚥
下
機
能
支
援
の
推
進

●
多
職
種
連
携
研
修
会

【
在
宅
療
養
体
制
の
充
実
】

●
か
か
り
つ
け
歯
科
医
機
能
の
推
進

●
在
宅
歯
科
医
療
の
推
進

【
災
害
時
要
支
援
者
対
策
】

●
在
宅
人
工
呼
吸
器
使
用
者
災
害
時
支
援
事
業

【
在
宅
療
養
に
対
す
る
理
解
の
促
進
】

●
が
ん
患
者・
家
族
の
た
め
の
支
援
講
座

【
在
宅
療
養
に
関
わ
る
専
門
職
の
ス
キ
ル
ア
ッ
プ
】

●
病
院
職
員
の
訪
問
看
護
ス
テ
ー
シ
ョ
ン
で
の
実
習
研
修

在
宅
療
養
者

在
宅
療
養
者

家
　
族

家
　
族

区
　
民

区
　
民

地
　
域

地
　
域

か
か
り
つ
け
医

・
在
宅
医

施
　
設

【
在
宅
療
養
に
関
わ
る

専
門
職
の
ス
キ
ル
ア
ッ
プ
】

●
介
護
職
員
の
看
護
小
規
模
多
機
能
型

居
宅
看
護
で
の
実
習
研
修

在
宅
療
養
を
支
え
る
医
療
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
図

【
在
宅
療
養
体
制
の
充
実
】

●
訪
問
介
護
ス
テ
ー
シ
ョ
ン

連
携
促
進
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4. 施策を支える事業

事業名
（担当課） 事業概要 令和２年度末

見込
令和５年度

目標

在宅医療体制の推進　 ICTを活用し複数主治医制を推進す
るとともに、医療機関が入退院時等
の連携をスムーズに行い、切れ目の
ない在宅医療を提供できる体制を強
化します。また、在宅医療と介護の
連携を推進します。

地域に複数主治
医制の体制が推
進される

複数主治医制に
より切れ目のな
い在宅医療が行
われる

（健康政策課）

在宅医療と介護の交流会 在宅医療と介護の相互理解や連携づ
くりを推進するために、地域の病院、
診療所、歯科診療所、薬局などの医
療機関、高齢者総合相談センター、
介護サービス事業者などの介護関係
機関が交流する研修会を開催しま
す。

新型コロナウイ
ルス感染症の影
響により中止

交流会
新規参加者数が
累計参加者数の
約半数

（健康政策課）

在宅医療・介護資源のリスト
（マップ）の作成と連携促進

「在宅医療・介護支援情報」の活用
により、必要な情報の提供と在宅医
療と介護のスムーズな連携を推進し
ます。

在宅医療・介護
支援情報の作成・

配布

在宅医療・介護
支援情報の作成・

配布（健康政策課）

かかりつけ医機能の推進 身近な地域で適切な医療が受けられ
るように、課題に応じた会議や研修
会等を開催し、かかりつけ医の機能
強化を図ります。また、医療と介護
の連携を進めます。

かかりつけ医を
持つ65歳以上
の割合
70.7%

（令和元年度
一般高齢者調査）

かかりつけ医を
持つ65歳以上
の割合
75%

（令和4年度
一般高齢者調査）

（健康政策課）

かかりつけ歯科医機能の推進 身近な地域で適切な歯科医療を受け
られるよう、かかりつけ歯科医を紹
介します。また、会議等を開催し、
かかりつけ歯科医の機能強化を図り
ます。また、医療機関の連携を強化
し、安全安心な歯科医療を提供でき
る体制づくりを進めます。

かかりつけ歯科
医を持つ65歳
以上の割合
79%

（令和元年度
一般高齢者調査）

かかりつけ歯科
医を持つ65歳
以上の割合
85%

（令和4年度　
一般高齢者調査）

（健康づくり課）

在宅歯科医療の推進 要介護状態などで歯科受診できない
高齢者等が在宅で適切な歯科医療を
受けられるよう、「在宅歯科相談窓
口」で相談に応じ、必要に応じて歯
科医師等を紹介します。また、さら
なる在宅歯科診療医の育成と機能強
化を図るとともに、多職種との連携
を推進します。

相談件数
30件

「在宅歯科相談
窓口」の普及と
利用促進

（健康政策課）

薬剤師の在宅医療への連携強
化

区民の在宅療養を推進するため、連
携会議や研修会を通して、薬剤師の
在宅療養での役割を区民及び関係機
関に周知し、在宅医療連携の強化を
図ります。

連絡会議2回
研修会2回

連絡会議2回
研修会2回（健康政策課）
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事業名
（担当課） 事業概要 令和２年度末

見込
令和５年度

目標

緊急一時入院病床の確保 在宅療養をしている区民等の病状が
急変し、かかりつけ医が入院を必要
と診断した場合に、緊急に入院でき
るように区内の病院に緊急一時入院
用のベッドを確保します。

利用者数
延べ90人
稼働率100%

利用者数
延べ90人
稼働率100%

（健康政策課）

摂食嚥下機能の支援推進 摂食嚥下機能の支援ツールの紹介等
の周知を行います。また、区オリジ
ナル 3つの体操・トレーニングの
一つとして新宿ごっくん体操を普及
していくとともに、広く普及啓発す
るための新たな仕組みを構築してい
きます。

― 摂食嚥下機能の
支援推進

（健康政策課）

訪問看護ステーション連携促
進

区内の訪問看護ステーションが連絡
会や合同研修会を開催し、訪問看護
ステーション間の連携・協力体制を
強化するとともに、スキルアップを
図ります。

連絡会5回 連絡会6回
研修会1回（健康政策課）

（仮称）地域リハビリテーショ
ン事業

医療・保健・福祉の関係機関、団体
からなる会議を設置し、地域リハビ
リテーションの体制及び各関係者の
役割について検討します。

―
地域リハビリテー
ション連携のしく
みを構築（健康政策課）

在宅医療相談窓口　 区民が安心して在宅療養できるよう
に、関係機関等からの医療を中心と
した専門的な相談を受け、アウト
リーチ（※援助が必要であるにもか
かわらず、自発的に申し出がない人
に対して、公共機関などが積極的に
働きかけ支援の実現を目指すこと）
による支援等を行うことにより、在
宅療養に必要な医療、看護、リハビ
リテーション、摂食嚥下機能支援な
どのコーディネートや情報提供を行
います。

相談件数
延べ500件

相談件数
延べ600件

（健康政策課）

がん療養相談窓口　 区民からのがんの療養に関する相談
を受け、必要な調整や緩和ケアおよ
びACP（アドバンス・ケア・プラ
ンニング）などの情報提供を行いま
す。また、身近な地域にある相談窓
口の利点などについて、区民や関係
機関に対してさらに周知し活用を促
します。

相談件数
延べ100件

相談件数
延べ130件

（健康政策課）

病院職員の訪問看護ステー
ションでの実習研修

区内病院職員の在宅療養に対する理
解を深め、病院と地域の関係機関と
の連携を強化するために医師、看護
師、リハビリテーションに係る職員
等病院職員を対象に、区内訪問看護
ステーションでの実習を実施しま
す。

新型コロナウイ
ルス感染症の影
響により中止

修了者35人（健康政策課）
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事業名
（担当課） 事業概要 令和２年度末

見込
令和５年度

目標

介護職員の看護小規模多機能
型居宅介護での実習研修

在宅療養を支援する機関の機能強化
のためヘルパーなど介護職員が、医
療的視点をもってケアを行うことが
できるよう、看護小規模多機能型居
宅介護での体験研修を実施します。
また、施設の機能についても普及啓
発を行います。

新型コロナウイ
ルス感染症の影
響により中止

修了者満足度
80%

（修了者アン
ケート）

（健康政策課）

多職種連携研修会 在宅療養を支援する機関の機能強化
のため、地域の医療・介護関係職員
が、実際の事例を通して多職種連携
を実際に学ぶ研修会を開催します。

年10回 年 12回（健康政策課）

在宅療養に関する理解促進 区民や関係機関が在宅での療養が可
能であることを理解し、実感できる
よう「在宅医療・介護支援情報」や
「在宅療養ハンドブック」（冊子）な
どを配布し、知識を普及します。ま
た、地域において、高齢者や高齢者
を支える幅広い世代への学習会や関
係機関等への研修会を開催します。

地域学習会0回
（新型コロナウイ
ルス感染症の影
響により中止）

地域学習会
10回
参加者
300人

（健康政策課）

在宅療養シンポジウム 区民や関係機関が在宅での療養が可
能であることを理解し、実感できる
ような在宅療養に関するシンポジウ
ムを開催します。また、開催内容を
検討し高齢者を支える世代（40歳
代～ 60歳代）の参加を促します。

新型コロナウイ
ルス感染症の影
響により中止

高齢者を支える
世代の参加が累
計参加者数の
50%

（健康政策課）

がん患者・家族のための支援
講座

がんの治療や療養生活等について学
び、同じ健康不安や辛さを抱える人
と関わり、語りあう講座を開催しま
す。

新型コロナウイ
ルス感染症の影
響により中止

参加者満足度
80%

（参加者アン
ケート）（健康政策課）

在宅人工呼吸器使用者災害時
支援事業

在宅人工呼吸器使用者本人とその家
族が平常時から災害に備え、安全で
安心した在宅療養生活を送ることが
できるよう、個別支援計画の作成を
支援します。また、緊急時における
人工呼吸器の電源確保のため、保健
所（保健予防課）と保健センターに
専用の発電機等を設置するととも
に、研修会等を行います。

在宅人工呼吸器
使用者全数に対
する個別支援計
画の作成

在宅人工呼吸器
使用者全数に対
する個別支援計
画の作成

（健康政策課）

5. 指標

指標名 現状 
（令和元年度） 

目標 
（令和５年度） 

「自宅での療養が実現可能だと思う」と回答した割合
（一般高齢者調査） 12.8% 20.0%
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がん患者・家族のための支援

がんの療養生活や緩和ケアなどを学び、
同じ健康不安や辛さを抱える方が語り合
う場です。（暮らしの保健室にて実施）

～がん患者・家族のための支援講座～ ～がん療養相談窓口～

区は、がん患者とその家族の苦痛や不安の軽減と療養生活の
質の向上を目指して、様々な支援に取り組んでいます。

がん患者の療養に関する個別
相談に対応しています。（暮らし
の保健室にて実施）

《在宅療養ハンドブック》

1 地域で安心して療養するために
区は、高齢者が住み慣れた地域で最期まで自分らしく暮ら

し続けられるように、在宅療養ハンドブック「地域で安心し
て療養するために」（冊子）などを使用し在宅療養の理解促進
を図っています。

2 あなたらしく生きるための“人生会議”
～日頃から考えて、話し合っておきませんか？～

平成 31 年 3 月には、在宅療養ハンドブックの別冊として「あ
なたらしく生きるための “ 人生会議 ”」を作成し、ACP（アド
バンス・ケア・プランニング）を含めた在宅療養について、地
域に出向いた学習会や研修会などで普及啓発を行っています。

トピックス

トピックス
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施策 11　高齢者の権利擁護の推進

1. 現状とこれまでの取組

〈成年後見制度〉
■新宿区では、成年後見制度の推進機関として、新宿区社会福祉協議会内に「新宿区成年後見
センター」を設置し、制度の普及啓発や相談対応など総合的な支援を行っています。平成26
年度からは、制度を支える成年後見人の新たな担い手の確保に向け、市民後見人養成基礎講
習を開始しました。また、平成27年度からは、制度利用に係る申立費用の助成とともに、成
年後見人等への報酬助成を拡充し、費用負担の軽減を図っています。さらに、平成30年度か
らは新宿区社会福祉協議会による法人後見 1（法定・任意）を実施しています。

■判断能力が十分でなく、身寄りがない等の理由で、申立てをする人がいない高齢者に対しては、
新宿区長が申立て人となって家庭裁判所へ審判の請求を行い、成年後見制度が利用できるよ
う支援しています。
■判断能力はあるものの、認知症等により必要な福祉サービス等の利用手続や金銭管理等が自
分だけでは難しい方を対象に、新宿区社会福祉協議会で「地域福祉権利擁護事業 2」の利用に
よる支援をしており、判断能力の状況に応じて成年後見制度の利用につなげるなど、成年後
見制度との連携を図っています。

〈虐待の早期発見・相談〉
■高齢者総合相談センターは、高齢者虐待の早期発見・相談の窓口として、地域や関係機関等
と積極的に連携を図りながら対応しています。なお、通報の受理件数は増加傾向にあります。
■高齢者総合相談センターへの虐待相談、通報受理後の対応は、「新宿区高齢者虐待対応マニュ
アル」に基づき実施しています。

第7節　�基本目標5　安全・安心な暮らしを支える 
しくみづくりをすすめます

高齢者が尊厳を持っていきいきと暮らすことができるよう、関係機関等との連携を図りつつ、
成年後見制度の利用を促進します。また、高齢者の虐待防止及び早期発見を図り支援につなげ
るなど、高齢者の権利擁護のための取組を進めます。

1 �法人後見：法人格を有する法人が、法人として成年後見人等に就任し、後見事務を行うこと。
2 �地域福祉権利擁護事業：認知症、知的障害などにより判断能力が十分でない人の権利を守り、地域で安心して生活が継続で

きるよう、本人との契約に基づき、福祉サービスに関する利用相談のほか、必要に応じて日常的な金銭管理の援助、通帳・
印鑑を預かるなどの支援を行う事業。
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■高齢者総合相談センターは、相談・通報を受理するだけではなく、地域の関係機関とネットワー
クを作り、高齢者虐待防止に関する広報・普及活動も行っています。

〈消費者被害の防止〉
■悪質商法被害防止ネットワークにおいて、潜在化しやすい高齢者の悪質商法被害の防止・早
期発見を図るとともに、注意喚起情報の共有や迅速なあっせん 1交渉等を通じて被害の拡大防
止と救済に取り組んでいます。

〈権利擁護の普及啓発とネットワークの構築〉
■区民や関係者を対象に権利擁護に関する講演会を開催するとともに、地域型高齢者総合相談
センターと関係機関の連絡会等の際に権利擁護についての情報提供を行うなど普及啓発に努
めています。
■高齢者の権利擁護に関わる関係機関や区の関係部署で構成する「高齢者の権利擁護ネットワー
ク協議会」を組織し、課題の検討や情報共有を図っています。

令和元年度「新宿区高齢者の保健と福祉に関する調査」では…

★成年後見制度の認知度〈一般高齢者【基本】調査〉

成年後見制度の認知度についてたずねたところ、「概要については、知っている」（44.3％）が 4割
台半ば近くで最も高く、次いで、「聞いたことはあるが、内容は知らない」（34.3％）、「聞いたことがない」
（9.2％）の順となっています。

8.0 44.3 34.3 9.2 4.1
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1 �あっせん（事務）：消費者安全法で定められた消費生活センターが行う事務の一つ。一定の権限のもと、消費者と事業者の
間に立って、両者の合意点を導き、紛争の解決を図る事務。
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2. 課題

〈成年後見制度〉
■認知症高齢者等の増加に伴い、成年後見制度、地域福祉権利擁護事業ともに、今後、さらな
る相談支援件数の増加が見込まれます。また、支援が必要な単身世帯や、多くの生活課題を
抱える事例が増加し、相談支援内容も複雑化・多様化しています。
■一人暮らし高齢者や認知症高齢者の増加を見据え、成年後見制度の利用を必要とする方が確
実に利用できるよう、継続的な制度周知とともに、迅速かつ的確な相談支援、市民後見人の
養成、費用負担の軽減などにより、さらなる制度の利用促進が求められています。
■平成28年 5月に「成年後見制度の利用の促進に関する法律」が施行されたことに伴い、国は、
平成29年 3月に成年後見制度利用促進基本計画を策定しました。この計画において、区市
町村は権利擁護支援の地域連携ネットワークづくりとその中核となる機関の設置・運営が求
められています。

〈虐待の早期発見・相談〉
■虐待通報受理件数や支援困難事例の増加に対応するため、高齢者総合相談センター職員は虐
待への対応力を向上させる必要があります。
■関係機関と連携を深め、早期に虐待を発見し、高齢者総合相談センターへの相談・通報につ
なげられるしくみづくりを継続していく必要があります。

〈消費者被害の防止〉
■今後、悪質商法被害防止ネットワークについて、広く、継続的に周知していくとともに、介
護サービス事業者等に参加を促すことが必要です。また、関係機関が連携して高齢者の生活
全般を体系的に支援する必要があります。

〈権利擁護の普及啓発とネットワークの構築〉
■成年後見制度の利用促進、虐待の防止等について、関係機関への情報提供にとどまらず、広
く区民や介護サービス事業者等に周知・啓発を進める必要があります。
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3. 今後の取組の方向性

〈成年後見制度〉
■成年後見制度の利用を必要とする方が確実に利用できるよう、引き続き、制度周知のほか、
関係機関と連携した相談支援や費用助成等による利用促進を図っていきます。
■市民後見人の養成については、将来的な需要数を見込んだ計画的な養成とともに、研修等を
通じて、地域での身近な立場からの後見活動の推進に取り組んでいきます。
■新宿区社会福祉協議会が後見人等を受任する法人後見（法定・任意）の実施により、親族以
外の第三者後見人等の選択肢を拡充し、さらなる制度利用の促進強化を図ります。
■新宿区社会福祉協議会内に設置している「新宿区成年後見センター」を国の基本計画におけ
る「中核機関」として位置付け、引き続き、制度の普及啓発や相談対応など総合的な支援を行っ
ていきます。さらに、希望する親族後見人に対し、申立て前から受任後までの一貫した支援
も進めます。また、これまで新宿区成年後見センターを中心として構築してきた地域の関係
者とのつながりを活かし、「地域連携ネットワーク」として推進します。

〈虐待の早期発見・相談〉
■「新宿区高齢者虐待対応マニュアル」を用いた研修等の実施や、日本司法支援センター東京地
方事務所（法テラス東京）との協働連携により、高齢者総合相談センター職員の虐待への判
断や対応力を向上させていきます。
■ケアマネジャーや介護サービス事業者等から、早期に虐待の相談・通報を受けられるための
しくみづくりを進めていきます。

〈消費者被害の防止〉
■悪質商法被害防止ネットワークについては、引き続き、ネットワーク参加事業者数の増に努
めていきます。また、消費者被害の予防・救済に向けて、高齢者総合相談センターと消費生
活センターの情報共有の促進、両センターの連携強化を図っていきます。

〈権利擁護の普及啓発とネットワークの構築〉
■高齢者の権利擁護に関する普及啓発のために、区民や介護サービス事業者等を対象にした講
演会の開催やパンフレット等の作成・配布を行い、高齢者の尊厳と安心を守る、地域支え合
いのしくみづくりを、さらに進めていきます。
■「高齢者の権利擁護ネットワーク協議会」の継続的な開催により、関係機関とのネットワーク
をさらに強化していきます。
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4. 施策を支える事業

事業名
（担当課） 事業概要 令和２年度末

見込
令和５年度

目標

成年後見制度の利用促進 
実行計画

認知症、知的障害、精神障害などによ
り判断能力が十分でない方の権利を
守り、地域で安心して生活を継続でき
るよう、地域福祉権利擁護事業と併
せて支援を行います。関係機関等との
連携を図りながら、相談支援、地域へ
の制度の広報普及、後見人等の支援、
市民後見人の養成及び法人後見（法
定・任意）を行います。（新宿区社会
福祉協議会委託及び補助事業）

新宿区登録後見
活動メンバー
登録者数　75人

新宿区登録後見
活動メンバー
登録者数　94人

（地域福祉課・社会福祉協議会）

成年後見審判請求事務等 成年後見制度の利用が必要にもかか
わらず、親族による申立てが期待でき
ない状況にある高齢者について、区
長が家庭裁判所へ審判の請求を行い
ます。また、成年後見制度に係る費用
を負担することが困難な人に対して、
後見人等への報酬の助成を行います。

区長申立件数　
60件

報酬助成件数　
30件

―

（高齢者支援課）

【再掲】虐待防止の推進 高齢者総合相談センターを、虐待の
相談、通報、届出の窓口としていま
す。高齢者自身の届出や区民等から
の通報、民生委員・児童委員、ケア
マネジャーからの相談に対し、継続
的支援を行います。

虐待相談件数　　
延べ800件 ―

（高齢者支援課）

老人福祉施設への入所等措置 心身上の障害、家庭環境、経済上の
理由により、在宅で生活することが
困難な原則65歳以上の人を養護老
人ホームへ入所措置します。また、
虐待等のやむを得ない事由により、
分離保護等が必要な高齢者を対象に
特別養護老人ホームへの入所等措置
を行います。

養護老人ホーム
入所者数
340人

やむを得ない事
由による特別養
護老人ホーム
入所者数
5人

―

（高齢者支援課）

悪質商法被害防止ネットワー
ク

民間の介護保険事業者、民生委員・
児童委員、新宿区社会福祉協議会、
高齢者総合相談センター、区相談担
当職員など、高齢者の身近なところ
で活動している人たちによる悪質商
法被害防止ネットワークが連携し、
悪質商法による被害の防止のために
広く、継続的に周知に努めます。ま
た、被害を早期に発見し、新宿消費
生活センターにつなげて被害の拡大
防止と救済に取り組みます。

― ―

（消費生活就労支援課）

消費者講座 高齢者クラブなどに悪質商法に関す
る出前講座を実施するなど、高齢者
に対する普及啓発を行います。また、
消費生活に関する学習の機会（場）
として消費者講座を行います。

― ―（消費生活就労支援課）
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● 関係団体による事業

事業名
（担当課） 事業概要 令和２年度末

見込
令和５年度

目標

地域福祉権利擁護事業（日常
生活自立支援事業）

もの忘れや認知症、知的障害、精神
障害などにより必要な福祉サービス
を自分だけで判断し、手続きするの
が難しい方が利用できる東京都社会
福祉協議会からの受託事業です。本
人との契約に基づき、福祉サービス
の利用に関しての相談を中心に、必
要に応じて日常的な金銭管理の援
助、通帳・印鑑などの預かりを行い
ます。支援にあたっては地域住民が
生活支援員となって、職員、関係機
関等と連携を図りながら、「地域ぐ
るみ」の支援を進めます。

新規相談
件数　
180件

延べ契約
件数　
146件

新規相談
件数
192件

延べ契約
件数　
164件

（社会福祉協議会）

事業名
（担当課） 事業概要 令和２年度末

見込
令和５年度

目標

高齢者の権利擁護の普及啓発 高齢者の権利擁護に関する普及啓発
のために、区民や関係者を対象にし
た講演会の開催やパンフレット等の
作成・配布を行い、高齢者の尊厳と
安心を守る、地域支え合いのしくみ
づくりに結びつけます。

権利擁護に
関する講演会

1回

権利擁護に
関する講演会

1回

（高齢者支援課）

高齢者の権利擁護ネットワー
クの構築・運営

高齢者の権利擁護ネットワーク協議
会（構成員：新宿区医師会、弁護士、
司法書士、社会福祉士、介護サービ
ス事業者、民生委員・児童委員、町
会・自治会、警察署、消防署、医療
機関、新宿区社会福祉協議会、高齢
者総合相談センター、区の関係部署）
を開催し、高齢者の権利擁護に関す
るネットワークを構築します。

権利擁護
ネットワーク
協議会等
0回

（新型コロナウイ�
ルス感染症の影
響により中止）

権利擁護
ネットワーク
協議会等
1回

（高齢者支援課）

【再掲】法テラス東京との協
働連携

日本司法支援センター東京地方事務
所（法テラス東京）との協働連携に
より、高齢者総合相談センターへの
弁護士の派遣協力を得て、法的視点
からの助言に基づいた相談支援を実
施しています。

弁護士派遣
108回

弁護士派遣
144回（高齢者支援課）

5. 指標

指標名 現状 
（令和元年度） 

目標 
（令和５年度） 

新宿区登録後見活動メンバー登録者数 68人 94人
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施策 12　安全で暮らしやすいまちづくりと住まいへの支援

1. 現状とこれまでの取組

〈住まいの確保と各種支援〉
■安心して住み続けられる住環境の形成に向けた基本目標や施策の方向性を示した「第4次 新
宿区住宅マスタープラン （計画期間 平成 30年度～令和9年度）」を策定し、高齢者の安定し
た居住を確保できるしくみづくりに取り組んでいます。
■新宿区が管理する区営住宅には、高齢者向け住宅が155戸、シルバーピア 1が 198戸、障害
者向け住宅が82戸、ひとり親世帯向け住宅が70戸あり、一定数が確保されています。
■高齢者等の民間賃貸住宅への円滑な入居を支援するため、住宅を探すことが困難な高齢者等
を対象に住み替え相談を行っているほか、保証会社あっ旋・保証料助成を行う家賃等債務保
証料助成や居住する民間賃貸住宅の取壊し等の理由により転居を余儀なくされた場合に、転
居に要する費用の一部を一時金として助成する住み替え居住継続支援を行っています。
■民間賃貸住宅の家主や賃借人が、それぞれの立場で相談し適切なサポートを受ける道しるべ
として「パンフレット高齢者のすまい」を平成27年度に作成し、相談窓口の情報提供を行っ
ています。
■高齢者等の住宅確保要配慮者に対する様々な支援について、情報共有と連携体制の強化を図
り、円滑な入居促進に取り組むため、令和2年 2月に不動産関係団体、居住支援団体、区の
福祉部門、住宅部門から構成する「新宿区居住支援協議会」を設立しました。
■建築物等耐震化支援事業により、技術者派遣や住宅の助成制度の拡充等を行い、耐震化の支
援に取り組んできました。
■新宿区内には、自立した日常生活を営むことに不安があり、家族による援助を受けることが
困難な高齢者に対して、食事、入浴等のサービスや生活相談などを提供する都市型軽費老人
ホームが3か所、見守りや生活相談・緊急対応などの支援を提供するサービス付き高齢者向
け住宅が3か所、民設民営により整備されています。

災害時に、配慮を要する高齢者が適切な支援を受けられるよう支援体制を整備し、「災害に
強い、逃げないですむ安全なまちづくり」を進めます。また、高齢者等が住まいを安定的に確
保できるよう、様々な居住支援を行います。さらに、高齢になっても安全・安心な生活を送れ
るよう、ユニバーサルデザインの視点を取り入れた居住環境の整備と福祉施策の充実による総
合的なまちづくりを進めます。

1 �シルバーピア：高齢者が、自立して安全な日常生活が送れるよう配慮した高齢者集合住宅で、日常生活相談等を受けるワー
デン（生活協力員）または LSA（生活援助員）が配置されています。
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〈福祉のまちづくり〉
■ユニバーサルデザインまちづくりの推進について、ワークショップやガイドブック等による
周知啓発により、ユニバーサルデザインの認識度は4割程度（令和2年 1月新宿区区民意識
調査）となっており、ユニバーサルデザインのまちづくりにつながっています。
■道路・公園のバリアフリー化、バリアフリートイレの整備、鉄道駅のホームドア及びエレベー
ター設置促進によるバリアフリー化を進めるとともに、細街路の拡幅整備などを行い、人に
やさしいまちづくりを推進しています。

〈災害時要援護者対策等〉
■継続的な災害時要援護者名簿の登録勧奨と併せて、災害時に要配慮者が在宅あるいは避難所
で生活を継続するために必要な事項等を記載する要配慮者災害用セルフプランの郵送による
作成勧奨を行いました。また、福祉避難所運営マニュアル（標準版）の策定及び開設・運営
訓練を通じて、災害時応急体制の強化を推進しています。
■災害時における安否確認などの支援を行う災害時要援護者名簿登録者には、平成19年度から
家具類の転倒防止器具取付け事業を実施しています。
■在宅人工呼吸器使用者とその家族が、災害への備えや災害時に適切な対応を取ることができ
るよう「災害時個別支援計画」の作成を支援しています。また、緊急時における電力確保の
ための自家発電機（保健所と保健センター 4か所に設置）を使用し、令和元年 10月には、
台風による停電に備え、人工呼吸器用の充電ステーションを設置しました。台風通過後には「災
害時個別支援計画」の作成を委託している訪問看護ステーションと協力し、使用者の状況確
認を行なうなど体制を整備しました。

令和元年度「新宿区高齢者の保健と福祉に関する調査」では…

★住まいにおける不便・不安を感じる理由（複数回答）〈一般高齢者【基本】調査〉

住まいにおける不便・不安を感じる理由についてたずねたところ、「建物の老朽化」（50.9％）が約
5割で最も高く、次いで、「耐震基準を満たしていない建物で危険」（24.0％）、「居室が狭い又は収納
スペースがない」（21.8％）の順となっています。
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建物の老朽化

耐震基準を満たしていない建物で危険

居室が狭い又は収納スペースがない

エレベーターがなく、階段の昇降が困難

現在の収入又は貯蓄では、賃料又は固定資産税の支払いが難しい
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建物が取り壊される予定

家主から立ち退きの話が出て住み続けられない

その他

　無回答

50.9

24.0

21.8

20.7

18.2

8.4

2.9

1.8

11.6

3.1

0 10 20 30 40 50 60(%)



159158

2. 課題

〈住まいの確保と各種支援〉
■高齢者や障害者等の住宅確保要配慮者世帯の住まい確保が困難な状況が継続しています。高
齢者や障害者等の条件に適う民間賃貸住宅の空き物件が少ない中、単身高齢者の孤独死など
に対する家主の不安があることが理由です。
■民間賃貸住宅の賃借人だけではなく家主の高齢化も進んでいます。安定した居住継続を望む
高齢者が、それぞれの立場で認知症や日常生活における困り事を相談する窓口やサポートを
必要としています。
■耐震化の必要性が十分には理解されていないことや、耐震化支援事業が十分には認知されて
いないことが課題としてあげられます。
■自宅での自立した生活が困難となる低所得高齢者の住まい対策のひとつとして、都市型軽費
老人ホームを整備することは必要ですが、新宿区は地価が高く土地取得コストが高額になる
ため、整備数は3か所のみとなっています。

〈福祉のまちづくり〉
■区、区民、施設所有者等が一体となって、ユニバーサルデザインの視点を取り入れた施設整
備等ハード面を推進するとともに、ソフト面についてもさらなる普及・啓発を推進する必要
があります。
■高齢者・障害者等が安心して利用しやすい道路環境や、区内各施設老朽化によるバリアフリー
への対応も求められています。
■細街路の拡幅整備を推進するためには、建築主、土地所有者等の関係者から理解と協力を得
ることが必要となります。一人でも多くの方から協力の合意を得るため、他の様々なまちづ
くり事業と連携した事業の周知や協力要請の実施が重要です。

〈災害時要援護者対策等〉
■要配慮者災害用セルフプランの普及啓発を継続していくことが必要です。また、各福祉避難
所で作成した福祉避難所運営マニュアルに基づき、実践に即した開設・運営訓練を行い、災
害時応急体制の強化を図る必要があります。
■継続的な災害時要援護者名簿の登録勧奨と併せて、家具類の転倒防止対策をさらに進めてい
くため、普及啓発が必要です。
■在宅で人工呼吸器を使用している方を地域で支えるためには、災害の発災前からの備えとと
もに、本人や介護者が発災時に孤立しないための支援体制を構築する必要があります。
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第3章　高齢者保健福祉施策の推進
施策12　安全で暮らしやすいまちづくりと住まいへの支援

第
1
章

第
2
章

3. 今後の取組の方向性

〈住まいの確保と各種支援〉
■住み慣れた住まい・地域に住み続けたいというニーズに応えるため、地域包括ケアシステム
をさらに推進し、高齢者が地域の様々な支援を活用しながら、自宅で生活が継続できる地域
づくりを進めていきます。
■第4次住宅マスタープランにおいて、高齢者が地域・自宅で住み続けられるしくみづくりなど、
住宅政策に取り組んでいきます。
■高齢者や障害者等が、制限を受けずに民間賃貸住宅に入居できるように、区内不動産業団体
から派遣された住宅相談員による空き物件情報の提供を行う住み替え相談によるサポートを
引き続き実施します。また、家賃等債務保証料助成は、保証料助成対象とする保証委託契約
の対象の拡大と助成期間の延長を行うとともに、単身高齢者を入居させる家主等を対象に残
存家財整理費用等の保険への助成制度を開始し、民間賃貸住宅への円滑な入居を支援します。
■高齢者や障害者等から賃貸借契約に係る困りごとや不動産の売買等の取引の相談を受けるた
め、不動産取引相談によるサポートを引き続き実施します。相談は、区内不動産業団体から
派遣された住宅相談員が受けます。 
■「新宿区居住支援協議会」において、構成する団体（不動産関係団体、居住支援団体、区の
福祉部門、住宅部門）間で高齢者等の住宅確保要配慮者に対する様々な支援について、情報
共有と連携体制の強化を図り、円滑な入居促進に取り組んでいきます。
■耐震化支援事業については、「意識啓発及び情報提供の充実」に取り組んでいきます。また、
切迫性が高まる首都直下地震に備え、早期に建築物の耐震化を図るため、事業の実情や実績
を踏まえて、検証を行っていきます。
■都市型軽費老人ホームについては、国や東京都の制度を活用した民設民営による整備を推進
するため、引き続き広報新宿や新宿区ホームページを活用して、都市型軽費老人ホームの制
度や助成制度に関して周知を行い、事業者を誘致していきます。

〈福祉のまちづくり〉
■ユニバーサルデザインについては、新宿区ユニバーサルデザインまちづくり条例に基づき、区、
区民、施設所有者等が、相互に連携して意識啓発に取り組むとともに、ユニバーサルデザイ
ンを取り入れた施設整備を進め、ユニバーサルデザインの視点に立ったまちづくりの推進を
図ります。
■高齢者や障害者等の円滑な移動を確保するため、「新宿区移動等円滑化促進方針」を策定し、
駅や主要な建物を結ぶ道路などについてバリアフリー化を促進します。
■鉄道駅の安全性の向上や快適な利用空間を整備するため、ホームドア及びエレベーターの設
置促進を図っていきます。また、道路のバリアフリー化について「新宿区移動等円滑化促進
方針」に基づく整備を推進し、安全で快適な歩行空間を確保していきます。
■引き続き建築主等へ細街路拡幅の協力要請を行うとともに、他の施策と連携した啓発事業を
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進めていきます。

〈災害時要援護者対策等〉
■要配慮者災害用セルフプランの普及啓発を継続して行うとともに、各福祉避難所が作成した
福祉避難所運営マニュアルに基づいた開設・運営訓練を行い、より実践に即したマニュアル
となるよう支援していきます。
■災害時要援護者名簿の登録勧奨、家具類転倒防止対策の重要性を周知するとともに、家具類
の転倒防止器具取付け事業を継続して実施していきます。
■在宅人工呼吸器使用者とその家族が平常時から災害に備え、安全で安心な在宅療養生活を送
ることができるよう「災害時個別支援計画」の作成を引き続き支援していきます。また、地
震や水害など様々な災害を想定し、適切な避難行動がとれるよう関係機関と協力し定期的に
訓練を実施します。

4. 施策を支える事業

事業名
（担当課） 事業概要 令和２年度末

見込
令和５年度

目標

ユニバーサルデザインまちづ
くりの推進　

ユニバーサルデザインを取り入れた
施設整備を進めるとともに、多くの
区民に普及・啓発を行うことで、ユ
ニバーサルデザインまちづくりの推
進を図ります。また、公共建築物及
び一定の規模以上の民間建築物の建
築主や設計者等に対して、きめ細か
く指導や助言等を行います。

― ―
（景観・まちづくり課）

建築物等耐震化支援事業
実行計画

住宅の耐震診断等のための技術者派
遣（無料）や、補強設計、耐震改修
工事等の費用の一部を助成し、耐震
化を支援しています。

住宅の
耐震化率　
95.3％

住宅の
耐震化率　
97.5％（防災都市づくり課）

細街路の拡幅整備 実行計画 区民及び事業者等の理解と協力に
より、幅員 4m未満の細街路を 4m
に拡幅整備することで、安全で快適
な災害に強いまちづくりを行うとと
もに、障害者・高齢者等の安全を確
保します。

年間合意
距離

約6.0km
年間整備
距離

約2.5km

合意距離
3年間で
約18.0km
整備距離
3年間で
約7.5km

（建築調整課）

道路のバリアフリー化 
実行計画

安全で快適な歩行空間を確保するた
め、「新宿区移動等円滑化促進方針」
に基づく整備の検討を進めます。

― ―
（道路課）
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事業名
（担当課） 事業概要 令和２年度末

見込
令和５年度

目標

安全で快適な鉄道駅の整備促
進 実行計画

鉄道駅の安全性向上や快適な利用空
間を整備するため、ホームドア及び
エレベーターの設置促進を図りま
す。

・鉄道駅
ホームドア
設置補助
4駅

・鉄道駅
エレベーター
設置補助　1駅

・鉄道駅
ホームドア
設置補助
5駅

（都市計画課）

バリアフリーの整備促進 
実行計画

高齢者や障害者等の円滑な移動を確
保するため、「新宿区移動等円滑化
促進方針」を策定するとともに、各
施設管理者に対して周知啓発を図
り、区内のバリアフリー整備を促進
します。

・「新宿区交通バ
リアフリー基本
構想」等による
取組の評価

・「新宿区移動等
円滑化促進方針
（素案）」作成

令和3年度に策
定する「新宿区
移動等円滑化促
進方針」の周知
啓発、関係機関
等協議

（都市計画課）

みんなで考える身近な公園の
整備 実行計画

地域の公園の整備にあたって、公園
周辺の住民と協働して整備計画案を
作成するなど、住民参加による公園
の整備を行います。

本事業による公
園整備箇所数
15園

本事業による公
園整備箇所数
16園（みどり公園課）

清潔できれいなトイレづくり 
実行計画

公園トイレと公衆トイレを、清潔で
バリアフリーに配慮した誰もが利用
しやすいトイレに整備します。
整備にあたっては、建物の新設、建
替えに加えて、既存トイレの洋式ト
イレ化も進めていきます。

公園トイレ整備
42か所
洋式便器化
89か所

公園トイレ整備
46か所
洋式便器化
94か所

（みどり公園課）

区営住宅の管理運営 高齢者世帯向住宅及び高齢者単身者
向住宅の管理運営を行います。 ― ―

（住宅課）	

シルバーピアの管理運営 シルバーピアにワーデン（生活協力
員）又はLSA（生活援助員）を配置し、
入居する高齢者が地域で自立して生
活していくために、安否確認や関係
諸機関との連絡調整等の管理運営を
行います。また、団らん室を活用し、
高齢者同士の交流を促進します。

ワーデン数
6人

LSA設置数
11所

―
（高齢者支援課）

都市型軽費老人ホーム建設事
業助成等

自立した日常生活を営むことに不安が
あり、家族による援助を受けることが
困難な高齢者に、食事、入浴等のサー
ビスや生活相談など、日常生活に必要
な住まいを提供する都市型軽費老人
ホームの建設費用助成等を行います。

― ―（地域包括ケア推進課）
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事業名
（担当課） 事業概要 令和２年度末

見込
令和５年度

目標

住宅相談 区内不動産業団体から派遣された住宅
相談員（宅地建物取引士）による相談
1　住み替え相談
自ら住み替え先を探すことができな
い高齢者や障害者等が、制限を受け
ずに民間賃貸住宅に入居できるよう
に、空き物件情報の提供を行います。
2　不動産取引相談　
高齢者や障害者等が居住する民間賃
貸住宅の賃貸借契約に係る困り事の相
談を受けたり、不動産の売買等の取引
や賃貸借契約等に関して助言します。

住宅相談
開催数
74回

住宅相談
開催数
92回

（住宅課）

高齢者や障害者等の住まい安
定確保 実行計画

民間賃貸住宅の賃貸借契約時に、区
と協定を締結している保証会社等へ
のあっ旋を行うとともに、保証料の
一部を最長 10年間助成し、高齢者
や障害者等が、民間賃貸住宅に円滑
に入居できるように支援します。
家主等を対象として、単身高齢者の
死亡に伴い発生する残存家財の片付
け費用等をカバーする保険への助成
を最長 10年間行い、単身高齢者の
入居を支援します。

保証料助成
件数
50件

保険料助成
件数
50件

保証料助成
件数
50件

保険料助成
件数
50件

（住宅課）

住み替え居住継続支援 居住する民間賃貸住宅の取り壊し等
に伴う立退きにより転居を余儀なく
される高齢者や障害者等に、転居に
要する費用の一部を助成し、住み替
え居住継続を支援します。

助成件数
12件

助成件数
12件

（住宅課）

ワンルームマンション条例 条例の対象となるワンルームマン
ションにおいては、高齢者の入居へ
の配慮とともに、一定規模以上のも
のには高齢者の利用に配慮した住戸
の設置を規定しています。

― ―（住宅課）

災害時要援護者名簿の活用 災害時の避難等に支援を必要とする
方をあらかじめ「災害時要援護者名
簿」に登録しておくことにより、事
前に警察、消防、民生委員・児童委
員、防災区民組織等に配付し、災害
時に安否確認等の必要な支援が行わ
れるようにします。

申請件数
200件

申請件数
300件

（地域福祉課）
（危機管理課）

災害時要援護者対策の推進 地震によるけがの要因では、家具類
の転倒・落下・移動によるものが大
きな割合を占めています。家具類転
倒防止対策の重要性の周知を図ると
ともに、災害時要援護者名簿登録世
帯に家具転倒防止器具を 5点まで
無料で設置し、安全確保を図ってい
きます。

― ―

（危機管理課）
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5. 指標

指標名 現状 
（令和元年度） 

目標 
（令和５年度） 

住宅相談開催数 87回 92回

災害時要援護者名簿の新規登録者数 200件 300件

事業名
（担当課） 事業概要 令和２年度末

見込
令和５年度

目標

福祉避難所の充実と体制強化 災害時において要配慮者が在宅ある
いは避難所で生活を継続するために
必要な事項等を記載する、要配慮者
災害用セルフプランの作成勧奨を実
施し、広く普及啓発を行います。ま
た、福祉避難所運営マニュアルに基
づいた福祉避難所の開設・運営訓練
を実施します。さらに福祉避難所の
備蓄物資の計画的な更新を図り、災
害時応急体制の強化を図ります。

福祉避難所の運営
マニュアルが策定
されている福祉
避難所の割合
100％

福祉避難所開設・
運営訓練実施回数

2回

福祉避難所開設・
運営訓練実施回数
3年間で 10回

（地域福祉課）

【再掲】在宅人工呼吸器使用
者災害時支援事業

在宅人工呼吸器使用者本人とその家
族が平常時から災害に備え、安全で
安心した在宅療養生活を送ることが
できるよう、個別支援計画の作成を
支援します。また、緊急時における
人工呼吸器の電源確保のため、保健
所（保健予防課）と保健センターに
専用の発電機等を設置するととも
に、研修会等を行います。

在宅人工呼吸器
使用者全数に対
する個別支援計
画の作成

在宅人工呼吸器
使用者全数に対
する個別支援計
画の作成

（健康政策課）




